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〇 脱炭素社会に向けた相模原市再エネポテンシャル調査を実施 
相模原市の地域特性や再エネ導入ポテンシャル等に関する調査・分析を行い、2050 年の脱

炭素社会実現に向けた再エネ導入目標や戦略策定のための調査を実施しました。 
 

再生可能エネルギーのポテンシャルと導入状況 

   市内の再エネ電気のポテンシャルは 4,682TJ（平均的な世帯当たりの消費量で、約 33 万世

帯分に相当）で、住宅系太陽光発電が 62%を占めていることが分かりました。また、再エネ

熱のポテンシャルは 19,403TJ で、地中熱、太陽熱、バイオマスのポテンシャルがありまし

た。 

再エネ導入状況については、2019 年の再エネ発電量は 1,317TJ で、そのうち水力発電量が

898TJ と最も多くを占めています。その他に、太陽光発電やバイオマス発電、中小水量発電

が導入されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

詳細は、「再エネ導入目標策定に係る調査報告書」をご覧ください。 

 

〇 相模原市の地球温暖化対策を『一目で、分かりやすく』 
多様な地球温暖化対策の取組を「見える化」し、効果的に周知するとともに、それらの取

組の全てが脱炭素に寄与するものとの気付きを与え、行動変容を促すことを目的として、キ

ャッチフレーズとロゴマークを作成しました。 

 キャッチフレーズ 

 『未来へ Switch！ゼロカーボンさがみはら』 

    私たちの未来のために、社会の仕組みや価値観、 

ライフスタイルの転換によって、2050 年『ゼロ 

カーボン＝脱炭素社会』を実現しようという決意 

を表したものです。 

 ロゴマーク 

  『０(ゼロ)』と『Ｃ(carbon)』を組み合わせ、矢印と色のグラデーションで『転換(Switch)』 

  と『中山間地域の自然と都市の資源の循環』を表現しています。 

太陽光：住宅系, 

2,893 , 62%

太陽光：農地, 

440 , 9%
太陽光：公共系, 40 , 1%

太陽光：発電所工場, 79 , 2%

太陽光：低未利用地, 22 , 1%

陸上風力, 12 , 0% 中小水力：河川, 

285 , 6%

中小水力：農業用

水路, 0 , 0%
水力, 910 , 19%

再エネ電気 利用可能量

太陽光：住宅系 太陽光：農地 太陽光：公共系

太陽光：発電所工場 太陽光：低未利用地 陸上風力

中小水力：河川 中小水力：農業用水路 水力

4,682TJ 

太陽熱, 

1,700, 9%

地中熱, 17,669, 91%

バイオマス：

木質系, 20, 0%

バイオマス：

畜産系, 15, 0%

再エネ熱 利用可能量

太陽熱 地中熱 バイオマス：木質系 バイオマス：畜産系

19,403TJ 

再エネ電気 ポテンシャル 

再エネ熱 ポテンシャル 

https://www.city.sagamihara.kanagawa.jp/kurashi/1026489/1026502/1027884/1025114.html
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第１章 本市の現況 

１ 位置・人口・産業の状況 

本市は神奈川県の北西部に位置し、北部は東京都、西部は山梨県と接しています。面積は

328.91km2で神奈川県総面積の約１４％を占めています。 

令和 4(2022)年 4 月 1日現在の本市の人口は 72 万 5,369 人、33 万 9,028 世帯で、区別の人

口は、緑区は 16万 9,017 人、中央区は 27 万 3,769 人、南区は 28 万 2,583 人、世帯数は、緑

区は 7万 5,972 世帯、中央区は 12 万 7,260 世帯、南区は 13 万 5,796 世帯となっています。 

本市の産業の状況は、平成 28(2016)年時点において、事業所数は 2 万 2,480 箇所、従業者

数は 24 万 8,832 人となっています。産業分類別の従業者数では第 3次産業(サービス業)が約

8割と従業者数の多くを占めていますが、卸売業・小売業(サービス業)の事業所数や従業員数

は、減少傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

相模原市の位置図 (中心地：東京都庁) 

出典：第 3次相模原市環境基本計画 

区域図 
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２ 土地利用 

市域全体の約 7 割が自然的土地利用で、その大半を丹沢大山国定公園などがある市の西部

(相模湖津久井都市計画区域及び都市計画区域外に相当する範囲)が占めています。 

都市的土地利用は市域全体の約 3 割で、特に相模原都市計画区域において都市的土地利用

が進んでおり、住宅用地の占める割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 地域区分 

本市の自然的特性・社会的特性を踏まえ、第 3次相模原市環境基本計画では、土地利用が進

み経済・社会の中心地となっている「都市部」と水源地、良好な生物の生息・生育環境及び優

れた景観資源が分布する「中山間地域」の 2地域に区分しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：平成 27（2015）年都市計画基礎調査（相模原市） 

土地利用状況 

地域区分 

出典：第 3次相模原市環境基本計画 
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第２章 第３次相模原市環境基本計画の概要 

１ 計画の位置づけ 

第 3 次相模原市環境基本計画は、相模原市環境基本条例（平成 8 年相模原市条例第 26 号）

第 3条に規定する基本理念を実現するために、同条例第 8条の規定に基づき令和 2(2020)年 3

月に策定したものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3次相模原市環境基本計画は、市の将来像や目指すまちの姿を示す「未来へつなぐさがみ

はらプラン～相模原市総合計画～（令和 2(2020)年度～令和 9(2027)年度）」の部門別計画であ

り、環境の保全及び創造に関する施策を総合的かつ計画的に推進する環境分野の総合計画で

す。地球温暖化、資源循環、自然環境、生活環境の各環境分野において、中・長期的な視点に

立ち、環境の保全及び創造に関する施策に係る目標及び方針を示しています。また、環境分野

の個別計画との関連性を体系的に整理し、計画の役割、位置付けを明確にしました。具体的な

施策・取組については、同時期に策定された各環境分野の個別計画と合わせて推進を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：第 3次相模原市環境基本計画（一部修正） 

第 3次相模原市環境基本計画の位置づけ 

未来へつなぐさがみはらプラン～相模原市総合計画～ 

１ 環境の保全及び創造は、市民が健康で安全かつ文化的な生活を営むことのできる自

然と調和の取れた豊かな環境を確保し、及び向上させ、並びに将来の世代へ継承して

いくことを目的として行うものとする。 

２ 環境の保全及び創造は、環境に関する資源の有限性を認識するとともに、その適正

な管理及び利用を図り、もって環境への負荷の少ない持続的な発展が可能な社会を構

築することを目的として行うものとする。 

３ 環境の保全及び創造は、市、事業者及び市民相互の協力の下に行うものとする。 

４ 地球環境保全は、人類共通の課題であるとともに市民の健康で安全かつ文化的な生

活を将来にわたって確保する上で極めて重要であることから、積極的に推進するもの

とする。 

 

相模原市環境基本条例（第 3条 基本理念） 
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２ 計画期間 

第 3次相模原市環境基本計画の対象期間は、「未来へつなぐさがみはらプラン～相模原市総

合計画～」に合わせて令和 2（2020）年度から令和 9（2027）年度までの 8年間としています。 

 

３ 相模原市が目指す環境像（望ましい環境像） 

第 3 次相模原市環境基本計画では、概ね 20 年後の望ましい環境像として、「未来へつなぐ

さがみはらプラン～相模原市総合計画～（令和 2（2020）年度～令和 9（2027）年度）」の目指

すまちの姿の一つである「人と自然が共生するまち」を設定し、副題として、国（環境省）の

第 5次環境基本計画で提唱された「地域循環共生圏」という考えと本市の自然環境と都市環境

を併せ持つ地域特性が合致することを踏まえ、「～市民と築く、地域循環共生都市さがみはら

～」としました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：第 3次相模原市環境基本計画 

中山間地域で生産される農林産物などの資源は、都市部の市民に自然の恵み等によって自らも支えられてい

るという「気付き」を与え、自然保護活動への参加など中山間地域を支える具体的な環境行動を促すことにもつ

ながります。 

一方、都市部において中山間地域の資源を購入・消費することにより、同地域の農林業が活性化するなど人

やお金が都市部から循環されます。 

このように中山間地域と都市部の地域特性を生かして、人と自然が共生する都市が地域循環共生都市さが

みはらです。 

 

地域循環共生都市さがみはら 

地域循環共生都市さがみはらのイメージ 
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４ 望ましい環境像を実現するための５つの基本目標 

第 3次相模原市環境基本計画では、地域の特徴（都市部から中山間地域までの多様な環境）

と環境、経済及び社会の 3 側面を踏まえ、各地域が自立・分散したコミュニティを形成しつ

つ、相互補完して支え合う社会の実現を目指し、5つの基本目標を設定しました。5つの基本

目標は、環境分野別に「地球温暖化対策」、「資源循環の推進」、「水とみどり・生物多様性の保

全・活用」、「環境リスクの管理」を設定するとともに、それらの基本目標を実現するための総

合的・横断的な目標として、各分野に共通する土台・人づくり・仕組みづくりを目的とした「環

境に配慮したライフスタイルの促進」を設定しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 持続可能な開発目標（SDGs:Sustainable Development Goals）と施策との関連性 

SDGs では、地球規模で私たちの良き将来を実現するための 17 のゴールを掲げています。こ

れらのゴールは、1つを達成しようとすれば他のゴールにも影響するというように相互に連関

する体系とされています。第 3次相模原市環境基本計画では、環境分野と関連が深い SDGs の

ゴールと本計画に掲げる施策の関連性（施策推進による貢献の内容）を整理しました。 

SDGs のゴールと環境基本計画の施策の関連性(基本目標ごと) 

基本目標 関連する SDGs のゴール 

基本目標１  

地球温暖化対策       

基本目標２  

資源循環の推進       

基本目標３  

水とみどり・生物多様性の保全・活用     

基本目標４  

環境リスクの管理      

基本目標５  

環境に配慮したライフスタイルの推進    

 
望ましい環境像と基本目標 

出典：第 3次相模原市環境基本計画 
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SDGs のゴールと環境基本計画の施策の関連性（SDGs のゴールごと） 

関連する SDGs のゴール※1 施策推進による貢献の内容※2 

 

飢餓をゼロに 
飢餓を終わらせ、食料安全保障及び栄養
の改善を実現し、持続可能な農業を促進
する 

・ごみの減量化等による食品ロスの減少 02 

 

すべての人に健康と福祉を 
あらゆる年齢のすべての人々の健康的な
生活を確保し、福祉を促進する 

・大気、水、土壌・地下水等の環境監視の継続的な実施 04 

 

質の高い教育をみんなに 
すべての人に包摂的かつ公正な質の高い
教育を確保し、生涯学習の機会を促進す
る 

・環境行動の推進、人材育成等による環境教育の推進 05 

 

安全な水とトイレを世界中に 
すべての人々の水と衛生の利用可能性と
持続可能な管理を確保する 

・水と衛生に関わる分野の管理・対策の強化 01 

・自然生態系の保護・回復 03 

・継続的な環境監視の実施による水環境の保全 04 

 

エネルギーをみんなにそしてクリーンに 
すべての人々の、安価かつ信頼できる持続
可能な近代的なエネルギーへのアクセスを
確保する 

・再生可能エネルギーの導入促進によるエネルギーセキュリティ

の強化 01 

・清掃工場における発電や資源の有効活用 02 

 

産業と技術革新の基盤をつくろう 
強靭（レジリエント）なインフラ構築、包摂
的かつ持続可能な産業化の促進及びイノ
ベーションの促進を図る 

・低炭素ライフスタイルへの転換等による産業基盤育成 01 

・ごみ資源の利用効率の向上 02 

 

住み続けられるまちづくりを 
包摂的で安全かつ強靭（レジリエント）で
持続可能な都市及び人間居住を実現す
る 

・高齢者の移動手段の確保やまちの低炭素化に向けた公共

交通機関のシステム整備による低炭素まちづくりの推進 01 

・ごみ資源の適正処理及び資源循環型社会の推進 02 

・公園整備や水辺環境等の保全 03 

・大気環境や水環境等の生活環境の保全 04 

 

つくる責任使う責任 
持続可能な消費生産形態を確保する 

・ごみの減量化やリユース・リサイクルによる資源の有効利用の

促進 02 

・事業者による化学物質の適正な使用、管理の促進 04 

・幅広い場における環境教育や人材育成、グリーン購入等の

推進による環境に配慮したライフスタイルの促進 05 

 

気候変動に具体的な対策を 
気候変動及びその影響を軽減するための
緊急対策を講じる 

・省エネの推進による化石燃料消費量の削減を通じた気候

変動影響の緩和 01 

・緑地の保水機能の維持による集中豪雨等の気候変動影

響への適応 03 

 

海の豊かさを守ろう 
持続可能な開発のために、海洋・海洋資
源を保全し、持続可能な形で利用する 

・ごみ（プラスチックごみ等）の減量化やごみの不法投棄の

撲滅による海洋汚染の防止 02 

 

陸の豊かさも守ろう 
陸域生態系の保護、回復、持続可能な
利用の推進、持続可能な森林の経営、
砂漠化への対処ならびに土地の劣化の阻
止・回復及び生物多様性の損失を阻止す
る 

・温室効果ガスを吸収する民有林等の森林整備推進による

健全な森林の保全と育成 01 

・生物の保護と適正管理等による生物多様性の保全 03 

・陸域生態系と内陸淡水生態系等の保全 04 

 

パートナーシップで目標を達成しよう 
持続可能な開発のための実施手段を強
化し、グローバル・パートナーシップを活性化
する 

・協働取組の在り方の検討、環境教育の推進等によるパー

トナーシップの構築促進 05 

※１）各説明文は外務省の和訳を引用しており、第 3次相模原市環境基本計画策定時の表記とは異なります。 

※２）直接的な貢献が期待される基本目標  01:地球温暖化対策、02:資源循環の推進、 

03:水とみどり・生物多様性の保全・活用、04:環境リスクの管理、05:環境に配慮したライフスタイルの促進 

 

 
出典：第 3次相模原市環境基本計画（一部修正） 
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６ 計画の推進体制、進行管理 

  環境施策を総合的に推進していくためには、市民・事業者・環境保全団体等といった多様

な主体と連携を深めていくことが重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画の進行管理においては、目標の達成状況や事業の実施状況等を的確に把握・評価し、

その結果により明らかになった課題を速やかに事業展開に反映するための仕組み（PDCA サイ

クル）を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  第 3次相模原市環境基本計画においては、社会経済情勢の変化や施策の進行状況に柔軟か

つ適切に対応して、計画の見直しを行うこととしており、4年が経過した時点（令和 5

（2023）年度）を目途に、評価・検証を行い、必要に応じて計画を変更することとしていま

す。  

出典：第 3次相模原市環境基本計画 

【環境基本計画の推進体制】 

※環境情報センター、市立博物館、市立小中学校等を含む 

出典：第 3次相模原市環境基本計画 
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７ 相模原市環境基本計画年次報告書「さがみはらの環境」について 

「さがみはらの環境」は、相模原市環境基本条例第 12 条の規定に基づき、相模原市環境基

本計画の進行管理として、環境に関する施策の前年度における実施状況を公表するために作

成するものです。相模原市環境審議会にその内容を報告し、審査・助言を受けて、施策展開

に反映するとともに、公表していきます。 

 

令和 4（2022）年度相模原市環境審議会の開催状況 

開催日 議題 

令和 4年 12 月 7 日 

（第１回） 

・会長及び副会長の選出について 

・令和 4年度さがみはらの環境（相模原市環境基本計画年次報告

書）（令和 3年度報告）（案）について 

※相模原市環境審議会の審議内容については、「資料 3 相模原市環境審議会審議経過」をご覧くださ

い。 
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第３章 計画の進捗状況 

 

基本目標１ 地球温暖化対策 

基本目標２ 資源循環の推進 

基本目標３ 水とみどり・生物多様性の保全・活用 

基本目標４ 環境リスクの管理 

基本目標５ 環境に配慮したライフスタイルの促進 

 

 

 

 

 

各基本目標の「１基本目標の達成の目安となる指標」の進捗状況を表現しているマーク

の考え方について 

 

・基準値と実績を比較し、進んでいる： 

 

・基準値と実績を比較し、進んでいない： 
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ｂ 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

＊「低炭素」 相模原市は令和 2（2020）年 9月の「さがみはら気候非常事態宣言」において、2050 年

の脱炭素を目指すこととしています。第 3次環境基本計画中の「低炭素」は、令和 5（2023）年度の中

間改定において「脱炭素」に改訂予定です。 

 

１ 基本目標の達成の目安となる指標 

指標 

［算定式］ 

基準値 

(年度) 

R1(2019) 

実績 

R2(2020) 

実績 

R3(2021) 

実績 

中間目標 

R5(2023) 

最終目標 

R9(2027) 

市域の二酸化炭

素排出量＊１ 

（万 t-CO2） 

［産業部門、業務部門、 

家庭部門、運輸部門等 

における二酸化炭素排

出量の合計］ 

421.9 

万 t-CO2 

H25(2013) 

361.1 

万 t-CO2 

371.2 

万 t-CO2 
 - 

357.4 万 t 

-CO2 

331.6 万 t 

-CO2 

気候変動に伴う影

響に備えている市

民の割合＊３（％） 

［市民アンケート］ 

83.1% 

R1(2019) 

 

74.3% 76.2%  89.1% 95.1% 

＊1 「基準値(平成 25（2013)年度)」については、令和元年度に推計手法を変更していることから、

過去の公表値と異なる。（次ページのグラフは、新推計手法での平成 25（2013）年度からの実

績をまとめたもの） 

＊2 「市域の二酸化炭素排出量」については、算定に使用する統計数値の公表時期から、算出結果

は一昨年度の実績となる。 

＊3 市民アンケート調査の気候変動に関する項目 7項目（資料編 P113 参照）のうち、1項目以上行

っている人の割合 

基本目標１  

地球温暖化対策 ～低炭素＊社会が実現しているまち～ 

～気候変動に適応しているまち～ 

［関連する環境分野の個別計画：第２次相模原市地球温暖化対策計画］ 

【目指す姿】 

 

 

 

 

 

【関連するＳＤＧｓのゴール】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「脱炭素社会」の実現を目指す国の動向を踏まえ、地球温暖化対策の両輪である

緩和策・適応策をより積極的に推進していくことにより、持続可能な社会の実現

と、新たな成長とカーボンニュートラルを両立できる脱炭素型のライフスタイル

への移行を目指します。 

＊２ ＊１ 
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２ 現状(指標の達成状況等) 

令和 2（2020）年度の本市の CO2 排出量は 371.2 万トンとなり、基準値(平成 25（2013）年

度)と比較すると 12％減少、前年比では 2.8％の増加となりました。内訳を見ると、家庭部門

が増加し、運輸部門・業務部門では減少しています。これは、新型コロナウイルス感染症拡大

によって外出自粛やテレワーク、ウェブ会議システムの利用拡大など、新しい生活様式の広が

りによる、家庭での活動時間の増加、人流の減少、及び第三次産業の低迷が原因と思われます。

産業部門については、全国的な傾向として排出量が減少している中、本市では増加していま

す。こうしたことから、市内事業所の脱炭素化に向け、更なる取組の促進が必要です。また、

廃棄物焼却等による排出量も令和元（2019）年度より増加しており、更なるごみの減量化・資

源化が必要です。 

気候変動に伴う影響に備えている市民の割合については、令和 2（2020）年度と比較すると

1.9 ポイント増加しているものの、市内でも大きな被害をもたらした令和元年東日本台風の直

後と比較すると、意識の低下が見受けられることから、適応策の必要性等について更なる周知

啓発が必要です。 

  本市では、地球温暖化対策における目指す姿を『低炭素社会』から『脱炭素社会』に改め、

これを実現するための道筋を明らかにする「さがみはら脱炭素ロードマップ」を策定すると

ともに、2050 年の脱炭素社会実現に向けた再エネ導入目標の設定のため再エネポテンシャル

調査を実施しました。今後も、市民や事業者等との連携のもとに脱炭素社会の実現に向けた

取組の加速化と、本市のポテンシャルを最大限に活用する方策の検討が求められます。また、

気候変動による自然災害や健康被害から市民等の生命と安全を守るための対策を、より一層

進める必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

二酸化炭素排出量の推移 

154.9
131.2 136.0 135.7 136.1 150.5 

119.1

101.5 102.2 92.5 93.7 
100.5 

60.1

55.9 55.4
49.5 48.7

44.9

82.0

75.8 77.4
75.5 74.5

66.5

5.8

7.7 7.8
7.2 8.0 8.7

421.9

372.1 378.7
360.5 361.1 371.2

H25（2013） H28（2016） H29（2017） H30（2018） R01（2019） R02（2020）

廃棄物焼却等

運輸部門

業務部門

家庭部門

産業部門

単位：万ｔ-CO2 

※  端数処理のため、各部門の値の合計と全体の合計値が一致しない場合があります。 
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３ 施策の取組状況と今後の方向性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策１ 再生可能エネルギーの利用促進 

中山間地域と都市部のベストミックスという本市が有する地域特性を生かし、森林資源や小

水力などを活用した自然エネルギーや資源の地産地消モデルの形成を目指しています。また、

森林資源の活用や太陽光発電等の導入促進により地域資源を活用した再生可能エネルギー等の

導入を促進しています。 

 

（１）令和 3年度の取組状況 

ア 地域資源を活用した再生可能エネルギー等の導入促進 

具体的事業 自然的特性を生かしたエネルギー資源利活用策の促進 

事業の概要 

・森林資源や小水力などの効果的な利活用や導入の手法等について、検討を進め

る。 

・地中熱などの未利用エネルギーについて、利活用を促進する。 

R3 取組状況 
木質バイオマスの利活用のあり方、小水力発電の導入について、情報収集・研

究を行いました。 

 

 

≪施策体系図≫ 

低炭素型の都市の形成 

自動車交通の低炭素化の促進 

将来を見据えたまちづくり 

設備・機器や建築物の 

省エネルギー化の促進 

地域資源を活用した再生可能

エネルギー等の導入促進 

低炭素ライフスタイルの推進 

水素エネルギーの利用促進 

健全な森林の保全と育成 

気候変動に強いまちづくり 

基本目標１ 

『低炭素社会が 

実現しているまち』 

施策３ 

【低炭素型まちづくりの推進】 

 

施策５ 

【気候変動適応策の推進】 

施策１ 

【再生可能エネルギー 

       の利用促進】 

施策２ 

【省エネルギー活動の促進】 

施策４ 

【いきいきとした森林の再生】 

基本目標１ 

『気候変動に 

適応しているまち』 
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具体的事業 大規模太陽光発電所（メガソーラー）の活用 

事業の概要 
一般廃棄物最終処分場のうち最終覆土が完了した第 1期整備地を活用し、大規

模太陽光発電所（メガソーラー）を運用する。 

R3 取組状況 
令和 3（2021）年度は新型コロナウイルス感染症の影響により休止していた見学

会を再開しました。（団体限定） 

 

具体的事業 市民共同発電所の設置促進 

事業の概要 
市民団体や NPO などが主体となった太陽光発電設備等（市民共同発電所）の設

置を支援する。 

R3 取組状況 

市民団体との協働により平成 22（2010）年に大野台こどもセンターに設置した

太陽光発電設備を利用した環境教育については、令和 3（2021）年は新型コロナウ

イルス感染症の影響により実施を見送りました。また、市民共同発電所の新規の

設置実績がなかったことから、再生可能エネルギーの重要性について、市民の関

心をより高められるような啓発方法について検討していきます。 

 

具体的事業 産官学共同によるエネルギー革新技術への対応 

事業の概要 相模原市中小企業研究開発補助金を活用して研究開発を支援する。 

R3 取組状況 

市内中小企業者等が行う新技術等の研究開発において、大学等研究機関の知見

が生かされるよう、「中小企業研究開発補助金」に「産学連携枠」を設け、大学

等との協働を促進しました。 

※令和 3（2021）年度は産官学共同によるエネルギー革新技術関連での採択はあり

ませんでした。 

 

具体的事業 家庭や事業所における再生可能エネルギーの導入支援 

事業の概要 
専門家によるアドバイスやコンサルティングなどの実施により、家庭や事業所

における再生可能エネルギーの導入を支援する。 

R3 取組状況 

事業所向けには「中小規模事業者省エネルギー設備等導入支援補助金」、「省

エネアドバイザー派遣事業」等により導入を支援しました。 

【派遣回数】33 回 

 

具体的事業 九都県市・みんなでいっしょに自然の電気（みい電） 

事業の概要 再生可能エネルギー由来の電気の利用希望者を募り共同購入する事業の実施 

R3 取組状況 

「みい電」再エネ電気共同購入キャンペーンを年 1回実施しました。 

【参加登録数】272 件 

【電力切替数】42件 
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（２）今後の方向性 

脱炭素社会の実現に向けて重要な役割を担う再生可能エネルギーの導入については、令和

3年に実施したポテンシャル調査などに基づき、取組を進めます。  

太陽光発電については、導入に対する支援を継続するとともに、初期投資を必要としない

PPA 事業など、再生可能エネルギー導入の手法とその有効性の啓発を進めていきます。また、

市の率先行動として、公共施設への再生可能エネルギー導入の加速化を図ります。 

また、住宅向けの奨励事業と中小規模事業者向けの支援事業において、再生可能エネルギ

ー導入とエネルギーの自家消費の拡大を推進していきます。 

 

 

施策２ 省エネルギー活動の促進 

市民一人ひとりの脱炭素型ライフスタイルへの移行を推進するため、設備・機器や建物の省

エネルギー化と、ZEH や ZEB の普及促進に取り組んでいます。 

 

（１）令和 3年度の取組状況 

ア 低炭素ライフスタイルの推進 

具体的事業 環境に配慮したライフスタイル・ビジネススタイルへの転換 

事業の概要 
節電・省エネ行動の実践を通じ、省エネルギー型ライフスタイル・ビジネスス

タイルへの転換を促すための情報発信等を行う。 

R3 取組状況 

①COOL CHOICE 啓発事業を実施しました。 

○イベントによる普及啓発 

・オンラインによる「さがみはら地球温暖化防止フォーラム」の開催 

（広げよう!72 万人の COOL CHOICE‼） 

・「＃COOL CHOICE さがみはら わたしの COOL CHOICE フォト投稿キャンペーン」

の実施 

○広報紙等を活用した啓発 

・「さがみはらクールチョイス NEWS」こどもタウンニュース特別号の発行 

・地域コミュニティを対象とした「COOL CHOICE 啓発キャラバン」の実施 

・地域情報紙を活用した啓発情報の発信 

○相模原市 COOL CHOICE 特設ページ「相模原からアクションを起こそう!」設置に

よる情報発信 

○COOL CHOICE 啓発動画の放映（SNS、市役所本庁舎で既存動画を放映） 

○塵芥車へのマグネット広告掲出 

○通年で使用する啓発ツール（パネル・ポスター）の制作・活用、横断幕の掲出 

②九都県市で連携し「省エネ家電買替キャンペーン」 を実施しました。 
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具体的事業 脱炭素キャッチフレーズ・ロゴマークの作成 

事業の概要 
相模原市における脱炭素に関する取組を表すキャッチフレーズ・ロゴマークの

作成 

R3 取組状況 

多様な地球温暖化対策の取組の「見える化」を目的とした「未来へ Switch！ 

ゼロカーボンさがみはら」のロゴマークを作成しました。 

 

イ 設備・機器や建築物の省エネルギー化の促進 

具体的事業 公共施設における LED 照明の導入 

事業の概要 
電気使用量の削減を図るため、市施設において改修や新設にあわせて LED 照明

を導入する。 

R3 取組状況 市施設への ESCO 事業活用の検討を行いました。 

 

具体的事業 中小規模事業者の排出削減に向けた仕組みづくり（計画書制度） 

事業の概要 

中小規模事業者が、事業活動に伴う省エネ対策等を推進するため、CO2 削減目標

や削減目標達成ための取組について、3年間の計画として任意に作成し、市へ提出

する。また、削減取組状況を広く周知するため、計画書の概要を市ホームページ

で公表する。 

R3 取組状況 
 計画書制度に基づき、市内中小規模事業者から計画書の提出がありました。 

【計画書提出事業者】13社（令和 3(2021)年度末までの提出：延べ 156 社） 

 

具体的事業 
中小規模事業者の省エネ活動に対する支援 

LED・省エネ機器等の導入促進、エネルギー管理システム等の普及 

事業の概要 

①省エネアドバイザー派遣事業 

事業者の省エネ対策の効率的・効果的な推進や、中小規模事業者による「地球

温暖化対策計画書」の作成等に必要な助言・指導を行うため、事業者の求めに

応じてエネルギー管理士等の専門家を無料派遣する。 

②中小規模事業者省エネルギー設備等導入支援補助金 

中小規模事業者が「地球温暖化対策計画書」に基づき実施する省エネ設備等

（LED・空調等）の導入に対し、その経費の一部を補助する。 

R3 取組状況 

①省エネアドバイザー派遣を実施しました。 

【派遣件数】18 社（33件） 

②省エネ設備等を導入する中小規模事業者に対し、補助事業を実施しました。 

【補助件数】21 件 

 

 

https://www.city.sagamihara.kanagawa.jp/kurashi/1026489/kankyo/1026506/plan/1008139/1008142.html
https://www.city.sagamihara.kanagawa.jp/kurashi/1026489/kankyo/1026506/plan/1008139/1008142.html


17 

 

具体的事業 LED 化の促進 

事業の概要 家庭・事業所の照明機器の導入・交換時に LED 化を促進する。 

R3 取組状況 家庭・事業所の照明機器 LED 化の啓発を行いました。 

 

具体的事業 省エネ機器等の導入促進 

事業の概要 
エアコンや冷蔵庫など家庭で消費電力の大きい家電について、省エネ性能の高

い家電製品への買替えを促進する。 

R3 取組状況 九都県市で連携し「省エネ家電買替キャンペーン」 を実施しました。【再掲】 

 

具体的事業 省エネルギー住宅の普及啓発 

事業の概要 新築住宅の断熱化など、省エネルギー性能の高い住宅の普及を促進する。 

R3 取組状況 ZEH、ZEB に関する普及啓発を実施しました。 

 

具体的事業 相模原市住宅用スマートエネルギー設備等導入奨励金 

事業の概要 
住宅にスマートエネルギー設備を設置した者、又は住宅を ZEH とした者への奨

励事業 

R3 取組状況 

 下記のとおり、市民を対象に奨励金を交付しました。 

○住宅用太陽光発電システム等(蓄電池、V2H、ZEH を含む。)  

対象コース 奨励金額 交付数 

ZEH コース 150,000 円 40 件 

自家消費コース 50,000 円 139 件 
 

 

具体的事業 うちエコ診断や省エネルギー診断の利用拡大 

事業の概要 
環境省が実施する「うちエコ診断」等の普及啓発（市ホームページやイベント

時） 

R3 取組状況 市ホームページでの普及促進を実施しました。 

 

具体的事業 設備導入促進特別資金（社会的課題取組型）の活用 

事業の概要 
地球温暖化対策計画書を策定して設備導入する中小規模事業者などに対し、金

融機関を通じて融資制度の利用を促す。 

R3 取組状況 
既往の資金利用者分の利子補給金を交付しました。 

【資金利用者】7者（令和 3（2021）年度新規利用者なし） 

https://www.city.sagamihara.kanagawa.jp/kurashi/1026489/kankyo/hojyo/1008066/index.html
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（２）今後の方向性 

省エネルギー活動の更なる推進は、脱炭素社会の実現に不可欠であるだけでなく、高騰す

るエネルギーコストを下げる意味でも重要な取組です。こうしたことから、家庭での省エネ

ルギー性能の高い家電への買い替えや高効率な給湯器等の導入と、地球温暖化対策計画書

制度を活用した事業者による省エネルギー設備・機器の導入を促進する施策を実施してい

きます。 

さらに、脱炭素社会実現に向けた具体的な取組を行う事業者を増やしていくため、エコア

クション 21 など、環境マネジメントシステムの活用の促進を図ってまいります。 

また、脱炭素型のライフスタイルへの移行や、省エネ活動をより一層促進することを目的

として、地球温暖化対策のための啓発活動などの取組を引き続き進めていきます。 

 

 

施策３ 低炭素型まちづくりの推進 

脱炭素型の都市の形成を進めるとともに、自動車交通の電動化の普及促進に取り組むととも

に、脱炭素化を実現したネット・ゼロ・エネルギー・タウンの実現を見据えた新しいまちづくり

に取り組んでいます。 

 

（１）令和 3年度の取組 

ア 低炭素型の都市の形成 

具体的事業 市内照明施設の LED 化・高効率化の促進 

事業の概要 

・商店会などが所有する街路灯の高効率化を促進するため、LED 等への転換に対す

る支援を行う。 

・市が管理する LED 防犯灯の設置及び維持管理を行う。 

R3 取組状況 

○公園内において、球切れした水銀灯を順次 LED に交換しました。 

○LED 防犯灯の設置及び維持管理を行いました。 

【令和 3(2021)年度末市管理灯数】49,976 灯 

 

具体的事業 公共交通を基幹とした交通基盤の整備等 

事業の概要 
鉄道・バス等公共交通の利便性向上や、ネットワークの充実（小田急多摩線の

市内への延伸など）を図る。 

R3 取組状況 

 下記の事業を実施しました。 

①交通需要マネジメント（TDM）の推進 

②コミュニティバス等の導入 

③モビリティ・マネジメント（MM）＊の推進 

＊「モビリティ・マネジメント（MM）」 過度に自動車に頼る状態から公共交通や

徒歩などを含めた多様な交通手段を適度に利用する状態へ変えていく一連の取組 
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具体的事業 サイクルアンドバスライドの普及促進 

事業の概要 
バス停留所やバスターミナル周辺における自転車駐車場の充実を図り、環境に

やさしい自転車とバス交通の相互利用を促進する。 

R3 取組状況 
市内の主なバス停留所・バスターミナル周辺に無料の自転車駐車場（9箇所、収

容台数 445 台）を設置し、サイクルアンドバスライドを推進しています。 

 

具体的事業 安全で快適な歩行者・自転車通行環境の構築 

事業の概要 

市内の幹線道路を中心とした自転車通行環境ネットワークの形成を図り、自転

車道等の整備・拡充及び危険箇所等における歩行者・自転車の通行区分を明確化

する。 

R3 取組状況 

○自転車駐車場の整備に向けた調整 

 JR 相模線沿線駅周辺無料自転車駐車場について、利用しやすい施設への改善と

併せた有料化の検討を公益財団法人自転車駐車場整備センターと連携して行いま

した。 

○自転車通行環境の地元調整、設計、整備 

【整備完了箇所】市道橋本駅西口 160m 

         市道相模淵野辺 1100m 

        市道相模原横山 160m 

        市道南橋本弥栄荘 400m 

        市道磯部大野 1000m 

 

具体的事業 自転車駐車場の充実 

事業の概要 
民間事業者等との適切な役割分担と連携により、多様な駐車需要や地域特性に

配慮した自転車駐車場の整備・拡充を進める。 

R3 取組状況 

○自転車駐車場の整備に向けた調整 

JR 相模線沿線駅周辺無料自転車駐車場について、利用しやすい施設への改善と

併せた有料化の検討を公益財団法人自転車駐車場整備センターと連携して行いま

した。【再掲】 

 

具体的事業 都市緑化の推進 

事業の概要 

・生垣、屋上・壁面・駐車場緑化に取り組む市民などに対し、（公財）相模原市

まち・みどり公社と連携して、経費の一部を助成する。 

・街路樹、道路植栽を設置する。 

R3 取組状況 
○助成等を実施し、生垣総延長は 16.3ｍ、屋上緑化・壁面緑化・駐車場緑化は

170.0 ㎡の増加となりました。 
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 ○植栽帯の整備を継続して実施しました。 

 

具体的事業 市民との協働による緑地の保全・活用 

事業の概要 市が管理する緑地などにおいて、地域住民による清掃活動等を支援する。 

R3 取組状況 
街美化アダプト制度により、29 団体 36箇所 71ha の維持管理を市民協働により

行うことができました。 

 

イ 自動車交通の低炭素化の促進 

具体的事業 次世代クリーンエネルギー自動車の普及促進 

事業の概要 
燃料電池自動車を購入した市民・事業者に対して奨励金を交付することによ

り、次世代クリーンエネルギー自動車の普及促進を図る。 

R3 取組状況 

下記のとおり、奨励金を交付しました。 

○燃料電池自動車(FCV)  

【交付金額】300,000 円 

【交付台数】5台 

 

具体的事業 アイドリングストップ機能付ノンステップバスの導入促進 

事業の概要 
バス事業者に補助金を交付することにより、燃費が良く、乗降しやすい車両の

導入による利便性の向上を図ることで、マイカー等からバスへの転換を促す。 

R3 取組状況 
市内の営業所におけるノンステップバス車両の導入を促進し、令和 4（2022）年

4月 1日時点で 121 台（51.9％）となりました。 

 

具体的事業 交通需要マネジメント（TDM）による道路交通の円滑化 

事業の概要 
自動車利用者の交通行動（時間、経路、手段、利用の方法など）の変更を促す

ことによって自動車の適正利用を促進する。 

R3 取組状況 
橋本駅南口及び相模大野駅北口の一般車乗降場の利用状況調査と県道 52号の交

通実態調査や渋滞分析を実施しました。 

 

具体的事業 エコドライブの普及 

事業の概要 

・九都県市及び関係機関等と連携して、広報活動を実施する。 

・市内のイベント等において、エコドライブシミュレーターを用いたエコドライ

ブ体験等による啓発活動を実施する。 

R3 取組状況 
九都県市において、エコドライブ啓発動画を作成しました。 

市内のイベント及び市施設等において、エコドライブ啓発動画の放映等による 
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 普及啓発を実施しました。 

 

具体的事業 カーシェアリングの普及 

事業の概要 
過剰な自動車利用を抑制するため、カーシェアリングの普及啓発により自動車

保有台数の削減を促す。 

R3 取組状況 公用車を活用したカーシェアリング導入について調査・研究を実施しました。 

 

ウ 将来を見据えたまちづくり 

具体的事業 市内の拠点間を結ぶ幹線道路のネットワークの構築 

事業の概要 
幹線道路のネットワークの整備により、自動車交通の移動距離の短縮や走行速

度の向上を図る。 

R3 取組状況 幹線道路での道路の拡幅、交差点改良及び歩道の整備を実施しました。 

  

具体的事業 環境に配慮したまちづくりの推進 

事業の概要 
将来を見据えた大規模なまちづくりの検討に併せて、効率的なエネルギーシス

テムについて検討を行う。 

R3 取組状況 

○橋本駅周辺のまちづくり 

基盤の配置について設計を行う中で、緑の保全や環境負荷の低減について検討

しました。 

○相模原駅周辺のまちづくり 

相模原駅北口地区土地利用方針の策定に向け、まちづくりコンセプト「多様な

交流が新たな価値をうみだす ライフ×イノベーション シティ」を踏まえ、技

術の進展を見据えるとともに、脱炭素型のまちづくりに取り組むことなどを検討

しました。 

 

エ 水素エネルギーの利用促進 

具体的事業 燃料電池自動車（FCV）購入奨励金【再掲】 

事業の概要 
燃料電池自動車を購入した市民・事業者に対して奨励金を交付することにより、

次世代クリーンエネルギー自動車の普及促進を図る。 

R3 取組状況 

下記のとおり、奨励金を交付しました。 

○燃料電池自動車(FCV)  

【交付金額】300,000 円 

【交付台数】5台 
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具体的事業 水素ステーションの整備促進 

事業の概要 
燃料電池自動車の普及促進に向け、市内各区や圏央道インターチェンジ周辺地

区など効果的な立地等への定置式水素ステーションの整備を促進する。 

R3 取組状況 

水素ステーションの開設に係る補助制度について、市ホームページで周知しま

した。 

定置式水素ステーション 1カ所、移動式水素ステーション 2カ所を整備してい

ます。 

 

（２）今後の方向性 

   都市の形成や交通政策における総合的な脱炭素の取組は、都市全体のエネルギーマネジ

メントや、計画的な都市緑化など、スケールメリットを生かした効果的な取組が実施可能な

分野です。都市への再生可能エネルギーの導入、歩行者・自転車にやさしいまちづくりの推

進、次世代クリーンエネルギー自動車(CEV)の普及促進などの取組を進めるとともに、各取

組が相互に関係し、脱炭素化の取組を通じて暮らしやすさにつながるまちづくりを推進し

ていきます。 

 

 

施策４ いきいきとした森林の再生 

水源かん養や生物多様性の保全等公益機能を有するのみならず、二酸化炭素の吸収源となる

森林資源は地球温暖化対策を推進する上で欠かすことのできない要素です。健全な森林の保全・

育成と、木材の利用拡大に取り組んでいます。 

 

（１）令和 3年度の取組状況 

ア 健全な森林の保全と育成 

具体的事業 水源の森林づくり事業の推進 

事業の概要 
水源の森づくりエリア内における私有林の所有者と協力協約を締結し、間伐・

枝打ちなどの適切な森林管理の支援を行う。 

R3 取組状況 

水源地域の森林を保全し、水を安定的に確保するため、自ら森林整備を行う森

林所有者と市が協力協約を締結し、間伐・枝打ち等の整備支援を行いました。 

【協力協約（間伐・枝打）】31.03ha 

【協力協約（作業路整備）】1,006ｍ 

【新規協力協約確保地】8.94ha 

※「水源環境保全税」を活用した事業 

 間伐・枝打：県 8割+市 2割 

 作業路整備：県 9割（個人負担 1割,市負担無） 

 新規協力協約確保：県 10 割（市負担無） 
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具体的事業 私有林・市有林整備事業 

事業の概要 

・私有林の所有者と協力協約を締結し、間伐・枝打ちなどの適切な森林管理の支

援を行う。 

・市有林の間伐・枝打ちなどの適切な森林管理等を行う。 

R3 取組状況 

水源地域の森林を健全で活力ある状態に保持するため、津久井地域での間伐・

枝打ち等を行いました。 

〇私有林整備【再掲】 

【協力協約（間伐・枝打）】31.03ha 

【協力協約（作業路整備）】1,006ｍ 

【新規協力協約確保地】8.94ha 

○市有林整備 

【森林整備（間伐・枝打）】6.99ha 

【作業路整備】1,624m 

【整備区域箇所調査】6.99ha 

 

具体的事業 NPO・森林ボランティアやインストラクターの養成・支援 

事業の概要 
森林についての知識や技術を身につけ、森づくりを継続的に担う人材の育成・

支援を推進する。 

R3 取組状況 

①「（仮称）相模原市市民の森」予定地（石老山）の登山道沿いの市有林を利用

し、企業から寄付をいただき森林整備を行う「企業の森」を計画していました

が、令和元年東日本台風により、登山道が崩落したため、制度構築含め事業を

休止しました。 

②講習会等を実施し、みどりのボランティアの育成・支援を行い、新たな人材育

成及び活動者のスキルアップを行いました。 

 

具体的事業 市民への情報提供 

事業の概要 
相模原市の森林の現状や森林での活動、イベントなどの情報を提供するホーム

ページを開設・運営する。 

R3 取組状況 

広報さがみはら（10 月 1日号）に森林特集（木材の活用状況、補助金制度等）

を掲載しました。また、市内図書館の展示スペースにて森林関係の展示を行いま

した。（11 月、12月、2月/市内森林の状況、公益的機能等） 

 

具体的事業 市民が森林と触れ合う機会の創出 

事業の概要 
市有林や財産区有林などを活用した「市民の森」の整備や森林セラピーロード

の認定など、市民と森林の多様な接点の整備を検討する。 
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R3 取組状況 

「（仮称）相模原市市民の森」予定地（石老山）は、令和元年東日本台風により

被災し、現在復旧工事が行われており、登山道の復旧時期は未定となっています。 

また、登山道上にある、大明神展望台周辺の景観伐採と手摺塗装修繕等を実施

しました。 

【整備費：1,277 千円】 

 

具体的事業 市民団体との連携 

事業の概要 

市ホームページの「さがみはら森林情報館」により、本市の森林の現状や課

題、市内の木材を使った商品、森林保全活動団体の紹介、各種イベントの案内な

ど様々な情報を提供する。 

R3 取組状況 
「さがみはら森林情報館」を活用し、さがみはら津久井産材利用促進事業の周

知及び掲載内容のデータ修正等を実施しました。 

 

具体的事業 水源地域活性化推進協議会事業 

事業の概要 
都市地域（下流域）住民と水源地域（上流域）住民が交流し、水源地域の重要

性に対する理解の促進を図る。 

R3 取組状況 

神奈川県等と連携し水源地域の豊かな自然や郷土文化を生かした体験事業（上

下流域自治体間交流事業）を実施しており、令和 3（2021）年度は 4事業実施予定

でしたが、新型コロナウイルス感染症の影響により 3事業は中止、1事業は実施し

ました。 

【実施事業】川遊びと竹細工教室（伊勢原市） 

【開催時期】7月 

【参加者】18名 

 

具体的事業 木材の利用拡大 

事業の概要 
公共建築物の木造化、住宅や家具等の地場産木材利用など地産地消を促進する

とともに、木材の多様な利用のための調査を行う。 

R3 取組状況 

 木材の利用拡大に向け、団体等への補助を実施しました。 

○さがみはら津久井産材利用拡大協議会【1,500 千円】 

・ホームページの開設 

○人材育成等事業補助金【1,532 千円】 

【申請事業体数】5事業体（延べ人数：18人） 

○さがみはら津久井産材利用促進等事業補助金【3,820 千円】 

 件数 補助額 

公共的建築物 3 件 3,473 千円 

家づくり 1 件 347 千円 
 

https://www.city.sagamihara.kanagawa.jp/kurashi/1026489/kankyo/1026504/shinrin/index.html
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具体的事業 木材の安定供給体制の構築に向けた取組 

事業の概要 木材の搬出促進のため、路網整備の推進や施業集約化の推進を行う。 

R3 取組状況 

〇路網整備の推進【39,367 千円】 

・維持管理及び令和元年東日本台風被害の修繕等 

〇施業集約化の推進【113 千円】 

・森林整備地域活動支援交付金要綱施行 

・交付金の交付：1事業者 

  

（２）今後の方向性 

森林は、二酸化炭素の吸収源としての役割を担っていることから、森林の保全・再生に係

る取組を推進するとともに、さがみはら津久井産材の利用拡大など、森林資源の活用を促進

します。 

   また、林業経営の課題への対応や、大気中の二酸化炭素濃度に影響を与えないという木

材のエネルギー利用のカーボンニュートラルな特性を生かした取組を検討します。 

 

 

施策５ 気候変動適応策の推進 

地球温暖化を起因とする気候変動のもたらす影響が、誰もが直面する危機であるという認識

を共有し、温室効果ガスの排出抑制、自然災害や健康被害などの対策に取り組み、気候変動に強

いまちづくりに取り組んでいます。 

 

（１）令和 3年度の取組状況 

ア 気候変動に強いまちづくり 

具体的事業 高温障害対策のための機械・設備の導入 

事業の概要 気候変動に弱い農作物について、高温障害対策のための対策を促進する。 

R3 取組状況 
高温障害を軽減するための技術や対策について、神奈川県と連携して情報収集

を行いました。 

 

具体的事業 豪雨等による被害対策 

事業の概要 豪雨等の被害対策を行い農業生産基盤の強化を促進する。 

R3 取組状況 

豪雨による被害を未然に防ぐため、農業用の排水路等の改修整備を行い被害リ

スクの低減を図りました。また、豪雨により被害を受けた農地・農業用施設の復

旧事業を行いました。 
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具体的事業 省エネルギー対策（水資源）に関する普及啓発 

事業の概要 
節電・省エネ行動の実践を通じ、省エネルギー型ライフスタイル・ビジネスス

タイルへの転換を促すための情報発信等を行う。【再掲】 

R3 取組状況 
COOL CHOICE 啓発事業の一環として水資源（水供給）に関する対策の啓発を行い

ました。 

 

具体的事業 

浸水（内水）ハザードマップの公表 

洪水ハザードマップの公表 

土砂災害ハザードマップの公表 

事業の概要 
大雨による内水氾濫が発生すると想定される区域や避難所、水害に対する知識

等を記載した浸水（内水）ハザードマップの周知を行う。 

R3 取組状況 

市ホームページにて公開及び窓口等にて配布しました。また、土砂災害警戒区

域等の追加指定に伴い、土砂災害ハザードマップを作成し、市ホームページで公

表するとともに該当する地域に配布を行いました。 

 

具体的事業 ハザードマップの活用 

事業の概要 

・浸水（内水）ハザードマップ及び洪水ハザードマップを活用し、日頃から大雨

による被害対策や避難行動についての理解の促進を図る。 

・土砂災害ハザードマップを活用し、警戒避難体制の整備、実践的な防災訓練等

の促進を図る。 

R3 取組状況 
土砂災害特別警戒区域等の追加指定に伴い、さがみはら防災マップを更新し、

公開しました。 

 

具体的事業 雨水排水施設の整備 

事業の概要 雨水管、雨水浸透ます等の雨水排水施設の整備を進める。 

R3 取組状況 雨水管の整備、改修及び雨水浸透ますの設置促進を実施しました。 

 

具体的事業 河川の改修 

事業の概要 河川の氾濫による浸水被害の軽減及び解消のため、河川改修を進める。 

R3 取組状況 道保川、姥川の改修事業を進めました。 

 

具体的事業 森林の保全 

事業の概要 
・水源の森づくりエリア内における私有林の所有者と協力協約を締結し、間伐・枝

打ちなどの適切な森林管理の支援を行う。【再掲】 
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・私有林の所有者と協力協約を締結し、間伐・枝打ちなどの適切な森林管理の支

援を行う。【再掲】 

・市有林の間伐・枝打ちなどの適切な森林管理等を行う。【再掲】 

R3 取組状況 

森林の持つ公益的機能の向上のため、下記事業を実施しました。【再掲】 

〇さがみはら津久井産材利用拡大協議会 

・啓発チラシ、商品カタログ（更新）及びロゴ作成 

〇人材育成等事業補助金 

・件数：11 社 

・人数：19 人（延べ数） 

〇さがみはら津久井産材利用促進等事業補助金 

・公共的建築物等：1件 

〇路網整備の推進 

・維持管理及び令和元年東日本台風被害の修繕等       

〇施業集約化の推進 

・森林整備地域活動支援交付金要綱施行（交付金の交付：2事業者） 

 

具体的事業 熱中症に関する普及啓発 

事業の概要 

①クールシェア 

②九都県市「夏の暑さ対策」 

③COOL CHOICE 啓発事業【再掲】 

熱中症予防対策 

R3 取組状況 

①クールシェアは新型コロナウイルス感染症の影響により中止しました。 

②九都県市で連携して SNS 等を活用した広報を実施しました。 

③クールビズの普及促進（イベントによる普及啓発、オンラインフォーラム開催、 

ラッピングバスの運行等）を行いました。【再掲】 

○熱中症予防対策 

・広報さがみはら、市ホームページ、市公式 LINE 等を活用して市民に対し、熱中

症予防について周知しました。 

・熱中症警戒アラート発表時において、防災無線や市ホームページ等を活用し、

市民に周知しました。 

・熱中症啓発資料を窓口等に配架し、熱中症予防の周知をしました。 

・大塚製薬株式会社と協力し、熱中症予防の啓発を実施しました。 

 

具体的事業 蚊等の定点調査 

事業の概要 
デング熱等への感染を未然に防ぐため、市内に生息する蚊等、感染症媒介動物

のウイルス保有状況について定点調査を行い、その結果を公表する。 
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R3 取組状況 

6 月から 10 月までの期間、市内 4か所の公園等で蚊の採取を行い、ウイルス保

有状況を調査しました。すべての期間、場所でウイルスを保有している蚊は確認

されませんでした。 

 

具体的事業 感染症に関する普及啓発 

事業の概要 
デング熱等への感染を未然に防ぐため、市民への注意喚起及び予防・対処法の

普及啓発を行う。 

R3 取組状況 
ポスター掲示や市ホームページ等に感染予防に関する情報（症状、予防方法、

対処法等）を掲載し、普及啓発や注意喚起を行いました。 

 

具体的事業 光化学オキシダントに関する対策 

事業の概要 光化学スモッグ注意報発令時の市民への周知及び注意喚起を実施する。 

R3 取組状況 
令和 3（2021）年度は相模原市内において、光化学スモッグ注意報が 3回発令さ

れました。 

 

具体的事業 生態系の保全 

事業の概要 

・緑地保全用地購入事業による緑地の公有地化 

・首都圏近郊緑地保全区域等の維持管理及び市民協働による緑地の保全 

・保存樹林・樹木の所有者への維持管理に係る支援による保全 

・里地里山及び水辺環境の保全 

・河川美化活動の実施 

R3 取組状況 

緑地の公有地化及び管理については下記のとおりです。 

○国庫補助制度を活用した緑地の公有地化（0.86ha）を行いました。 

○特別緑地保全地区・市民緑地等の維持管理を計画どおり実施しました。 

○枯損木を中心に倒木等の恐れのある樹木を伐採し、ナラ枯れ等森林病害虫防除

対策として粘着シート被覆及び伐倒くん蒸処理を実施しました。 

○関係機関と調整し、今後の安全対策を検討しました。 

保存樹木の保全に関しては、保存樹林の 1箇所の指定解除となり保存樹木 6本

の新規指定を行いました。 

 

里地里山及び水辺環境の保全については下記のとおりです。 

○「小松・城北」里山をまもる会及び「NPO 法人篠原の里」の活動支援を行いま

した。 

○広田小学校の里山体験学習（大豆の種まき及び収穫、竹細工作成等）を実施し

ました。 

https://www.city.sagamihara.kanagawa.jp/kosodate/kenko/1026625/kansenyobo/index.html
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○青野原元気村、三ヶ木ホタル保存会、牧野元気創生会、上河原たすきの会及び

阿津川蛍の会へ財政支援を実施しました。 

 

河川美化活動の実施については下記のとおりです。 

○相模川クリーン作戦及び境川クリーンアップ作戦は、新型コロナウイルス感染症

の影響により中止となりましたが、道志川美化活動については実施しました。 

【参加者】14名 

○河川美化活動を実施する個人や団体に対して、相模川を愛する会として、清掃

道具の貸し出しや、回収したゴミの処分等の支援を行いました。 

【支援団体】3団体（延 7名） 

 

具体的事業 分布域等のモニタリング 

事業の概要 生物の生息・生育分布のために市民と協働してモニタリング調査を行う。 

R3 取組状況 令和 3（2021）年の生物モニタリング調査結果の集約、公表を行いました。 

 

具体的事業 緑化の推進【再掲】 

事業の概要 
生垣、屋上・壁面・駐車場緑化に取り組む市民などに対し、（公財）相模原市

まち・みどり公社と連携して、経費の一部を助成する。 

R3 取組状況 
助成等を実施し、生垣総延長は 16.3ｍ、屋上緑化・壁面緑化・駐車場緑化は

170.0 ㎡の増加となりました。 

 

具体的事業 歩道における透水性舗装の整備 

事業の概要 
風水被害の軽減・解消のため、雨水排水施設の整備【再掲】、一時貯留や流出

抑制のための浸透施設の整備などを推進する。 

R3 取組状況 
雨水の流出抑制や地下水のかん養等を図るため都市計画道路等の新設・改良に

おいて、歩道の透水性舗装を積極的に推進しました。 

 

具体的事業 大気、水質等のモニタリング 

事業の概要 
大気汚染物質等の常時測定をするとともに市内の河川及び湖沼における水質の

測定を実施する。 

R3 取組状況 
大気：市内 7箇所の測定局で測定を実施しました。 

水質：市内 23地点で測定を実施しました。 
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具体的事業 適応策に関する普及啓発 

事業の概要 

気候変動による影響や適応策の取組について、地球温暖化対策に関する各種イ

ベント等を通じ普及啓発や情報発信を行う。 

①クールシェア【再掲】 

②九都県市「夏の暑さ対策」【再掲】 

R3 取組状況 
①クールシェアは新型コロナウイルス感染症の影響により中止しました。【再掲】 

②九都県市で連携して SNS 等を活用した広報を実施しました。【再掲】 

 

（２）今後の方向性 

気候変動による自然災害や健康被害から市民等の生命と安全を守るため、適応策につい

ての啓発活動を積極的に行います。 

また、脱炭素社会に寄与する観点を踏まえながら、気候変動の影響による被害が最小化

され、自然災害に対して早期に復旧することが可能となる持続可能な社会の構築に向けて

取り組みます。 
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１ 基本目標の達成の目安となる指標 

 

２ 現状(指標の達成状況等)  

  令和 3（2021）年度のごみ総排出量は 218,857ｔ（家庭系ごみ実績量：127,002ｔ、事業系ご

み実績量：52,528ｔ、資源実績量：39,327ｔ）となりました。令和 2（2020）年度と比較する

と、6,791ｔ減少しています（家庭系ごみ：-5,202ｔ、事業系ごみ：+228ｔ、資源：-1,817ｔ）。 

令和 2（2020）年度と比較して家庭系ごみが減少に転じた一方で、事業系ごみは微増となり

ましたが、これは引き続き新型コロナウイルスの影響を受けているものと推測されます。 

また、ごみ総排出量は令和 5（2023）年度の中間目標値を達成していますが、ごみの更なる

削減のため、引き続き、家庭系ごみや事業系ごみの減量化・資源化に取り組む必要があります。 

令和 3（2021）年度の最終処分量については、18,836ｔとなりました。令和 2（2020）年度

と比較すると、2,111ｔ減少しています。これは、ごみ総排出量が令和 2（2020）年度に比べ

て減少したことに加えて、ごみ処理の過程で生成される溶融スラグの有効活用により、減少し

たものと推測されます。 

指標 

［算定式］ 

基準値 

(年度) 

R2(2020) 

実績 

R3(2021) 

実績 

中間目標 

R5(2023) 

最終目標 

R9(2027) 

ごみ総排出量 

（t/年） 

［市内の１年間の 

ごみ総排出量］ 

227,222t/年 

(H29(2017)) 

225,648t 

/年 

218,857t 

/年 

 

 

220,000t 

/年以下 

216,000t 

/年以下 

最終処分量 

（t/年） 

［一般廃棄物最終

処分場の１年間の

埋立量］ 

21,796t/年 

(H29(2017)) 

20,947t 

/年 

18,836t 

/年 
 21,000t 

/年以下 

20,000t 

/年以下 

基本目標２  

資源循環の推進 ～ともにつくる資源循環都市～ 

［関連する環境分野の個別計画：第３次相模原市一般廃棄物処理基本計画］ 

【目指す姿】 

 

 

 

 

【関連するＳＤＧｓのゴール】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４Ｒ（Refuse(リフューズ、発生抑制)、Reduce（リデュース、排出抑制）、Reuse

（リユース、再使用）、Recycle（リサイクル、再生利用））を推進し、循環型社会

の実現を目指します。 
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なお、最終処分量は、令和 5（2023）年度の中間目標値を達成していますが、最終処分場の

延命化を図るため、引き続き、ごみの減量化・資源化の取組や溶融スラグの有効活用を進める

ことが必要です。併せて、ごみの処理を安定的に継続するために、一般廃棄物処理施設の計画

的な整備の検討が必要です。 

 

３ 施策の取組状況と今後の方向性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策１ ごみの更なる削減 

ごみを減量化・資源化してくためには、「ごみを発生させない」という視点から、市民・事業

者・行政がそれぞれの役割を果たしていく必要があり、今後、循環型社会への移行を加速するた

め、これまでの「4R」を更に推し進めたライフスタイルやビジネススタイルの定着を目指し、各

種事業に取り組んでいます。 

 

（１）令和 3年度の取組状況 

ア『家庭系ごみの減量化・資源化』 

具体的事業 

食品ロス削減のＰＲ活動 

食品ロス削減のための講座の開催  

「水切り」の促進 

事業の概要 

・生ごみ・食品ロスの削減について市内小売店の利用客へのＰＲを検討する。 

・市内飲食店を訪問し、利用客へ食べきりの呼びかけについて検討する。 

・食育に関連したイベント等に出展し、生ごみ・食品ロスの削減についての PRを

検討する。 

・生ごみの 4Rに関する講座（夏休みの小学生を対象としたエコクッキング教室や、

一般市民を対象としたダンボールコンポスト講習会など）の開催を検討する。 

・外部講師を招致した生ごみの 4Rに関する講演会または食品ロス削減に関する講

演会について、オンライン講演会、事前撮影動画の視聴会等の開催を検討する。 

・生ごみの 4Rに関する講習会等を開催する市民や学校からの要望に応じて、生ご

み 4Rアドバイザーを派遣する。 

・生ごみの 4Rに関する活動に取り組む団体等への補助金交付による支援を行う。 

・市内大学等と連携して、食品ロス削減についての PR活動を行う。 

≪施策体系図≫ 

基本目標２ 

『ともにつくる資源循環都市』 

施策１ 

【ごみの更なる削減】 

施策２ 

【ごみの適正な処理】 

家庭系ごみの減量化・資源化 

事業系ごみの減量化・資源化 

ごみ処理体制の整備 

不適正処理防止対策 
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R3 取組状況 

生ごみ・食品ロスの削減に向けた取り組みを進めました。 

○4Rに関する講演会 

 株式会社フードエコロジーセンター 髙橋代表取締役を講師に招き、さがみはら

チャンネル内でオンライン講演会の動画を公開しました。 

〇生ごみ 4R アドバイザー派遣  派遣回数：1回（2人） 

○広報紙による啓発 

 広報さがみはら（10月 15 日号）に食品ロス削減に関する記事及びリメイクレシ

ピを掲載しました。 

〇飲食店キャンペーン（中止） 

歓送迎会や忘年会の時期に飲食店を訪問し、利用客に食品ロスの現状説明や食

べきりの励行を予定していましたが、新型コロナウイルス感染症の影響により

中止しました。 

〇イベントでの啓発（中止） 

各種イベントでのパネル展示やゲームによる啓発を予定していましたが、新型

コロナウイルス感染症の影響により中止しました。 

〇講座開催（中止） 

小学生と保護者を対象とした「夏休みエコクッキング教室」、「ダンボールコ

ンポスト講習会」、「生ごみ 4R 相談会」を予定していましたが、新型コロナウ

イルス感染症の影響により中止しました。 

 

具体的事業 生ごみ処理容器の利用促進 

事業の概要 
・広報紙への掲載等による制度の周知を実施する。 

・申請方法の簡素化のために申請様式等の変更を検討する。 

R3 取組状況 

次のとおり生ごみ処理容器の購入者に助成金を交付しました。 

なお、予算の上限に達したため、7月に申請の受付を停止しました。 

【対象容器】家庭用の 2,000 円を超える生ごみを堆肥化・減量化する容器 

【対象者】市内に居住し、容器を適正に維持管理できる者 

【助成額】1台につき購入金額の 2分の 1以内（100 円未満切捨て） 

    限度額 30,000 円（1世帯につき 1台まで、コンポスト化容器は 2台まで） 

【助成台数】電動処理機 111 台  コンポスト 58 台 

 

具体的事業 市内の循環に向けたフードドライブの推進 

事業の概要 
フードドライブの常設窓口増設の検討、各イベントの開催及び出展時における

フードドライブの実施を継続し、回収した食品を市内フードバンクに提供する。 
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R3 取組状況 

次のとおりフードドライブを実施しました。 

【受付場所】市役所本庁舎（資源循環推進課事務室）、橋本台リサイクルスクエ

ア、麻溝台リサイクルスクエア、津久井クリーンセンター（令和 3(2021)年１月

より実施） 

【受入件数】1,830 件 

【受入重量】約 2,606 ㎏ 

回収した食品はフードバンクへ提供するとともに、子ども・若者未来局が主催

する市内在住・在学の大学生に対する食材支援や、子育て家庭を対象とした食材

支援事業にも提供しました。 

 提供数量 総重量 

フードバンク 8,172 点 約 2,328kg 

学生支援 1,148 点 約 229 ㎏ 

子育て支援 200 点 44 ㎏ 
 

 

具体的事業 他都市との連携による食品ロス削減に向けた取組 

事業の概要 

九都県市首脳会議廃棄物問題検討委員会や全国おいしい食べきり運動ネットワ

ーク協議会、神奈川県ごみ処理広域化推進会議、フードバンクかながわ等を通じ

て、他自治体と連携した取組を展開する。 

R3 取組状況 
 九都県市首脳会議廃棄物問題検討委員会が作成した食品ロス削減に関する啓発

動画を、橋本台・麻溝台リサイクルスクエアにおいて放映しました。 

 

具体的事業 

マイバッグ、マイ箸、マイボトル等の利用促進 

マイバッグ・マイボトル利用時の割引やポイント付与等、事業者への働き

かけの強化 

 レジ袋削減や簡易包装導入など、事業者への働きかけの強化 

事業の概要 

・マイバッグ、マイ箸、マイボトルの利用促進について、「ごみと資源の日程・

出し方」への掲載や、駅頭キャンペーン等啓発を検討する。 

・市が実施するイベントと合わせた新たなマイバッグ、マイ箸、マイボトルの利

用促進方法を検討する。 

・レジ袋のさらなる削減を目的とした取組（呼びかけ等）を行っている店舗を対

象とした「相模原市レジ袋削減協力店」の登録数を増やすとともに、レジ袋削

減を目的とした、市と相模原市レジ袋削減協力店との協働事業の実施に向けた

取組を進める。 

R3 取組状況 

プラスチックごみが環境に与える影響やマイボトル・マイバッグの利用につい

て、市ホームページに掲載し、周知を行いました。 

マイ箸、マイボトルの利用促進について、「ごみと資源の日程・出し方」に掲

載しました。 
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具体的事業 不法投棄されたプラスチック等の環境への影響に関する情報提供 

事業の概要 

プラスチックごみが環境に与える影響について市ホームページ等を通じて周知

する。また、中食が増加している背景にも触れ、ワンウェイプラスチックの分別

徹底について周知啓発を行う。 

R3 取組状況 

プラスチックごみが環境に与える影響やマイボトル・マイバッグの利用につい

て、市ホームページに掲載し、周知を行いました。 

マイ箸、マイボトルの利用促進について、「ごみと資源の日程・出し方」に掲

載しました。 

 

具体的事業 
ウェブによるフリーマーケット等、民間事業者との連携によるリユース促

進策の検討 

事業の概要 他都市事例を調査し、本市における実施の可能性を検討する。 

R3 取組状況 他都市の事例についてホームページ等の調査を行いました。 

 

具体的事業 

ごみ分別アプリ、市ホームページ、動画等の電子媒体を活用した情報発信

の推進 

 不用品の情報交換ができる民間の電子掲示板等との連携の検討 

事業の概要 

・SNS 等を用いた情報発信を継続する。 

・民間事業者等との連携について、他都市事例を調査し、本市における実施の可

能性を検討する。 

R3 取組状況 

ごみ分別アプリ、市ホームページでの情報提供を行うとともに、SNS（Twitter）

で、その日に関連するごみの分別の方法等を「毎日シゲンジャー」として発信しま

した。 

また、LINE 公式アカウントの「自動応答メッセージ機能」を活用し、ごみの分

別方法の案内や情報発信を行いました。 

 

具体的事業 「集団資源回収」のＰＲの強化及び実施団体の支援 

事業の概要 
地域における各種団体の自主的な資源回収を促進し、ごみの減量化と資源の有

効利用を推進するため、実施団体に奨励金を交付して支援する。 

R3 取組状況 

子ども会など地域の団体が自主的に行う資源回収活動に対して奨励金を交付し

ました。 

【実施団体】260 団体 

【回収量】3,087ｔ 

【奨励金額】7円／㎏ 
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具体的事業 使用済小型家電回収ボックスの効果的な設置の検討 

事業の概要 
より多くの使用済小型家電を資源化できるよう回収ボックスの効果的な設置場

所について検討する。 

R3 取組状況 

令和 3（2021）年度は 2箇所の回収ボックスの撤去を行いました。 

【回収ボックス設置場所】23箇所 

緑 区：緑区合同庁舎・橋本台リサイクルスクエア・北清掃工場・北部粗大ごみ受

入施設・津久井クリーンセンター・城山総合事務所・津久井総合事務所・

相模湖総合事務所・藤野総合事務所・ノジマ NEW 城山店・イオン橋本店 

中央区：相模原市役所本庁舎・田名まちづくりセンター・上溝まちづくりセンタ

ー・ノジマ相模原本店 

南 区：南区合同庁舎・麻溝台リサイクルスクエア・南清掃工場・南部粗大ごみ

受入施設・相模台まちづくりセンター・相武台まちづくりセンター・東

林まちづくりセンター・イオン相模原店 

【回収実績】                       （単位：kg） 

 H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 

携帯電話・ 

スマートフォン 
978 985 1,116 1,106 

小型家電 50,200 58,711 67,006 61,819 

コード類 14,619 15,675 12,765 13,236 

パソコン 50,553 56,368 64,440 52,331 

合計   116,350 131,739 145,327 128,492 
 

 

具体的事業 家庭から排出される剪定枝を新たな資源品目とすることの検討 

事業の概要 
家庭から排出されている剪定枝は一般ごみ若しくは粗大ごみとして処分してい

るが、新たな資源品目とできるか費用対効果等の総合的な観点から検討する。 

R3 取組状況 

家庭から排出された剪定枝は、南北清掃工場でバイオマス燃料として活用し、

熱回収後、発電を行い余剰電力を売電しました。 

さらに、「木質バイオマス」として新たな資源品目とするため、先進自治体へ

の視察を行いました。 

 

具体的事業 

新たな資源化に関する調査研究 

 ごみの資源化の拡大に向けたポイント制度や割引制度導入に向けた調査 

研究 

事業の概要 

・家庭系ごみ（資源を除く。）の減量化・資源化を推進するため、国が取り組ん

でいる紙おむつなど新たな資源化について調査研究を行う。 

・他市でのポイント制度や割引制度導入の実績等の調査を行う。 
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R3 取組状況 

国が取り組んでいる紙おむつの資源化の動向について、調査研究を行うととも

に、小売業者等で行っている資源受入れの際のポイント付与等の動きについて調

査を行いました。 

 

具体的事業 

「拡大生産者責任」の考え方に基づく制度拡充に関する国、事業者等への

働きかけ 

 事業者による容器、包装材等の回収・資源化の取組の促進 

事業の概要 
全国都市清掃会議等を通して国や事業者に対し、「拡大生産者責任」の考え方

に基づき、制度の拡充について働きかけを行う。 

R3 取組状況 
全国都市清掃会議を通して、国に対して容器包装以外のプラスチック製廃棄物に

ついて、容器包装と同様に資源化が図られるよう法制度の見直しを要望しました。 

 

具体的事業 
転居の際に排出される家具等のリユースの促進 

橋本台・麻溝台リサイクルスクエアでのリユース家具譲渡の継続 

事業の概要 
転居の際に排出される家具等のリユースについて、他都市や大学での取組を調

査し、本市における仕組みづくりについて検討する。 

R3 取組状況 

橋本台・麻溝台リサイクルスクエアにおいて、粗大ごみとして排出された家具

類を清掃・修理して抽選で市民に譲渡しました。 

 令和 3（2021）年 5月から令和 4（2022）年 3月までは、新型コロナウイルス感

染症の影響により中止しました。 

 橋本台リサイクルスクエア 麻溝台リサイクルスクエア 

来場者数 1,033 人 852 人 

リユース家具の

展示品数 
80 点 60 点 

リユース家具の

応募総数 

730 件 

（平均倍率約 9倍） 

494 件 

（平均倍率約 8倍） 
 

 

具体的事業 リサイクルスクエアにおける情報発信の強化 

事業の概要 ごみの減量化・資源化に関する展示・映像放映を継続し拡充する。 

R3 取組状況 

橋本台・麻溝台リサイクルスクエアにおいて、4R関連の展示コーナーを設ける

とともに、ごみの減量等に関する動画及び九都県市首脳会議廃棄物問題検討委員

会で作成した食品ロス削減に関する啓発動画を放映し、ごみの減量化・資源化の

意識啓発を行いました。 

 

具体的事業 
フリーマーケットやリサイクルフェア等のイベントにおける４ＲのＰＲ

の推進 

事業の概要 市民の 4R意識の醸成を目的としたイベント等の取組について実施を検討する。 
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R3 取組状況 

相模原市リサイクルフェア 2021 は新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中

止しました。また、リサイクルスクエアで予定していたフリーマーケットについ

ても、まん延防止等重点措置の適用期間のため中止しました。 

 

具体的事業 
ごみ排出ルールの周知・啓発 

ごみ・資源集積場所のルールの徹底 

事業の概要 

・新型コロナウイルスに感染の恐れのある家庭系ごみの排出方法を含め、さまざ

まな媒体やイベント等の機会を通じて、ごみの排出ルールの周知・啓発を検討

する。 

・民間イベントへの出店等、幅広い機会を捉えた啓発活動を検討する。 

・ごみ・資源集積場所における早朝啓発について感染症対策を検討し、実施する。  

R3 取組状況 

家庭から排出されるごみ・資源の分別方法や排出方法、収集曜日を詳しく説明

した冊子「ごみと資源の日程・出し方」及び「ごみと資源の日程・出し方外国語

版」（英語、中国語、韓国語、スペイン語、タガログ語、クメール語（※）、タ

イ語（※）、ベトナム語（※））を市内転入者や希望者への配布、市ホームペー

ジへの掲載を行いました。（※市ホームページへの掲載のみ） 

また、分別サイトや分別アプリ、Twitter や LINE アカウントを活用した SNS での

情報発信により、ごみの排出ルールについて広く周知・啓発に努めました。 

なお、各種イベントへの出展等については、新型コロナウイルス感染症の影響

により中止しました。 

 

具体的事業 
不動産業者、大学等との連携によるごみ排出ルールの情報提供 

外国人に対するごみ排出ルールの周知・啓発  

事業の概要 

・不動産業者を通じた「ごみと資源の日程・出し方」の市民への配布、大学にお

けるごみの減量化・資源化に関するキャンペーンを継続する。 

・外国語版啓発冊子の配布を継続する。 

R3 取組状況 

外国人に対するごみ排出ルール周知の一環として、「ごみと資源の日程・出し

方」冊子の外国語版（5か国語）を配布するとともに、8か国語について市ホーム

ページに掲載しました。 

 

具体的事業 

継続的な環境教育の推進 

学校や企業への出前講座の拡大 

若い世代を対象としたワークショップ等の実施 

事業の概要 

・小学校等における出前講座を継続して実施する。 

・自治会、公民館等における相談会を実施する。 

・企業等における出前講座について検討する。 

・ワークショップの開催に向けて検討する。  

https://www.city.sagamihara.kanagawa.jp/kurashi/1026489/recycle/1026493/katei/1008347.html
https://www.city.sagamihara.kanagawa.jp/kurashi/1026489/recycle/1026493/katei/1008347.html
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R3 取組状況 

小学校等における出前講座の実施により、ごみの減量化・資源化についての意識

啓発を図りました。 

 参加者 回数 

小学校等出前講座 5,213 人 65 校 

保育園・幼稚園出前講座 2,372 人 23 園 

その他出前講座 10 人 1 回 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

具体的事業 環境に配慮した消費活動に関する情報の提供 

事業の概要 

レジ袋の使用抑制や賞味期限・消費期限の理解に基づく適切な商品選択などの消

費行動における環境配慮及びごみの減量化・資源化について、啓発イベントの実施

や SNS の活用などを通じた市民への情報提供について検討する。 

R3 取組状況 
市ホームページや SNS（Twitter）において、マイバッグの持参や食品ロスの削

減など、環境に配慮した消費活動に関する情報提供を行いました。 

 

具体的事業 
ごみ処理手数料の適正な在り方の検討 

一般ごみの処理の有料化に関する他自治体の動向の調査研究  

事業の概要 

ごみ処理手数料全体の適正な在り方や他自治体の動向を調査研究するととも

に、一般ごみの排出量が増加する場合などを想定し、引き続き、一般ごみの処理

の有料化について検討する。 

R3 取組状況 

次期改定に向けた準備のため、令和 3（2021）年度処理原価の算出をし、手数料

改定を行う予定の他市と情報交換を行いました。 

一般ごみの処理の有料化を行っている他市の状況の調査研究を行いました。 

 

イ 事業系ごみの減量化・資源化 

具体的事業 
公共施設における食品廃棄物削減の推進 

学校給食で発生する残さの減量化・資源化の推進  

事業の概要 
・各公共施設への食品ロス削減に係るポスターの配布及び食品ロス削減月間に合わ

せて、食品ロスの削減について協力を求める庁内放送を実施するなどの啓発 

分別戦隊シゲンジャー銀河 ©相模原市 レモンちゃん ©相模原市 
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活動を行う。 

・給食の食べ残し量等の実態把握に努め、残さの減量化・資源化の推進に向けた

検討を行う。 

R3 取組状況 

商品棚の手前にある商品等、販売期限の迫った商品を積極的に選ぶ「てまえどり」

の呼びかけを行うため、相模原市職員生活協同組合売店と市役所庁舎に、啓発ポス

ターの掲示を行いました。 また、同売店の生鮮品関係食品棚へ啓発ポップの掲示

を行いました。 

公共施設の食品ロス削減月間に合わせて、食品ロスの削減について協力を求める

庁内放送を実施する等の啓発活動を実施しました。 

 

具体的事業 

会食時における「3010 運動」の実施及び啓発 

小盛りメニューや持ち帰り希望者への対応に関する働きかけ 

生ごみ処理容器の利用促進 

事業の概要 

・飲食店にポスターの配布及び食品ロス削減の啓発を検討する。 

・事業系食品廃棄物の減量化・資源化を促進するため、関係機関と連携し、講習

会等による周知・啓発を検討する。 

R3 取組状況 
中小事業者訪問指導時、飲食店については食品ロスに係るポスターを配布しま

した。 

 

具体的事業 フードバンク等との連携 

事業の概要 
フードバンク実施団体との調整や食品を扱う事業者への状況調査等を行い、実

施へ向けた検討を行う。 

R3 取組状況 業務継続計画の実施に伴い、調査研究に係る業務は、中止しました。 

 

具体的事業 

木くずや剪定枝の資源化の拡大 

剪定枝の受入先拡大の検討 

少量の資源でも排出できる仕組み（回収協力事業所等）の検討 

新たな資源化に関する調査研究  

事業の概要 

・資源化するための木くずの積替え保管施設が市内に 1か所のみのため、新たな

受入先を確保できるよう検討する。 

・事業系ごみへの資源化可能物の混入を防止するため、少量の資源を一般廃棄物

収集と併せて収集する仕組みの検討を行う。 

R3 取組状況 
公共施設および民間施設から発生する剪定枝について、5市町と協議の上、他市

町の民間資源化施設への搬入を行い、資源化を図りました。 
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具体的事業 学校給食で発生する残さの資源化の推進 

事業の概要 
学校給食の調理過程において発生する野菜くずや児童の食べ残しについて、市

内民間資源化施設を活用し、資源の有効活用、資源化の推進を図る。 

R3 取組状況 

飼料化可能な原料の排出が適正にできるよう、徹底した分別を行うことによ

り、小学校（17 校）、学校給食センター（1施設）で給食残さ飼料化事業を実施

しました。 

【事業実施校・施設】 

新磯小学校、大沢小学校、大沼小学校、大野小学校、大野北小学校、小山小学

校、上鶴間小学校、作の口小学校、桜台小学校、清新小学校、相武台小学校、中

央小学校、鶴園小学校、橋本小学校、富士見小学校、淵野辺小学校、谷口台小学

校、上溝学校給食センター 

 

具体的事業 

事業系ごみの搬入物検査の強化 

事業系ごみのマニフェスト制度の導入 

減量化等計画書に基づく多量排出事業者への指導の強化  

事業の概要 

・資源化可能物や産業廃棄物等の清掃工場への搬入を防止するため、専任の検査

員を配置し、搬入物検査機を使用した展開検査及びピット搬入の目視検査を実

施しているが、さらに検査を強化する。 

・事業系一般廃棄物の適正排出を推進するため、種類と量を把握できるマニフェ

スト導入の検討を行う。 

・多量排出事業者のうち資源化率の低い事業者や排出量が多い事業者に、減量

化・資源化・分別に関する指導を行う。 

R3 取組状況 

搬入物検査の強化について、他自治体等の事例を研究するなど、強化に向けた

課題の抽出を行いました。 

多量排出事業者（建築物のうち事業の用に供する部分の延べ床面積が 1,000 平

方メートル以上であるものを所有し、若しくは占有するもの、又は年間 36トン以

上の事業系一般廃棄物を本市のごみ処理施設へ搬入するもの）に対し、「減量化

等計画書」の提出を依頼しました。 

【対象事業者】1,216 者 

【提出事業者】1,173 者 

【回答率】96.5％ 

 

具体的事業 
排出ルール徹底のための少量排出事業者に対する訪問指導の強化 

ごみ・資源集積場所への事業系ごみの排出抑止 

事業の概要 
中小事業者に対し、地区別に戸別訪問を実施し、適正排出指導等を行うことに

より、更なる適正排出等の促進を図る。 
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R3 取組状況 

中小事業者に対し、適正排出指導等を実施し、適正排出の促進を図りました。 

【中小事業者地区別訪問】3,989 者 

（高根、鹿沼台、上溝、矢部、東林間、津久井地区、相模湖地区、藤野地区） 

【苦情通報等対応】229 者 

※上記のうち、飲食店は 539 者 

 

具体的事業 共同排出事業の支援 

事業の概要 
共同排出事業の更なる促進を図るため、許可業者や商店街からの聞き取り等を

行い、周知・啓発方法の調査研究を行う。 

R3 取組状況 
対象地域の事業者などへ、事業内容の案内等を実施しました。 

（業務継続計画の実施に伴い、積極的な活動については、中止しています。） 

 

具体的事業 
ごみ分別アプリ、市ホームページ、動画等の電子媒体による効果的な情報

発信の推進 

事業の概要 既存の SNS 等を用いた情報発信の実施の検討を行う。 

R3 取組状況 
ごみ分別アプリ、市ホームページを用いた 4R に関する情報発信の実施について

検討を行いました。 

 

具体的事業 

事業者の優良な取組の表彰 

「エコショップ等認定制度」の見直し・充実 

環境に負荷のかからない商品等の開発に関する情報発信 

事業の概要 

・ごみの減量化・資源化に取り組む事業者等を認定するエコショップ等認定制度

を周知するとともに、認定事業者の減量化等に関する優良な取組事例を市ホー

ムページ等で周知する。 

・認定事業者への支援策について、エコショップ等の認定と、殿堂入りした事業

者の表彰について検討を行う。 

R3 取組状況 

令和 3（2021）年度末で認定が満了となるエコオフィスの認定事業者（1者）に

ついて、事業者へ確認の結果、認定の更新は行わないこととなりました。また、

新規認定はありませんでした。 

【認定状況】                  （単位：者） 

 各年度新規認定者 R3 年度末認定数 

R1 R2 R3 殿堂入り 認定合計 

エコショップ 0 0 0 29 29 

エコオフィス 1 1 0 41 54 

エコ商店街 0 0 0 0 0 

合  計 1 1 0 70 83 
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具体的事業 ごみ処理手数料の在り方や他自治体の動向の調査研究 

事業の概要 ごみ処理手数料全体の適正な在り方や他自治体の動向を調査研究する。 

R3 取組状況 
 次期改定に向けた準備のため、令和 3（2021）年度処理原価の算出をし、手数料

改定を行う予定の他市と情報交換を行いました。 

 

（２）今後の方向性 

家庭系ごみについては、引き続き、新型コロナウイルス感染症の影響を考慮しながら、

啓発事業を展開することで、家庭系ごみの減量化を図ります。 

食品ロス排出量については、引き続き、食材有効活用につながる「リメイクレシピ」や

「食材使い切りレシピ」の充実を図る等、食品ロス削減のための啓発事業に取り組むとと

もに、フードドライブを推進するなど、食品ロスの削減に取り組みます。 

事業系ごみについては、令和 3（2021）年度実績値が、令和 9（2027）年度計画目標値を

下回っていますが、これは令和 2（2020）年度に引き続き、新型コロナウイルス感染症の

影響による特異値と考えられます。令和 4（2022）年度の事業系ごみ排出量は、増えるこ

とも予想されることから、引き続き、事業系ごみの削減に取り組みます。 

 

 

施策２ ごみの適正な処理 

安全で、安心して暮らすことのできる生活環境を維持するためには、ごみの排出から収集・運

搬・処分に至るあらゆる段階において適切な対応が必要であることから、廃棄物の種類や排出

方法に応じて適正に処理するとともに、環境負荷の低減に向け、各種事業に取り組んでいます。 

 

（１）令和 3年度の取組状況 

ア ごみ処理体制の整備 

 

 

具体的事業 
最終処分場第 2期整備地かさ上げ工事の推進 

最終処分場の計画的な整備  

事業の概要 

現在供用中の一般廃棄物最終処分場第 2期整備地について、当初計画のとおり

埋立容量を確保するため、貯留構造物を整備するとともに、次期一般廃棄物最終

処分場の整備に向けた取組を進める。  

R3 取組状況 

一般廃棄物最終処分場第 2期整備地かさ上げに向けて、周辺環境への影響を調

査しました。また、周辺における猛禽類の生息状況を調査しました。 

次期一般廃棄物最終処分場の整備に向け、基本構想を策定しました。また、候

補地の選定について審議会に諮り、令和 4（2022）年 3月に 4箇所の候補地（緑区

根小屋、南区麻溝台（各 2箇所））を選定する旨の答申を受けました。 
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具体的事業 清掃工場の計画的な整備等 

事業の概要 南清掃工場の長寿命化及び北清掃工場の建替整備に向けた取組を進める。 

R3 取組状況 

北清掃工場について、施設全体の老朽化が見込まれるため、建替え整備の検討

を行いました。 

南清掃工場について、長寿命化を図るため、基幹的設備等の改良工事に向けた

検討を進めました。 

 

具体的事業 清掃工場のごみ焼却により発生する熱エネルギーの有効活用 

事業の概要 
効率よく発電を行い、場内や清掃関連施設に電気の供給と他施設に蒸気を供給

するとともに、余剰電力を売電するなど、エネルギーの有効活用を推進する。 

R3 取組状況 

各清掃工場の発電量等は次のとおりとなりました。 

 南清掃工場 北清掃工場 

発電量（kWh） 57,534,280 18,848,991 

売電量（kWh） 27,865,104 8,597,716 

売電金額（円） 376,142,251 74,792,938 

蒸気供給量（t） 14,802 4,682 

蒸気供給先 市民健康文化センター 

サカタのタネグリーン

ハウス（温室） 

LCA 国際小学校北の丘

センター 

 

 

具体的事業 ごみ処理の過程で生成される溶融スラグの有効活用 

事業の概要 
道路用資材等への利用を推進することで、最終処分場の埋立量を減らし、延命

化を図る。 

R3 取組状況 

JIS 認証の維持を図りました。 

市公共工事において、アスファルト骨材として利用しました。 

最終処分場の遮水シート保護土及び覆土の一部代替として有効利用を図りまし 

た。 

【スラグ有効利用量】約 4,200ｔ 

 

具体的事業 ごみ出しが困難な方への対応の検討 

事業の概要 
既存事業や介護保険制度等を利用することができない方の実態把握やニーズを

調査する。 

R3 取組状況  他市が行っている施策について調査研究を行いました。 
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具体的事業 「罹災ごみ」や「遺品整理ごみ」の収集運搬に係る取扱いの検討 

事業の概要 
令和 2（2020）年 10 月に開始した家庭系臨時ごみ制度について、実態把握を行

い、必要に応じて改善する。 

R3 取組状況 

「家庭系臨時ごみ」の収集運搬許可制度を令和 2（2020）年 10月から実施し、

制度運用における課題等の整理・解決を図りました。 

【許可業者数】40者（令和 4（2022）年 3月末時点） 

 

具体的事業 効率的な収集運搬体制の検討 

事業の概要 
令和元（2019）年 10 月に委託エリアが拡大したことの効果の検証や、令和元年

東日本台風の際の対応の検証を行う。 

R3 取組状況 

災害時応援協定を結んでいる県央地区廃棄物処理業協議会、相模原環境事業協

同組合を含めて地震を想定した防災訓練を実施し、収集運搬協力体制の確認を行

いました。 

 

具体的事業 
「拡大生産者責任」の考え方に基づく制度拡充に関する国、事業者等への

働きかけ【再掲】 

事業の概要 
全国都市清掃会議等の協議会等を通して国や事業者に対して「拡大生産者責

任」の考え方に基づき、制度の拡充について働きかけを行う。 

R3 取組状況 
全国都市清掃会議を通して、国に対して容器包装以外のプラスチック製廃棄物に

ついて、容器包装と同様に資源化が図られるよう法制度の見直しを要望しました。 

 

イ 不適正処理防止対策 

具体的事業 不法投棄防止パートナーシップ協定制度を活用した取組の促進 

事業の概要 

パートナーシップ協定を締結した市民団体と協働し、散乱ごみの収集・市が設

置する不法投棄監視カメラ並びに不法投棄防止フェンス周辺の草刈り及び花植

え・不法投棄パトロール・その他不法投棄防止に有効な活動による不法投棄対策

事業を実施する。 

R3 取組状況 

パートナーシップ協定を締結した 14 市民団体と協働による不法投棄対策事業を

実施しました。 

○主な市民団体の活動内容 

・散乱ごみの収集 

・市が設置する不法投棄監視カメラ並びに不法投棄防止フェンス周辺の草刈り及  

び花植え 

・不法投棄防止パトロール 

・その他不法投棄防止に有効な活動 
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具体的事業 津久井地域不法投棄防止協議会による不法投棄防止活動の促進 

事業の概要 

ごみの不法投棄を未然に防止し、良好な地域環境を保全するため、不法投棄多

発箇所への監視カメラの設置、看板やバリケードを提供するとともに、地域事業

に参加して事業展開する不法投棄撲滅キャンペーンなどの普及啓発事業及び、不

法投棄物緊急撤去事業等を実施する。 

R3 取組状況 

市民からの申請に基づき看板やバリケートを提供しました。 

地域事業に参加して不法投棄撲滅キャンペーン等を実施する予定でしたが、新

型コロナウイルス感染症の拡大予防の観点より実施を見送りました。 

不法投棄物緊急撤去事業については新型コロナウイルス感染症の拡大予防の観

点から役員会が実施できず、場所を選定できなかったため中止となりました。 

 

具体的事業 
不法投棄防止パトロールの継続 

監視カメラの設置等による不法投棄防止活動の継続  

事業の概要 

不法投棄多発区域などへの監視カメラによる監視強化や、不法投棄防止啓発看

板や不法投棄防止バリケードの活用、また、不法投棄撲滅キャンペーン等の普及

啓発活動により不法投棄の防止を図る。 

R3 取組状況 

 

【監視カメラ設置状況】 

 H29 H30 R1 R2 R3 

設置数      60 台      60 台      61 台      61 台 61 台 

(うち新設) （0 台） （0台） （1台） （0台） （0台） 

 

【巡回監視実施状況】 

 H29 H30 R1 R2 R3 

パトロール中の 

不法投棄物の発見    
119 箇所      68 箇所      58 箇所      41 箇所 16 箇所 

市民からの通報箇所

の調査 
79 箇所 87 箇所 66 箇所 68 箇所 65 箇所 

合 計 198 箇所 155 箇所 124 箇所 109 箇所 81 箇所 

 

【不法投棄回収量】 

 H29 H30 R1 R2 R3 

資源循環部所管分     114ｔ          94ｔ           89ｔ          87ｔ 59ｔ 

 直営収集 82ｔ 68ｔ 69ｔ 65ｔ 42ｔ 

 委託収集 32ｔ      26ｔ      20ｔ     22ｔ 17ｔ 

他部所管分 50ｔ      54ｔ      68ｔ     45ｔ 54ｔ 

合 計 164ｔ     148ｔ     157ｔ    132ｔ 113ｔ 
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具体的事業 

パトロールの実施 

近隣自治体や警察署との連携 

ＧＰＳを活用した持ち去り古紙の追跡調査の実施 

事業の概要 

・市民通報を受けたごみ・資源集積場所へのパトロールと持ち去り行為者への指

導を実施し、悪質な持ち去り行為者には、禁止命令書の交付、告発を行う。 

・所轄警察署と連携し、持ち去り行為者の情報共有等を行う。また、近隣自治体

とも年 2回の情報交換会議を行う。 

・関東製紙原料直納商工組合と協力して GPS 機器を活用した持ち去り古紙の追跡

調査を行う。 

R3 取組状況 

市民からの持ち去り行為の通報は年間 36 件あり、市では環境事業所の職員や警

察官 OB によるパトロールを実施しました。この結果、悪質な持ち去り行為者に対

し、口頭注意 4件を行いました。 

（近隣の自治体 8市による資源持ち去り情報交換会議については、新型コロナウ

イルス感染症拡大防止のため中止しました。） 

 

具体的事業 
違法な不用品回収業者の指導 

違法な不用品回収業者に関する市民への情報提供 

事業の概要 

・広報さがみはらに記事を掲載し、不用品回収業者を利用しないよう注意喚起を

行う。 

・不用品回収業者の把握等を行う。  

R3 取組状況 

広報さがみはら（2月 15日号）に、不用品回収業者を利用しないよう啓発する

記事を掲載し、注意喚起を行いました。 

 また、市民の方からの苦情通報や情報提供に基づき、パトロールを実施し、不

用品回収業者と接触した場合には、必要な指導を行いました。 

【不用品回収業者に関する苦情等対応状況】      （単位：件） 

 H29 H30 R1 R2 R3 

不用品回収業者に関する通報 4 7 3 1 6 
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（２）今後の方向性 

ごみを適正に処理していくためには、清掃工場や最終処分場などの整備・改修を計画的に

進めていく必要があります。施設の耐用年数やごみの排出状況などを踏まえた長寿命化計

画の策定など、計画的な整備を進めます。 

不適正処理防止対策については、パートナーシップ協定を締結した 14 市民団体と協働し

た不法投棄対策事業の実施や、不法投棄多発区域などへの監視カメラの設置による監視強

化、不法投棄防止パトロールを行うことにより不法投棄の防止を図ります。 

また、令和 4（2022）年 4 月 1 日にプラスチック資源循環法が施行されたことを受けて、

相模原市廃棄物減量等推進審議会や関係事業者等の意見を踏まえながら、プラスチック資

源の循環に係る必要経費やリサイクルルート、市民への周知・啓発など、市としての対応策

について検討していきます。 
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１ 基本目標の達成の目安となる指標 

指標 

［算定式］ 

基準値 

(年度) 

R2(2020) 

実績 

R3(2021) 

実績 

中間目標 

R5(2023) 

最終目標 

R9(2027) 

生物多様性の認知度

（％） 

［市民アンケート］ 

67.4% 

(R1(2019)) 

65.8% 

 

72.1% 

 

 

 

71.0% 

 

75.0% 

 

緑地面積（ha） 

［施設緑地及び地域制緑地

等の合計面積］ 

22,113ha 

(H30(2018)) 

22,097ha 

 

22,113ha 

 

 

 

22,113ha 

 

22,113ha 

 

私有林の整備面積

（ha） 

［協力協約により確保した整

備対象地の延べ整備面積］ 

1,127ha 

(H30(2018)) 

1,187ha 

 

1,218ha 

 

 

 

1,262ha 

 

1,370ha 

 

 

２ 現状(指標の達成状況等) 

「生物多様性の認知度」については、令和 2（2020）年度から 6.3 ポイント増加し、72.1％

となりました。これは、生物多様性普及啓発動画の作成、生物多様性ポータルサイトによる普

及啓発や広報さがみはら特集記事への生物多様性記事の掲載等を行ったことが要因であると

考えられます。引き続き、生物多様性の保全と持続可能な利用を図るため、その意義を啓発す

る必要があります。 

「緑地面積」については、生産緑地地区や保存樹林等が減少したものの、相模原スポーツ・

レクリエーションパークの整備等により、基準値を維持しました。また、「私有林の整備面積」

基本目標３  

水とみどり・生物多様性の保全・活用 
～水源を育み 恵豊かな自然を次世代へ～ 
［関連する環境分野の個別計画：第２次相模原市水とみどりの基本計画・生物多様性戦略］ 

【目指す姿】 

 

 

 

 

【関連するＳＤＧｓのゴール】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

潤いある水辺環境と、都市部・中山間地域に広がる豊かなみどり、これらの自然

の上に成り立っている生物の暮らしを次世代に継承するため、自然と人が共生する

まちの実現を目指します。 
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については、新たな協力協約を締結するなど林業事業者等との連携により、令和 2（2020）年

度に比べ 31ha 増加しました。今後も、緑地の保全・再生とともに、利活用の推進及び農林業

の振興など、豊かな自然を次世代へ継承するための取組の更なる推進が必要です。 

 

３ 施策の取組状況と今後の方向性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策１ 生物多様性の保全と活用 ～生きもののつながりを知り、守ります～ 

 市内の生物多様性を健全な状態で維持するため、特定外来生物の防除など、野生生物の保護

と適正管理に取り組んでいます。 

 

（１）令和 3年度の取組状況 

  ア 生物の保護と適正管理 

具体的事業 多様な媒体を活用した生物多様性の情報の発信 

事業の概要 

・生物多様性ポータルサイトを活用した情報発信を行い、市民の生物多様性に関

する興味・関心を高める。 

・広報さがみはらなどによる生物多様性に関する情報の発信 

R3 取組状況 

○生物多様性ポータルサイトを活用した情報発信を下記のとおり実施しました。 

・イベント案内&活動紹介のページに、環境団体が主催するイベントの情報を掲載

しました。 

≪施策体系図≫ 

基本目標３ 

『水源を育み 恵み豊かな 

       自然を次世代へ』 

施策１ 

【生物多様性の保全と活用】 

里地里山の保全と活用 

持続的な農林業の振興 

公園の整備と適正管理 

親緑空間の充実 

緑地の保全 

緑化の推進 

生物の保護と適正管理 

施策２ 

【みどりの保全と活用】 

水循環機能の向上 

水辺環境の保全と再生 

親水空間の充実 

施策３ 

【水辺環境の充実】 

https://www.city.sagamihara.kanagawa.jp/kurashi/1026489/kankyo/1026504/seibutsu/index.html
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・生物多様性クイズを更新しました。 

（初級（8月）、中級（11 月）、入門（2月）※R3 新設、上級（3月）） 

・生物多様性ネットワークニュースや市民協働によるモニタリング調査の結果な

どを掲載しました。 

【令和 3（2021）年度の生物多様性ポータルサイトの閲覧数】43,478 件 

〇広報さがみはらなどによる生物多様性に関する情報発信 

・広報さがみはら 2月号「生物多様性を知ろう！」掲載 

・夏休み期間に合わせ市立図書館において、生物多様性に関する展示を行うとと

もに、期限票の裏面を活用し情報発信を行いました。 

 

具体的事業 イベント開催などによる生物多様性の情報発信 

事業の概要 

さがみはら生物多様性ネットワークと連携し、生物多様性シンポジウムの開催

や、生物多様性ネットワークニュース（会報紙）の発行を通じて、生物多様性に

触れる機会を創出するとともに、生物多様性に関する情報発信を行う。 

R3 取組状況 

・生物多様性シンポジウムについて、新型コロナウイルス感染症の影響により中

止しましたが、代替事業として、生物多様性普及啓発動画「外来種ってワルモ

ノなの！？～相模原の生物多様性と外来種問題～」を作成しました。 

・生物多様性ネットワークニュース（会報紙）を発行しました。 

第 15 号（12 月） 

第 16 号（3月） 

・「さがまち学生 Club」と生物多様性の普及啓発に関する取組について検討を行

いました。 

 

具体的事業 生物多様性に配慮した事業活動の推進 

事業の概要 生物多様性に関わる情報交換や交流機会の創出及び新たな取組を促進する。 

R3 取組状況 

・相模川を愛する会及び中道志川トラスト協会において、交流事業を検討しまし

たが、新型コロナウイルス感染症の影響により中止しました。 

・さがみはら生物多様性ネットワークにおいて、生物多様性普及啓発動画の作

成、配信を行いました。 

・さがみはら生物多様性ネットワークとさがみはら地球温暖化対策協議会におい

て、相互の会員に会報紙を配布しました。 

 

具体的事業 
生物の生息・生育分布の把握のための市民協働でのモニタリング調査の

実施及び支援並びに生物相調査の実施 

事業の概要 市民協働におけるモニタリング調査を実施し、調査結果の公表を行う。 

R3 取組状況 令和 3（2021）年の生物モニタリング調査結果の集約、公表を行いました。 
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 【モニタリング調査団体数】7団体 

【モニタリング調査対象種数】57種 

 

具体的事業 自然環境観察員制度を活用した生息・生育分布の継続調査 

事業の概要 

・有志の市民によって自然環境を調査し、大切な自然を監視・保全するための基

礎資料を集積していくことを目的としたボランティア制度である自然環境観察

員制度を活用する。 

・全体調査と各部会による植物、野鳥、河川生物相、湧水環境の調査を実施する。 

R3 取組状況 

 平成 13（2001）年度から実施している自然環境観察員制度による効果として、

市域の自然環境についての貴重なデータの蓄積がされています。 

令和 3(2021)年の取組状況は次のとおりとなりました。 

【全体テーマ調査】「タンポポの分布調査」 

【植物調査】10 回実施（講師のみで実施の 2回分含まず） 

【野鳥調査】4回実施 

【河川生物相調査】中止 

【湧水調査】2回実施 

 

具体的事業 野生生物保護施設の設置検討 

事業の概要 
市内で発見された、けがや病気の野生動物を保護するための施設の建設を検討

する。 

R3 取組状況 野生生物の緊急一時受入のための保護施設について、検討しました。 

 

具体的事業 サルやイノシシなどによる農作物被害に係る有害鳥獣対策事業の推進 

事業の概要 

・相模原市有害鳥獣駆除対策事業補助金交付要綱に基づき、農作物の鳥獣害防護

対策の効果的な実施を図るため、市有害鳥獣対策協議会、及び緑区鳥獣等被害

対策協議会等への事業費補助を行う。 

・相模原市農作物鳥獣害防護対策事業補助金交付要綱に基づき、農業者が農作物の

防護を目的に行う防護柵等の設置に要する費用に対し、補助金の交付を行う。 

R3 取組状況 

 市有害鳥獣対策協議会及び緑区鳥獣等被害対策協議会への補助金交付を実施し

ました。また、簡易柵設置補助を実施しました。 

【簡易柵設置件数】33箇所 

 

具体的事業 鳥屋猟区の適切な運営 

事業の概要 

「鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律」に基づき、都道府県

知事の認可を受けて設定する狩猟を行う区域。猟区では、鳥獣の生息環境の整備

等により狩猟鳥獣を保護する一方、入猟日や入猟者数等一定の制限を行い、鳥獣 
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 の保護と狩猟の調整を図りながら、管理された秩序ある安全な狩猟を行う。 

R3 取組状況 

入猟者の利便と安全確保のために登山道等の草刈作業、路面整備を実施しまし

た。 

案内標識及び注意標識等の補修・設置を行いました。 

巡視員、案内人による管理指導を行いました。 

【開猟期間】11 月 15 日～2月 28 日 

【開猟日数】32 日間 

 

具体的事業 ハクビシンによる生活被害対策 

事業の概要 
生活環境への被害を発生させているハクビシンを「相模原市ハクビシンによる

生活被害対策実施要綱」に基づき駆除を行う。 

R3 取組状況 

令和 3(2021)年度捕獲頭数 24 頭 

（市以外の捕獲許可者による捕獲頭数を含む） 

下記のとおり、ハクビシンの檻の設置を行いました。 

【檻の設置依頼件数】37件 

【檻の設置件数】37 件 

 

具体的事業 アライグマの生息分布域の縮小や個体数減少の推進 

事業の概要 
「神奈川県アライグマ防除実施計画」に基づきアライグマの生息分布域の縮

小・個体数の減少を行う。 

R3 取組状況 

令和 3(2021)年度捕獲頭数 184 頭 

（市以外の捕獲従事者による捕獲頭数を含む） 

下記のとおり、アライグマの檻の設置を行いました。 

【檻の設置依頼件数】81件 

【檻の設置件数】81 件 

 

具体的事業 特定外来生物の分布状況の把握及び防除 

事業の概要 

・市民から通報があった際の個体の同定、注意喚起を行う。 

・市民から通報による特定外来生物の生息情報の蓄積を行う。 

・特定外来生物業務対応マニュアルの作成を行う。 

R3 取組状況 

市有地のオオキンケイギクについて、生息状況を把握し、適切に駆除を行いま

した。 

市民からの要望に応じて、博物館等の協力を得ながら、ゴケグモ等の特定外来

生物の同定を行い、発見された地域での注意喚起を行いました。 

広報さがみはら、地域情報紙等を活用し、特定外来生物に関する普及啓発を行

いました。 

特定外来生物業務対応マニュアルの策定作業を進めました。 
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具体的事業 
野生生物、希少動植物の保護管理の仕組みづくり及び生物多様性の保全に

おける重要地域の設定の検討 

事業の概要 

市域に存在する森林、公園、都市緑地、農地、街路樹、河川などの民有地や公

共施設をみどりでつなぎ、連続した自然環境の創出（水とみどりのネットワーク

の形成）を目指し、野生生物・希少動植物の保護管理の仕組みづくり及び生物多

様性の保全における重要地域の設定の検討を行う。 

R3 取組状況 
他自治体における生物多様性の保全における重要地域の指定要件について、情

報収集を行いました。 

 

（２）今後の方向性 

生物多様性の保全のため、引き続き、特定外来生物の防除など、野生生物の保護と適正管

理に取り組みます。また、生物多様性の認知度向上のために、作成した普及啓発動画の啓発

等既存の取組を推進するとともに、新たな取組を検討していきます。 

 

 

施策２ みどりの保全と活用 ～みどりを育み、多様な機能を活かします～ 

 公共施設や民有地での緑化、都市部の公園整備の推進及び森林等の保全により、緑地の維持

を図るとともに、さがみはら津久井産材の利用拡大など持続的な農林業の振興に取り組んでい

ます。また、景観、地域文化及び生物多様性の保全・再生につながる里地里山の保全と活用に

取り組んでいます。 

 

（１）令和 3年度の取組状況 

ア 緑地の保全 

具体的事業 多様な主体との森林づくり体制の強化（企業の森の整備） 

事業の概要 

・水源地域の住民と都市地域の住民との協働による水源林づくりや交流・体験事

業等、市民や企業等多様な主体との協働による森林づくりを推進する。 

・「（仮称）相模原市市民の森」の市有林を「企業の森」として活用し、企業か

らの寄付をその運営の財源とすることについて検討する。 

R3 取組状況 

他市町村の企業の森等の取組状況について、情報収集を行いました。 

※「(仮称)相模原市市民の森」予定地の石老山登山道に隣接する市有林を利用

し、「企業の森(企業の CSR 活動等)」を計画していましたが、令和元年東日本 

台風により、登山道が崩落し、災害復旧工事が進められている状況となってい

ます。 
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具体的事業 
森林づくりの場や自然環境保全活動の場としての活用（相模原市市民の森

整備） 

事業の概要 

市有林や財産区有林等公有林を活用し、市民をはじめとした多くの人に津久井

地域の豊かな自然に触れる機会を提供するとともに、水源地域の森林を守り育て

る体験を通じて、自然環境に対する意識の醸成や林業の普及啓発を図ることを目

的に「市民の森」を整備する。 

R3 取組状況 

令和元年東日本台風による登山道等の崩落復旧が未了のため、登山ができない

状況が継続していることから、令和 2（2020）年度に整備を実施した新登山道の除

草と、「大明神展望台」周辺の景観伐採、手すり塗装及びベンチ修繕を実施しま

した。 

 

具体的事業 国庫補助制度等を活用した緑地の公有地の拡大 

事業の概要 

・木もれびの森や河川沿いの斜面林などのまとまりのある緑地をはじめ、特別緑

地保全地区等について、国庫補助等及び緑地保全基金を活用して公有地化を図

り、将来にわたって保全する。 

・特別緑地保全地区や都市緑地などの指定の拡大を行い、将来にわたって保全を

図る。 

R3 取組状況 
国庫補助制度を活用した緑地の公有地化を実施しました。（0.86ha） 

都市緑地（横山丘陵緑地）告示面積の変更（拡大）を行いました。（0.8ha） 

 

具体的事業 法令等を活用した緑地の保全 

事業の概要 

・自然公園、自然環境保全地域及び保安林（いずれも神奈川県所管）の保全を促

進する。また、市民緑地認定制度及び緑地保全・緑化推進法人（みどり法人）

制度を活用した緑地の保全を推進する。 

・農地、社寺林、屋敷林などの民有地の保全手法を検討する。 

R3 取組状況 

市内の大手企業等との情報交換会で市民緑地認定制度に関する案内チラシの配

布を行いました。また、新たな認定に向け、他自治体における市民緑地認定制度

等の情報収集を行いました。 

なお、神奈川県において自然公園、自然環境保全地域及び保安林の保全が図ら

れています。 

 

具体的事業 緑地の計画的な保全 

事業の概要 

・特別緑地保全地区における使用貸借契約の締結や、市民緑地契約の継続等によ

り、まとまった緑地を保全する。また、市が管理する緑地において、老木化に

伴い樹木が自然に倒れる現象が多発しているため、緑地と接する道路や住宅沿

いの人的・物的損害が及ぶ恐れがある場所を中心に定期的な点検を行い、倒木

の恐れのある危険木を伐採することで、未然に事故防止を図るとともに、あわ 
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せて今後の緑地管理のあり方を検討する。 

・相模横山・相模川近郊緑地特別保全地区における土砂崩落など、今後の斜面緑

地における安全対策を講ずる。 

R3 取組状況 

特別緑地保全地区・市民緑地等の維持管理を計画どおり実施しました。 

枯損木を中心に倒木等の恐れのある樹木を伐採しました。また、ナラ枯れ等森

林病害虫防除対策として粘着シート被覆及び伐倒くん蒸処理を実施しました。 

 今後の斜面緑地における安全対策について、関係機関と調整し、今後の安全対

策を検討しました。 

 

具体的事業 木もれびの森保全・活用計画の推進 

事業の概要 

・適正な森の植生を回復し、多様な動植物の保全や生活空間との共生及び雑木林の

景観保全を図るため、あるべき森の将来像として目標植生を設定し、下刈り、間

伐、草地としての緩衝区域の設置等による適正な樹林管理を図るとともに、植樹

による樹林の再生を行う。 

・森の適正利用と有効活用を図るため、林床の裸地化の主因となる森内の無秩序

な利用を制限し、広場や散策路などの利用区域の設定や、緑地の保全管理上や

景観上好ましくない緩衝区域内における花壇、畑、駐車場等の目的とは異なる

利用の排除を推進する。 

・管理運営体制の整備として、行政、ボランティア団体や地域自治会等、日頃の

活動を通じ関係者間の相互理解を図るため、活動情報の共有化と連携強化を図

る場を設置するとともに、モニタリング調査による森内環境を検証し、必要に

応じて検証結果を保全活動に反映し、適切な樹林管理の推進を図る。 

R3 取組状況 

緩衝区域内の除草をはじめ、枯損木を中心に倒木の恐れのある樹木の伐採を実

施しました。下草刈りなどの日頃の保全活動に携わる団体の活動や会合に参加

し、きめ細やかな意見交換を実施しました。 

 

具体的事業 緑地保全制度の活用推進 

事業の概要 

・各緑地保全制度を活用し、都市に残された貴重な緑地を将来に渡って保全する。 

・緑地の保全により良好な都市環境の形成を図るため、地域住民や開発行為をし

ようとする事業者等に緑地協定や地区計画、建築協定などの手法による緑化の

推進を行う。 

R3 取組状況 

市民緑地やふれあいの森については、除草や枯損木伐採などの維持管理を実施

し樹林環境の保全に努めました。 

保存樹林 1箇所の指定解除となり、保存樹木 6本の新規指定を行いました。 

緑地協定等の新規締結及び策定はなかったものの、既に協定の締結及び地区計

画を策定している箇所について継続して緑化の推進を行いました。 
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具体的事業 企業や団体と連携した緑地の保全 

事業の概要 
森づくりパートナーシップ協定に基づき、市民等が行う緑地の散策路整備や保

全活動等を支援する。 

R3 取組状況 

森づくりパートナーシップ制度により、5団体 5箇所 38ha の維持管理を市民協

働により行うことができました。 

森づくりパートナーシップ協定団体の活動等に参加することで、各団体の個別

の課題を把握し、活動に必要な物品の提供など、市が支援すべき課題について、

迅速に対応しました。 

活動保険への加入等の支援を行いました。 

市民協働による緑地等の維持管理を推進したことにより、恵み豊かな自然環境

を守り・育て、次世代につなげることの意識の向上を図ることができました。 

 

具体的事業 街美化アダプト制度の推進・充実 

事業の概要 
街美化アダプト制度により、市民による緑地の清掃活動等を支援し、緑地等の

適正な維持管理を行う。 

R3 取組状況 

 令和 3（2021）年度からアダプト活動団体が 1団体（1箇所）増え、29団体 36

箇所 71ha の維持管理を市民協働により行うことができました。 

 市民協働による緑地等の維持管理を推進したことにより、恵み豊かな自然環境

を守り・育て、次世代につなげることの意識の向上を図ることができました。 

 

具体的事業 市民協働による不法投棄防止対策事業の実施 

事業の概要 
自主的な不法投棄防止活動を実施する市民団体とパートナーシップ協定を締結

し、市民との協働による不法投棄対策事業を実施する。 

R3 取組状況 

パートナーシップ協定締結団体に対し、以下のとおり市の支援を実施しました。 

・活動に対して年間 10万円を上限とする補助金の交付 

・不法投棄監視パトロールの充実 

・市民活動サポート保険制度の説明 

○パートナーシップ協定締結団体の活動内容 

・散乱ごみの収集 

・不法投棄防止パトロール 

・市が設置する監視カメラ、フェンス周辺の草刈り、花植え 

 

イ 緑化の推進 

具体的事業 街路樹や道路植栽帯の整備などによる緑化の推進 

事業の概要 都市計画道路等の道路改良事業における植栽帯の整備の実施 
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R3 取組状況 
 道路事業の性質上、用地買収等の進捗や工期により、事業進捗に変動が生じる

ため、令和 3（2021）年度内に植栽帯の整備が完了した箇所はありませんでした。 

 

具体的事業 
公共施設の壁面緑化、ストック再生緑化事業及び（仮称）公共施設緑化マ

ニュアル作成 

事業の概要 

・公共施設への計画的な緑化の推進を実施することで、市民の緑化意識の向上や

普及啓発を図る。 

・公共施設の緑化を推進するため、公共施設緑化の設置及び持続可能な維持管理

の手法を盛り込んだ（仮称）公共施設緑化マニュアルを策定する。 

R3 取組状況 

公共施設の維持管理のための壁面緑化の剪定を実施しました。（東林公民館

（10月）、横山公民館（2月）） 

市役所第 1別館壁面緑化の復旧のため植樹を実施しました。（4月）                     

市役所第 1別館壁面緑化の緑化パネルが老朽化し、つるの生育に影響が生じる

ことから、既存パネルを撤去しました。（11 月） 

他市他県の公共施設緑化マニュアルの要素を分析し、マニュアル掲載項目につい

ての検討を行いました。 

 

具体的事業 緑化促進事業の検討 

事業の概要 
緑化重点地区における緑化手法の検討、緑化助成事業の充実による緑化活動の

推進及び緑化指導等による民有地の緑化推進 

R3 取組状況  他自治体における緑化重点地区の緑化手法について、情報収集を行いました。 

 

具体的事業 （公財）相模原市まち・みどり公社事業の充実 

事業の概要 

・（公財）相模原市まち・みどり公社のみどりに関する公益事業に要する経費に

対し助成を行い、都市緑化推進の一層の充実を図る。 

・（公財）相模原市まち・みどり公社と連携し、屋上緑化・壁面緑化・駐車場緑

化、生垣設置に取り組む市民などに対し、経費の一部を助成する。 

・森づくりパートナーシップ協定団体に対し、（公財）相模原市まち・みどり公

社と連携し、必要機材の貸与や活動資金の補助等により支援する。 

・（公財）相模原市まち・みどり公社との連携等により、活動団体における新た

な人材育成及び活動者のスキルアップへの取組を支援していく。 

・市民協働による森づくり事業をより持続性を高めるとともに、ボランティアの

情報交換や交流の拠点となる（仮称）森づくりボランティアセンターの設置の

検討を進める。 

R3 取組状況 

（公財）相模原市まち・みどり公社のみどりに関する公益事業に要する経費に

対し助成を行いました。（公財）相模原市まち・みどり公社の事業実績について

は以下のとおりです。 
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・新型コロナウイルス感染症の影響により、講習会の一部中止や規模縮小しての

開催となりました。フェア等のイベントは中止となりましたが、代替事業とし

て行った幼稚園等への花苗の配布や、日連地区へのアジサイの苗木の寄贈など

緑化の普及啓発に努めました。 

・緑化事業の活動報告等の記事を掲載した、機関紙「グリーン」を 2回発行し、

みどりに関する情報の発信に努めました。 

・生垣総延長は 16.3ｍ、屋上緑化・壁面緑化・駐車場緑化は 170.0 ㎡の増加とな

りました。 

・森づくりパートナーシップ協定団体に対し、機材貸与の実施及び活動資金の補

助を行いました。 

・講習会等を実施し、みどりのボランティアの育成・支援を行い、新たな人材育

成及び活動者のスキルアップを行いました。 

・ボランティアセンターの在り方に関する検討を行いました。 

 

具体的事業 緑化指導等による民有地の緑化推進 

事業の概要 

・民有地において、良好なみどりの環境が減少している状況の中で、建築物の敷

地単位で都市における緑を確保するために、相模原市開発事業基準条例に基づ

き緑化の指導及び推進を行う。 

R3 取組状況 
市開発事業基準条例に基づき、開発事業に係る民有地の緑化について、適正な

緑化指導により緑地等を確保しました。 

 

ウ 里地里山の保全と活用 

具体的事業 
生物多様性に配慮した自然との共生に関する条例等に基づく里地里山保

全団体認定及び区域指定、団体支援 

事業の概要 
里地里山の保全・継承等を行う市民団体等に対し、団体認定及び区域指定を行

うとともに活動を支援する。 

R3 取組状況 
 「小松・城北」里山をまもる会及び NPO 法人篠原の里の活動支援を行いました。 

 新たな団体の認定に向けた検討を行いました。 

 

具体的事業 
保全団体と企業や学校等との連携による里地里山の保全・活用及び文化の

伝承 

事業の概要 認定団体等と企業や学校等との保全等活動に係る連携の促進を図る。 

R3 取組状況 

○小松・城北地区 

・広田小学校の里山体験学習（大豆の種まき及び収穫、竹細工作成等）を実施し 

ました。 

・特定非営利活動法人よこはま里山研究所を受け入れ、親子向けの里山体験・環

境教育プログラムをオンラインで実施しました。 
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○篠原の里 

・畑並びに二次林等の保全を図りました。 

・植物・チョウ類等の観察会を 18回開催し、記録や守り手の育成を行いました。 

・中・大型哺乳類観察会を 6回開催し、定点カメラを活用して動物の生息状況を

把握しました。 

・炭焼き体験会を 10 回開催し、森林伐採や材木の運搬、炭焼きの技術を習得しま

した。 

 

エ 持続的な農林業の振興 

具体的事業 さがみはら津久井産材の利活用の推進 

事業の概要 

さがみはら森林ビジョンに基づき、さがみはら津久井産材利用拡大協議会と連

携しながら、さがみはら津久井産材の利用拡大を中心に、林業の担い手の確保・

育成や木材の循環利用等、林業の振興に向けた取組を実施する。 

R3 取組状況 

 庁内物品等の木製品利用を推進しました。 

 さがみはら津久井産材利用拡大協議会 HP・Twitter・PR ツール（のぼり旗、パ

ネル等）の製作を行いました。 

 東京 2020 大会に利用された木材を本庁舎カウンター、木製ソファにレガシー利

用しました。 

 さがみはら津久井産材の利用促進（要綱施行）のため、林業の人材育成・担い

手確保事業及び公共的施設等促進事業を実施しました。 

【林業機械購入】4事業体 

【安全装備購入】5事業体 

【資格取得】3事業体 

【公共的施設等促進事業】3件 

【家づくり事業】1件 

 

具体的事業 農産物の地産地消の促進 

事業の概要 
地場農産物の生産振興・消費拡大を図り、ブランド農産物の開発及び 6次産業

化の推進を支援する。 

R3 取組状況 

 ブランド農産物の開発に向けた土壌改良等の検討、加工品開発による 6次産業

化の推進を実施しました。 

 野菜、果樹、花卉植木の生産向上、経営安定、市内消費の拡大等を図るため、

資材、薬剤の購入などに対して助成を実施しました。 

【市内両農協農産物大型直売所購買者数】383,168 人 
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具体的事業 特定生産緑地の指定の推進 

事業の概要 

市街化区域内において、緑地や防災上の空地などの役割を持っている農地等

で、良好な都市環境の形成を目的として平成 4（1992）年より都市計画決定された

生産緑地地区は、順次、都市計画決定から 30 年が経過する日以後、所有者はいつ

でも市に買取り申出が可能となり、都市計画上、不安定な状態に置かれることと

なる。そのため、30 年経過後も保全することにより、引き続き良好な都市環境の

形成が図られることが期待される生産緑地を所有者の意向を踏まえ、市が指定

し、買取り申出が可能となる時期を 10年延期する特定生産緑地制度を活用する。 

R3 取組状況 

 市の広報紙や、市 JAの機関紙、農業委員会広報紙を利用して制度等の周知を実

施しました。また、説明会を実施しました。 

 平成 4（1992）年度指定のうち面積ベースで約 9割の生産緑地を受付しました。

残りは指定希望がありませんでした。 

 （平成 5（1993）年度指定の所有者に向けて、受付を開始しました。） 

 

具体的事業 都市農地の保全推進 

事業の概要 
生産緑地制度や都市農地貸借円滑化法による貸借制度の活用等の農地の保全を

行う。 

R3 取組状況 

 都市農地貸借円滑化法による貸借制度を活用しました。 

【賃借に関する相談受付】2件 

【賃借希望者に関する情報のストック（希望者台帳への登載、マッチング）】 

・借りたい 累計 2件 

・貸したい 累計 1件 

・マッチング 0 件 

【法定手続きの受付】1件 

 

オ 公園の整備と適正管理 

具体的事業 特殊（歴史）公園整備の推進（（仮称）城山中央公園等） 

事業の概要 （仮称）城山中央公園の整備を行う。 

R3 取組状況 
市土地開発公社が先行取得した公園用地の買戻しを行いました。 

 公園種別変更に向け、適合公園種別及び整備内容の検討を行いました。 

 

具体的事業 特殊（歴史）公園整備の推進（史跡勝坂遺跡公園等） 

事業の概要 
・史跡勝坂遺跡公園及び当麻亀形遺跡の公園の整備を行う。 

・湖月荘跡地の利活用を行う。 

R3 取組状況 
 市土地開発公社が先行取得した公園用地の買戻（勝坂）を行いました。 

 公園整備内容の検討を行いました。 
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  利活用についての検討（湖月荘）を行いました。 

 

具体的事業 霊園の整備 

事業の概要 峰山霊園の整備を行う。 

R3 取組状況 

 峰山霊園の樹林型合葬式墓所について公募を実施しました。 

なお、有骨 1体用 52区画に対し、95名が応募（倍率 1.83 倍）、有骨 2体用 62 区画

に対し、213 名が応募（倍率 3.44 倍）し、いずれも抽選にて使用者を決定しました。 

 市営墓地基本計画に基づき、墓所整備について検討しました。 

 

具体的事業 県立津久井湖城山公園の整備・拡大の促進 

事業の概要 県立津久井湖城山公園の整備・拡大の促進を行う。 

R3 取組状況 施設修繕等の整備の実施及び協議会等への参加を行いました。 

 

具体的事業 
相模原総合補給廠共同区域へのスポーツ・レクリエーションゾーンの整備

推進 

事業の概要 相模原スポーツ・レクリエーションパークの整備を行う。 

R3 取組状況 
人工芝野球場、ボール遊び広場、繰越したインフラ工事等を実施しました。 

 ボール遊び広場北側エリアを供用開始しました。 

 

具体的事業 都市基幹公園の整備 

事業の概要 
・淵野辺公園の区域拡大 

・遊具の更新等、公園の魅力向上を図る取組の実施 

R3 取組状況 
 整備手法の検討、キャンプ淵野辺留保地への区域拡大に向けた検討及び複合遊

具等の更新を実施しました。 

 

具体的事業 
市街地部における街区公園等の整備推進 

開発事業における適切な公園確保の促進 

事業の概要 

・市街地部における街区公園等の整備推進 

・開発事業基準条例などによる適正な公園設置の促進 

・地域の実情に即した身近な公園の整備・再整備 

・借地型公園制度の見直しと検討 

R3 取組状況 

57 公園で遊具を整備しました。また、2公園で整備を実施しました。 

 開発事業者との協議を実施するとともに、開発提供公園整備の指導、監督を実

施しました。 

 借地型公園制度の見直しと検討を実施しました。 
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具体的事業 
公園施設の適正な管理、点検の実施と必要な補修の推進 

利用マナー向上等の適正な公園利用の推進 

事業の概要 

・バリアフリーや遊具安全基準などに対応した公園施設の補修及び改修 

・利用者のマナー向上などによる適正な公園利用の確保 

・公園利用者の利便性や快適性の向上に資する民間活力等の導入の検討 

R3 取組状況 

 公園施設長寿命化計画に基づく、公園遊具等の更新を行いました。 

 利用者マナーの啓発（看板設置、現状把握・指導を行いました。 

 公園利用者の利便性や快適性の向上に資する民間活力の導入について検討しま

した。 

 

具体的事業 
ワークショップ等による市民協働の公園づくりの推進 

市民協働による公園の美化活動の推進 

事業の概要 
・ワークショップなど市民協働による公園づくりの推進 

・街美化アダプト制度による親しまれる公園づくりの推進 

R3 取組状況 

 街区公園の街美化アダプト制度を推進しました。 

【街区公園の街美化アダプト制度管理公園数の割合】456 公園／569 公園 

（80.1％） 

 公園清掃を検討している団体に対し、アダプト制度の説明を積極的に行うこと

により、制度の参加を促しました。 

 

カ 親緑空間の充実 

具体的事業 散策路とその周辺環境の適切な維持管理 

事業の概要 
「緑地管理マニュアル」に基づき、散策路及び周辺環境の維持管理を地域住民

の意見を聴取するとともに、市民と協働し実施する。 

R3 取組状況 
市民協働による散策路整備のほか、散策路周辺の除草、倒木の恐れにある枯損

木の伐採を実施しました。 

 

具体的事業 散策路や遊歩道の利用促進 

事業の概要 
市民協働による中央緑地の散策路の維持管理や点検、木もれびの森マップ等の

配布を実施し、散策路や遊歩道の利用促進を図る。 

R3 取組状況 

市民協働による中央緑地の散策路の維持管理や点検を実施したほか、散策路に

設置している万葉集の札が老朽化していたため、修繕を実施しました。 

各区行政資料コーナー等に木もれびの森マップを配架したほか、関係団体によ

る配布を実施しました。 
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具体的事業 登山道などの美化清掃活動及び整備・改修 

事業の概要 

・神奈川県と本市が長距離自然歩道（東海自然歩道及び首都圏自然歩道）の管理

業務について協定を締結し、市内を通過する自然歩道を安全かつ安心して利用

できるように管理するともに、普及宣伝活動を行い、利用促進を図る。 

・かながわパークレンジャー等からの情報をもとに市が管理する遊歩道、登山道

の倒木処理、草刈など維持管理業務を行う。 

R3 取組状況 

 東海自然歩道及び首都圏自然歩道の管理業務として、各区域の巡視を年 4回実

施しました。 

 登山道の草刈りについても、概ね予定通り実施しました。 

 

具体的事業 交流・体験事業によるネットワークの利用促進 

事業の概要 
市民向けの森林講座や体験イベントの開催、催し物等での情報提供の促進に取

り組む。 

R3 取組状況 

 令和元年東日本台風による登山道等の崩落復旧が未了のため、イベント開催が

できない状況が継続していることから、令和 2（2020）年度に整備を実施した新登

山道の除草と、「大明神展望台」周辺の景観伐採、手すり塗装及びベンチ修繕を

実施しました。 

 

（２）今後の方向性 

引き続き、公共施設や民有地での緑化、都市部の公園整備を推進するとともに、特定生産

緑地制度の活用や保存樹林の新規指定の検討等を行うことで、緑地面積の維持に取り組み

ます。また、さがみはら津久井産材の利用拡大や農産物の地産地消の促進を図るなど、持続

的な農林業の振興を図ります。 

また、景観、地域文化及び生物多様性の保全・再生につながる里地里山の保全と活用を推

進します。 

 

 

施策３ 水辺環境の充実 ～清らかな流れと水辺を守ります～ 

 清らかな流れや水辺環境、生物多様性の保全を目指し、森林の保全・再生を進めることで、森

林の持つ多面的機能の維持向上、美化活動の推進及び水辺空間の充実を図るため、各種事業に

取り組んでいます。 

 

（１）令和 3年度の取組状況 

  ア 水循環機能の向上 

具体的事業 河川や湖沼の水質監視の充実・強化 

事業の概要 
計画的・継続的な水質調査を行い、河川及び湖沼の水質環境を監視し、環境基

準の達成状況に応じて、水質監視の強化、利水対策及び汚濁源対策を講じる。 
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R3 取組状況 

水質測定計画に基づく水質の監視について予定どおり実施しました。 

 河川及び湖沼の BOD・COD 環境基準達成状況は、下記のとおりとなりました。 

【観測地点に対する環境基準値等達成地点の割合】100％（23/23） 

 

具体的事業 公共下水道や高度処理型浄化槽の設置による生活排水対策の促進 

事業の概要 
適切な生活排水処理を行うことにより、水源環境の保全、生活環境の向上を図

るため、汚水管及び浄化槽の整備を行う。 

R3 取組状況 

 当該年度の整備状況は下記のとおりです。 

【公共下水道整備面積】16.1ha 

【高度処理型浄化槽設置基数】85 基 

 

具体的事業 
地下水かん養などを図るための透水性舗装、雨水浸透ますの設置の促進

（1/2） 

事業の概要 
雨水浸透ますの設置を促進することで、水循環の保全や道路冠水等の軽減を図

る。 

R3 取組状況 

 当該年度の整備状況は下記のとおりです。 

【浸透ます】4件、12 基 

※津久井下水道事務所実績 0件（0基） 

 

具体的事業 森林所有者と連携した森林の保全・整備（私有林整備事業） 

事業の概要 

・森林所有者や森林組合等の事業者と協力して、人工林及び里山林（天然林）の

適切な管理の推進に取り組む。特に水源地域の森林整備については、県の「水

源の森林づくり事業」と連携し進める。 

・水源の森林エリアの私有林の整備に対しては、県の「協力協約事業」による事

業費の 8割補助に加えて、市が 2割の上乗せ補助を行い、適切な森林整備を促

進する。 

R3 取組状況 

整備状況は下記のとおりです。 

【私有林整備面積】1,217.52ha【累計】 

【間伐、枝打ち】31．03ha 

【作業路】1,006ｍ 

 

具体的事業 神奈川県と連携した森林の保全・整備（市有林整備事業） 

事業の概要 

・水源保全地域（水源の森林エリア、地域水源林エリア）における市有林につい

て、「かながわ水源環境保全・再生施策大綱」及び同実行計画に基づく関係施

策との連携により、適切な管理に取組む。 

・水源保全地域における市有林の森林整備については、神奈川県からの補助事業

により整備に取り組む。 
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R3 取組状況 

 整備状況は下記のとおりです。 

【市有林整備面積】166.76ha【累計】 

【間伐、枝打ち】6.99ha 

 

具体的事業 
地下水かん養などを図るための透水性舗装、雨水浸透ますの設置の促進

（2/2） 

事業の概要 都市計画道路等の道路改良事業における透水性舗装の整備を行う。 

R3 取組状況 

当該年度の整備状況は下記のとおりです。 

【透水舗装の整備】1531 ㎡ 

 透水舗装については、道路事業の性質上、用地買収等の進捗や工期により、事

業進捗に変動が生じますが、継続して事業を実施することができました。 

 

イ 水辺環境の保全と再生 

具体的事業 ホタル舞う水辺環境保全団体認定及び区域指定、団体支援等 

事業の概要 

・生物多様性に配慮した自然との共生に関する条例に基づき、良好な水辺環境の

指標昆虫であるホタルの生息環境保全等を行う市民団体等に対し、団体認定及

び区域指定を行うとともに活動を支援する。 

・保全団体と企業等が連携した水辺環境の保全の推進を行う。 

R3 取組状況 

 青野原元気村、三ヶ木ホタル保存会、牧野元気創生会、上河原たすきの会及び

阿津川蛍の会へ財政支援を実施しました。 

国際ロータリーとホタルに関する講演会の開催について調整を進めました。  

 新たな団体の認定に向けた検討を行いました。 

 

具体的事業 河川改修 

事業の概要 

河川改修により浸水被害を解消し、市民が安心して暮らせる生活環境を実現さ

せるとともに、自然に配慮した多自然川づくりを目指し、市民に親しまれる水辺

空間を創出するなど、潤いのある川づくりを進める。 

R3 取組状況 姥川の河川改修を 5ｍ実施しました。 

 

具体的事業 市民や自治会、河川保護団体、企業等の河川美化活動の支援 

事業の概要 

・相模川、境川、道志川の 3河川の美化活動を実施し、市民等の河川美化に対す

る意識の向上を図る。（相模川クリーン作戦、境川クリーンアップ作戦、道志

川美化活動） 

・河川美化活動を実施する個人や団体に対して、清掃道具の貸し出しや、回収し

たゴミの処分等の支援を行う。 
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R3 取組状況 

○道志川美化活動を実施しました。 

【参加者】14名 

※「相模川クリーン作戦」及び「境川クリーンアップ作戦」は、新型コロナウイ

ルス感染症の影響により中止しました。 

○河川美化活動を実施する 3団体（7名）に支援を実施しました。 

 

ウ 親水空間の充実 

具体的事業 相模川ふれあい科学館管理運営 

事業の概要 
指定管理者と連携して、相模川ふれあい科学館において自然環境の体験・学習

の充実、相模川流域の広域的な情報発信を行う。 

R3 取組状況 

流れのアクアリウム、湧水と小川のアクアリウム等従来からの展示を継続する

ことにより、相模川に生息する生き物を観賞、ふれあいの場を市民に提供しまし

た。また、特別企画展（アマゾン展、ウーパールーパー展等）やさがみはら生物

多様性ネットワークとの共同展示等を行うことにより、相模川の情報発信及び自

然環境の体験・学習施設としての機能向上を図り、集客向上にも繋がりました。 

【令和 3(2021)年度入館者数】176,404 人 

 

具体的事業 相模川フィールドミュージアム構想の推進、関連施設との連携 

事業の概要 

・相模川ふれあい科学館にて相模川に関する体験会、観察会等を実施することに

より、市民に相模川を訪れる人の生涯学習の場を提供する。 

・近隣関連施設との事業間連携を行う。 

R3 取組状況 

相模川河川敷でのフィールド体験（生物・環境観察会）を 1回実施しました。

（1回は新型コロナウイルス感染症の影響により中止） 

3 つの団体（城山公園、相模原市立博物館、神奈川県立博物館）と共同で「もっと

知りたい相模の自然」等の企画展示を実施しました。 

科学館及び他の関係施設（市立博物館、環境情報センター等）において相互に

リーフレットを配架しました。 

 

具体的事業 相模川沿岸の水源環境保全・再生 

事業の概要 

・人々が親しむことのできる水辺環境を守り・つくるための緑地保全の手法を検討 

・地域水源林の保全・再生事業の実施 

・健全な水循環機能向上へ取り組むため、河川の重要な機能である治水・利水・

親水を保全することを目的に施設管理者や河川管理者と連携の強化 

R3 取組状況 

県との連携の中で、人々が親しむことのできる水辺環境を守り・つくるための

緑地保全の手法について検討しました。 

県との連携による地域水源林保全・再生事業において、大島地区で森林整備を実

施しました。 
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 新型コロナウイルス感染症の影響により、合同クリーンキャンペーンは中止と

なりましたが、ボランティア等による河川敷の清掃実施及び不法投棄物の回収・

処分を実施しました。 

 相模川ふれあい科学館の指定管理者による稚アユの放流（約 300 匹）及び中道

志川トラスト協会による稚アユの放流（約 17,000 匹）を実施しました。 

 

具体的事業 水辺環境の保全・創出による親水空間の充実 

事業の概要 

・相模川や道保川沿いの緑地を利用して、自然環境を生かした親水空間の検討・

整備を行う。 

・相模川流域、道保川流域及び境川流域における水辺の拠点において、親水空間

等の施設の検討・充実を図る。 

・平成 7（1995）年 3月に閉鎖された旧フィッシングパーク跡地の元淡水魚増殖試

験場跡地について、良好な自然環境を生かした親水空間の創出に係る取組を神

奈川県に対し働きかけを行う。 

・水辺やみどりを活用したイベントを開催し、水辺環境の保全・創出や、緑地の

保全・活用を図る。 

R3 取組状況 

 神奈川県による取組の促進を行いました。 

 相模川沿岸施設の充実のため、（広場整備＝三段の滝多目的広場、三段の滝展望

広場）（車止め＝磯部頭首工公園）（散策路＝諏訪森下散策路）を実施しました。 

 親水空間整備についての検討を行いました。 

 つり教室を実施しました。（１回） 

 環境団体同士の交流は、新型コロナウイルス感染症の影響により中止しました。 

 多目的広場の管理運営については、地域団体と市との合意書の締結により地域

団体が適正な管理運営を行っています。 

 

具体的事業 津久井湖周辺の親水空間の有効活用 

事業の概要 津久井湖面の親水空間の利活用 

R3 取組状況 
 津久井湖周辺まちづくり協議会による親水空間周辺の現況確認を行いました。 

 三井植物浄化施設について調査しました。 

 

（２）今後の方向性 

引き続き、森林の保全・整備等を進めることで、森林の持つ水源かん養機能等の多面的機

能の維持向上を図ります。 

また、市民・関係機関・環境保全団体等との更なる連携により、水辺環境の保全及び親水

空間の充実を図ります。 
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１ 基本目標の達成の目安となる指標 

指標 

［算定式］ 

基準値 

(年度) 

R2(2020) 

実績 

R3(2021) 

実績 

中間目標 

R5(2023) 

最終目標 

R9(2027) 

大気の環境基準を達成 

した地点の割合（％） 

［環境基準達成地点数 

/測定地点数］ 

86% 

H30(2018) 

86％ 

 

86％ 

 
 

86％ 

 

86％ 

 

公共用水域及び地下水

の環境基準を達成した 

地点の割合（％） 

［公共用水域・地下水の環境基

準適合地点数/公共用水域・地

下水の測定地点数］ 

87% 

H30(2018) 

74％ 

 

75％ 

 
 

88％ 

 

89％ 

 

騒音の環境基準を 

達成した地点の割合 

（％） 

［（道路交通騒音の環境基準適

合戸数+航空機騒音の環境基

準適合地点数）/（道路交通騒

音の評価対象住居等戸数+航

空機騒音の測定地点数）］ 

89% 

H30(2018) 

93％ 

 

91％ 

 
 

89％ 

 

89％ 

 

化管法＊に基づく化学物

質の環境への排出量

（t） 

［PRTR で報告された化学物質

の排出量の合計］ 

284t 

H29(2017) 

249ｔ 

H30(2018) 

220ｔ 

 

 

 

275t 

 

267t 

 

基本目標４  

環境リスクの管理 ～安全で快適な生活環境の実現～ 

【目指す姿】 

 

 

 

 

【関連するＳＤＧｓのゴール】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全ての市民が健康で安全な暮らしができるよう、環境の継続的な監視、事業所な

ど環境汚染物質の発生源への指導、九都県市など周辺自治体と連携した広域的な取

組により、安全で快適な生活環境の実現を目指します。 

 

 

 

H31(2019) 

＊化管法：特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律（平成 11 年法律第 86 号） 
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指標 

［算定式］ 

基準値 

(年度) 

R2(2020) 

実績 

R3(2021) 

実績 

中間目標 

R5(2023) 

最終目標 

R9(2027) 

事業所などへの立入検

査の実施回数（回） 

［事業所、解体工事現場等へ

の立入検査の実施回数］ 

202 回 

H30(2018) 

194 回 

 

199 回 

 
 

204 回 

 

205 回 

 

 

２ 現状(指標の達成状況等)  

大気環境については、基準値を維持し、目標を達成しました。光化学オキシダントについて

は、依然として測定を行っている全 5 地点で環境基準を達成しませんでしたが、基準を超過

する時間数は減少しました。今後も、現在の状況を維持するため、引き続き測定を継続して行

うとともに、大気環境の保全に係る取組を進める必要があります。 

公共用水域及び地下水の環境については、基準値と比較して下回りました。公共用水域につ

いては、気象条件等の影響もあり生活環境項目の一部（pH、大腸菌群数など）が環境基準を達

成しなかったことが要因です。今後も、継続して環境を監視するとともに、水環境の保全に係

る取組を進める必要があります。 

騒音については、道路交通騒音において、市域を 5か年計画で調査しており、対象住居等の

91％で環境基準を適合し、また、航空機騒音において、全地点で環境基準を達成したことによ

り目標を達成しました。今後も、現在の状況を維持するため、引き続き測定を継続して行うと

ともに、騒音対策の推進に向けた取組を進める必要があります。 

化学物質の環境への排出量については、目標を達成しました。大規模な工場における対象物

質の代替及び事業所の閉鎖に伴い、製造業からの排出量が減少したことが要因であると推察

されます。今後も、現在の状況を維持するため、引き続き排出量を把握し、事業者、市民、行

政で情報共有を行う必要があります。 

立入検査については、新型コロナウイルス感染症の影響で、一部の立入検査の実施を見合わ

せたため、実施回数が減少しました。新型コロナウイルス感染症の収束後、計画的な立入検査

を行う必要があります。 

 

３ 施策の取組状況と今後の方向性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標４ 

『安全で快適な 

      生活環境の実現』 

≪施策体系図≫ 

施策１ 

【環境リスクの管理による 

      生活環境の保全】 

大気環境の保全 

水環境の保全 

土壌・地下水汚染の防止 

騒音・振動・悪臭対策等の推進 

化学物質対策の推進 
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施策１ 環境リスクの管理による生活環境の保全 

大気や水環境の保全及び化学物質対策の推進のため、環境監視の継続的な実施等に取り組ん

でいます。また、生活環境の保全のため、土壌地下水汚染の防止や騒音等の対策に取り組んでい

ます。 

 

（１）令和 3年度の取組状況 

ア 大気環境の保全 

具体的事業 環境監視の継続的な実施 

事業の概要 

・大気汚染防止法に基づき、大気常時監視測定局での常時監視及び大気環境モニ

タリングによる優先取組物質等の調査を実施する。 

・微小粒子状物質（PM2.5）の調査、解析を実施する。 

R3 取組状況 

環境基準が設定されている物質については、光化学オキシダントを除き環境基

準を達成しました。 

微小粒子状物質については、市役所測定局で調査を実施し、発生源寄与の解析

を行いました。 

 

具体的事業 事業所への立入検査の実施 

事業の概要 
大気汚染防止法、神奈川県生活環境の保全等に関する条例等に基づく事業所等

への立入検査及び指導等を実施する。 

R3 取組状況 
ばい煙発生施設等の大気に係る事業所への立入検査を 14 回実施し、施設の稼働

等に係る指導を行いました。 

 

具体的事業 アスベスト対策の実施 

事業の概要 アスベスト使用建築物等の解体等工事への立入検査及び環境調査を実施する。 

R3 取組状況 

立入検査については、届出のあった 17現場を含む 26回の養生等の検査を実施

しました。 

解体等工事中の 4現場の周辺において、環境調査を実施し、アスベストの飛散

がないことを確認しました。 

 

具体的事業 広域的な対策の実施 

事業の概要 

九都県市と連携した次世代クリーンエネルギー自動車の導入促進、ディーゼル

自動車規制、エコドライブの普及促進、光化学オキシダント、微小粒子状物質

（PM2.5）の削減への取組を実施する。 

R3 取組状況 
九都県市の大気保全専門部会及び各ワーキンググループにおいて、情報交換や

啓発事業を実施しました。 
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具体的事業 次世代クリーンエネルギー自動車の普及促進【再掲】 

事業の概要 
燃料電池自動車を購入する市民・事業者に対して奨励金を交付することにより、

次世代クリーンエネルギー自動車の普及促進を図る。 

R3 取組状況 

下記のとおり奨励金を交付しました。 

○燃料電池自動車(FCV)  

【交付金額】300,000 円 

【交付台数】5台 

 

具体的事業 アイドリングストップ機能付ノンステップバスの導入促進【再掲】 

事業の概要 
バス事業者に補助金を交付することにより、燃費が良く、乗降しやすい車両の

導入による利便性の向上を図ることで、マイカー等からバスへの転換を促す。 

R3 取組状況 
市内の営業所におけるノンステップバス車両の導入を促進し、令和 4（2022）年

4月 1日時点で 121 台（51.9％）となりました。 

 

具体的事業 交通需要マネジメント（TDM）による自動車適正利用の促進【再掲】 

事業の概要 
自動車利用者の交通行動（時間、経路、手段、利用の方法など）の変更を促す

ことによって自動車の適正利用を促進する。 

R3 取組状況 
橋本駅南口及び相模大野駅北口の一般車乗降場の利用状況調査と県道 52号の交

通実態調査や渋滞分析を実施しました。 

 

具体的事業 エコドライブの普及【再掲】 

事業の概要 

・九都県市、関係機関等と連携して、広報活動を実施する。 

・市内のイベント等において、エコドライブシミュレーターを用いたエコドライ

ブ体験等による啓発活動を実施する。 

R3 取組状況 

九都県市において、エコドライブ啓発動画を作成しました。 

市内のイベント及び市施設等において、エコドライブ啓発動画の放映等による

普及啓発を実施しました。 

 

具体的事業 カーシェアリングの普及【再掲】 

事業の概要 
過剰な自動車利用を抑制するため、カーシェアリングの普及啓発により自動車

保有台数の削減を促す。 

R3 取組状況 公用車を活用したカーシェアリング導入について調査・研究を実施しました。 
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イ 水環境の保全 

具体的事業 河川、湖の水質状況の測定 

事業の概要 
水質汚濁防止法に基づき策定された県水質測定計画及び市水質測定計画により、

河川及び湖沼の水質の定期調査を実施する。 

R3 取組状況 

県及び市計画に基づき、市内 9河川 2湖沼の 23地点において、定期調査を実 

施しました。健康項目については、すべての地点で環境基準を達成しましたが、 

生活環境項目については一部項目で環境基準を達成していない地点がありました。 

 

具体的事業 水質汚染発生源対策の推進 

事業の概要 
水質汚濁防止法、神奈川県生活環境の保全等に関する条例に基づく事業所等へ

の立入検査及び指導を実施する。 

R3 取組状況 
河川等に排水する事業者への立入検査を 109 件行い、施設の稼働等に係る指導

を行いました。また、排水検査を行い、90%が基準に適合していました。 

 

具体的事業 津久井地域の下水道整備の推進 

事業の概要 
湖や河川への生活排水による環境負荷の低減を図るため、公共下水道の整備を進

める。 

R3 取組状況 

公共下水道の整備を下記のとおり実施しました。 

【整備面積】16.1ha 

【整備延長】4,882.1m 

【整備率】82.8% 

 

具体的事業 合流式公共下水道の分流式への改善 

事業の概要 
相模川の水質保全のために、汚水と雨水を同一の下水道に流す合流式下水道を

別々の下水道に流す分流式下水道に改善する取組を行う。 

R3 取組状況 

合流式下水道で整備した相模原、中央、清新などの約 393ha について、汚水管

を新設し、既存合流管は雨水管へ転用を基本として整備を進めています。 

【整備済面積】261.3ha 

【整備率】66.4% 

 

具体的事業 高度処理型浄化槽整備事業【再掲】 

事業の概要 

湖や河川への生活排水による環境負荷の低減を図るため、平成 21(2009)年 7 月

から、津久井地域のうちダム集水区域で下水道整備計画区域外にある家屋に対し

て、申請に基づき市が高度処理型浄化槽を設置している。 

R3 取組状況  高度処理型浄化槽について、下記のとおり設置しました。 
 



74 

 

 
【設置基数】85 基 

【整備率】30.4% 

 

ウ 土壌・地下水汚染の防止 

具体的事業 地下水の水質測定  

事業の概要 
県水質測定計画及び市水質測定計画に基づき、地下水の水質の定期調査を実施

する。 

R3 取組状況 

県計画に基づき、市内の地下水質の調査を実施しました。概況調査を行った 22

地点全てで環境基準を達成しました。また、汚染が判明している 5地点の継続監

視調査を実施しました。 

市計画に基づき、市内 27地点で揮発性有機化合物 4項目の調査を実施した結果、

24 地点で環境基準を達成しました。 

 

具体的事業 地下水汚染の未然防止対策の推進 

事業の概要 

水質汚濁防止法に基づく立入検査を実施し、地下浸透を防止する施設の構造を

検査するとともに、神奈川県生活環境の保全等に関する条例に基づく特定有害物

質の使用状況等の記録の管理等、土壌汚染及び地下水汚染を未然に防止するため

の指導を実施する。 

R3 取組状況 

水質汚濁防止法及び神奈川県生活環境の保全等に関する条例に基づき、有害物

質を使用している事業所に立入を行い、適切な地下浸透防止対策を行うように指

導を行いました。 

 

具体的事業 土壌汚染対策の規制指導 

事業の概要 

土壌汚染対策法及び神奈川県生活環境の保全等に関する条例に基づき、有害物

質使用特定施設の廃止又は土地の形質変更に伴い、特定有害物質による土壌汚染

のおそれがある場合等において、土地所有者等に対し、土壌調査及び土壌汚染対

策を行うよう指導する。 

R3 取組状況 

土壌汚染対策法及び神奈川県生活環境の保全等に関する条例に基づき、有害物

質使用特定施設の廃止又は土地の形質変更に伴い、特定有害物質による土壌汚染

のおそれがある場合等において、土地所有者等に対し、土壌調査及び土壌汚染対

策を行うよう指導を行いました。 

 

エ 騒音・振動・悪臭対策等の推進 

具体的事業 環境監視の継続的な実施 

事業の概要 
騒音規制法に基づき、主要幹線道路における道路交通騒音を 5か年計画で測定

を実施する。 
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R3 取組状況 

平成 29（2017）年から実施している 5か年計画の 5年目であり、国道 16号、町

田厚木線等で測定を実施し、対象の住居等 16,161 戸のうち 13,929 戸において環

境基準を達成しました。 

 

具体的事業 事業所への立入検査の実施 

事業の概要 
騒音規制法、振動規制法、神奈川県生活環境の保全等に関する条例等に基づく

事業所等への立入検査および指導等を実施する。 

R3 取組状況 
施設の稼働の騒音苦情や排水処理施設の悪臭苦情に伴う立入検査等を実施し、

指導等を行いました。 

 

具体的事業 公害苦情の解決に向けた体制の整備 

事業の概要 法令の基準のみでは解決しない場合等に対応する体制の整備に取り組む。 

R3 取組状況 

公害苦情相談において、法令の基準との比較に適さない場合においても、近隣

への配慮の要請等により解決に努めました。 

公害等調整委員会や市民相談等、様々な手段での解決について、研修等により

職員の資質の向上を図りました。 

 

具体的事業 米軍機騒音対策 

事業の概要 

米軍機の騒音の状況を把握するために、環境基準が適用される地域内で航空機

騒音を測定するとともに、市民からの苦情件数をまとめ、神奈川県や関係市など

と連携し、国、米軍に要請活動を行う。 

R3 取組状況 

米軍機の騒音の状況を把握するために、環境基準が適用される地域内で航空機

騒音を測定するとともに、市民からの苦情件数をまとめ、神奈川県や関係市など

と連携し、国、米軍に要請活動を行いました。 

 

オ 化学物質対策の推進 

具体的事業 環境監視の継続的な実施 

事業の概要 
ダイオキシン類対策特別措置法に基づき、大気、水質、土壌中のダイオキシン

類の測定及び廃棄物焼却施設の適切な施設の稼働等の指導を実施する。 

R3 取組状況 

ダイオキシン類については、大気 3地点、水質 12地点（5河川 7地点、湖沼 1

地点、地下水 4地点）、土壌 4地点で測定を実施し、全ての地点で環境基準を達

成しました。 

廃棄物焼却施設については、8施設の立入検査および排ガス検査を実施し、指導

等を行いました。 
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具体的事業 事業者による化学物質の適正な使用・管理の促進 

事業の概要 

・化学物質セミナーの開催等により事業者の自主的な化学物質の管理を促すとと

もに、事業者、市民、行政で情報を共有し、相互に理解、意思疎通を図る。 

・事業者から届出された化学物質の環境への排出状況等を集計し、公表する。 

R3 取組状況 

化学物質セミナーは、新型コロナウイルス感染症による感染拡大防止のため開催

を中止しました。 

令和 3(2021)年度に事業者から届出された、令和元(2019)年度の化学物質の排出

量、移動量、取扱量を集計し、ホームページで公表しました。 

 

（２）今後の方向性 

大気環境については、依然として環境基準を達成していない光化学オキシダントの監視を

継続するとともに、事業所などの固定発生源への指導や九都県市など周辺自治体と連携し

た対策を進めていきます。また、アスベストについては、使用建築物等の解体が増加すると

予想されていることから、大気汚染防止法に基づく指導を徹底するとともに、環境調査を行

いアスベスト飛散の実態把握に努めます。 

公共用水域及び地下水については、水質の監視を継続するとともに、法令に基づく届出等

の審査や定期的な立入検査による事業者への指導を行い、汚染物質排出の削減を進めてい

きます。 

化学物質対策については、事業者による化学物質の適正な使用や管理を促進し、事業者、

市民、行政が化学物質に関する情報を共有等できるよう、化学物質セミナーの実施等による

啓発に努めます。 
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１ 基本目標の達成の目安となる指標 

指標 

［算定式］ 

基準値 

(年度) 

R2(2020) 

実績 

R3(2021) 

実績 

中間目標 

Ｒ5(2023)  

最終目標 

R9(2027) 

環境意識の醸成度 

（日常生活において環

境に配慮している市民

の割合）（％） 

［市民アンケート＊］ 

49.9％ 

(R1(2019)) 
51.7％ 54.2％ 

 

53.9％ 57.9％ 

環境学習講座の 

参加人数（人） 

［環境情報センターにおける 

環境学習事業+その他自然 

体験学習などへの参加者 

人数の合計人数］ 

3,788 人 

(H30(2018)) 

413 人 

※2 
1,333 人 

 

4,070 人 4,300 人 

＊ 市民アンケート調査の環境配慮項目 6項目のうち、2項目以上行っている人の割合 

 

２ 現状(指標の達成状況等) 

環境意識の醸成度については 54.2%となり、令和 3（2021）年度において令和 5（2023）年

度の中間目標値を上回りました。これは普及啓発活動の実施によるもののほか、社会的な環境

問題への関心の高まりによるものと考えられます。 

また、環境学習講座の参加人数については、令和 2（2020）年度から 920 人増加したものの、

依然として基準値を下回っています。これは、新型コロナウイルス感染症の影響により、イベ

ントの中止や講座会場の定員が通常より制限されていたことなどによるものと考えられます。 

こうしたことから、多様な媒体の活用などにより、新型コロナウイルス感染症の状況に応じ

た環境教育の手法の検討が必要です。また、行政、事業者、環境保全団体、教育機関など多様

基本目標５  

環境に配慮したライフスタイルの促進 
 ～環境保全の人づくり・仕組みづくり～ 

【目指す姿】 

 

 

 

 

【関連するＳＤＧｓのゴール】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境に配慮したライフスタイルの変革を行い、市全体の環境配慮の意識の向上、 

そして、多様な主体の連携により環境課題の解決を図っていく社会の実現を目指し

ます。 
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な主体との更なる連携により、環境教育の推進を図る必要があります。 

持続可能な社会を実現するため、今後より一層、市民一人ひとりが環境について自ら考え、

具体的な行動に結びつけていくことが求められています。 

 

３ 施策の取組状況と今後の方向性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策１ 環境を守る担い手の育成  【環境教育等行動計画】 

複雑・多様化する環境問題の解決に向け、家庭、学校、職場、地域等のあらゆる場面での取組

を行い、環境問題への理解を深め、周囲を巻き込みながら自ら環境に配慮した行動を実行できる

人材の育成を進めています。 

 

（１）令和 3年度の取組状況 

ア 職場等における環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育並びに協働取組の 

促進 

○地球温暖化対策 

具体的事業 さがみはら地球温暖化対策協議会の活動支援 

事業の概要 
多くの市民・事業者の参画により、地球温暖化対策に関する普及啓発や情報交換、

交流などの活動ネットワークの核となる「さがみはら地球温暖化対策協議会」の 

施策１ 

『環境を守る担い手の 

育成』 

職場等における環境保全活

動、環境保全の意欲の増進

及び環境教育並びに協働取

組の促進 

人材育成及び教材開発・提

携事業の登録及び情報提供 

体験の機会の場の認定・提供 

各主体間の協働取組の在り

方の検討（パートナーシップ

の活性化） 

≪施策体系図≫ 

【環境教育等行動計画】※ 

基本目標５ 

『環境保全の人づくり・ 

     仕組みづくり』 

職場等における環境保全活

動、環境保全の意欲の増進

及び環境教育並びに協働取

組の促進 

人材育成及び教材開発・提

携事業の登録及び情報提供 

体験の機会の場の認定・提供 

各主体間の協働取組の 

        在り方の検討 

（パートナーシップの活性化） 

拠点機能整備 

及び情報の積極的公表 

施策２ 

【複雑・多様化する環境 

問題への体制整備】 

施策３ 

【まちづくりにおける環境      

        配慮の促進】 

施策１ 

【環境を守る 

   担い手の育成】 

環境影響評価制度の充実 

＊環境教育等行動計画は、環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律に準拠 
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活動を支援する。 

R3 取組状況 

新型コロナウイルス感染症の影響により中止となったイベント等もありました

が、オンラインを活用したイベントや施設見学、一部対面での出前講座も実施

し、地球温暖化に関する情報発信が行われました。また、会員へのオンライン研

修機会の提供、次年度事業の検討など、市域の温暖化対策の推進のため、積極的

な取組が行われました。 

○動画コンテンツ「さがぼーチャンネル」の作成(11 件) 

○「SDGs さがみはらエコ宣言」の登録活動の実施（67件） 

(登録を行った事業者に対し津久井産材を使用した宣言書を発行) 

○自治会、学校、公民館での出前講座(4 件)   など 

 

○資源循環の推進 

具体的事業 

食品ロス削減のＰＲ活動【再掲】 

食品ロス削減のための講座の開催【再掲】 

「水切り」の促進【再掲】 

事業の概要 

・生ごみ・食品ロスの削減について市内小売店の利用客への PRを検討する。 

・市内飲食店を訪問し、利用客へ食べきりの呼びかけについて検討する。 

・食育に関連したイベント等に出展し、生ごみ・食品ロスの削減についての PRを

検討する。 

・生ごみの 4Rに関する講座（夏休みの小学生を対象としたエコクッキング教室や、

一般市民を対象としたダンボールコンポスト講習会など）の開催を検討する。 

・外部講師を招致した生ごみの 4Rに関する講演会または食品ロス削減に関する講

演会について、オンライン講演会、事前撮影動画の視聴会等の開催を検討する。 

・生ごみの 4Rに関する講習会等を開催する市民や学校からの要望に応じて、生ご

み 4Rアドバイザーを派遣する。 

・生ごみの 4Rに関する活動に取り組む団体等への補助金交付による支援を行う。 

・市内大学等と連携して、食品ロス削減についての PR活動を行う。 

R3 取組状況 

生ごみ・食品ロスの削減に向けた取り組みを進めました。 

○4Rに関する講演会 

 株式会社フードエコロジーセンター 髙橋代表取締役を講師に招き、さがみはら

チャンネル内でオンライン講演会の動画を公開しました。 

〇生ごみ 4R アドバイザー派遣  派遣回数：1回（2人） 

○広報紙による啓発 

広報さがみはら（10 月 15 日号）に食品ロス削減に関する記事及びリメイクレシ

ピを掲載しました。 

〇飲食店キャンペーン（中止） 

歓送迎会や忘年会の時期に飲食店を訪問し、利用客に食品ロスの現状説明や食
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べきりの励行を予定していましたが、新型コロナウイルス感染症の影響により

中止しました。 

〇イベントでの啓発（中止） 

各種イベントでのパネル展示やゲームによる啓発を予定していましたが、新型

コロナウイルス感染症の影響により中止しました。 

〇講座開催（中止） 

小学生と保護者を対象とした「夏休みエコクッキング教室」、「ダンボールコ

ンポスト講習会」、「生ごみ 4R 相談会」を予定していましたが、新型コロナウ

イルス感染症の影響により中止しました。 
  

 

具体的事業 

マイバッグ、マイ箸、マイボトル等の利用促進【再掲】 

マイバッグ・マイボトル利用時の割引やポイント付与等、事業者への働き

かけの強化【再掲】 

レジ袋削減や簡易包装導入など、事業者への働きかけの強化【再掲】 

事業の概要 

・マイバッグ、マイ箸、マイボトルの利用促進について、「ごみと資源の日程・

出し方」への掲載や、駅頭キャンペーン等啓発を検討する。 

・市が実施するイベントと合わせた新たなマイバッグ、マイ箸、マイボトルの利

用促進方法を検討する。 

・レジ袋のさらなる削減を目的とした取組（呼びかけ等）を行っている店舗を対

象とした「相模原市レジ袋削減協力店」の登録数を増やすとともに、レジ袋削

減を目的とした、市と相模原市レジ袋削減協力店との協働事業の実施に向けた

取組を進める。 

R3 取組状況 

プラスチックごみが環境に与える影響やマイボトル・マイバッグの利用につい

て、市ホームページに掲載し、周知を行いました。 

マイ箸、マイボトルの利用促進について、「ごみと資源の日程・出し方」に掲

載しました。 

 

具体的事業 市内の循環に向けたフードドライブの推進【再掲】 

事業の概要 
フードドライブの常設窓口増設の検討、各イベントの開催及び出展時における

フードドライブの実施を継続し、回収した食品を市内フードバンクに提供する。 

R3 取組状況 

次のとおりフードドライブを実施しました。 

【受付場所】市役所本庁舎（資源循環推進課事務室）、橋本台リサイクルスクエ

ア、麻溝台リサイクルスクエア、津久井クリーンセンター（令和 3(2021)年 1 月

より実施） 

【受入件数】1,830 件 

【受入重量】約 2,606 ㎏ 
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回収した食品はフードバンクへ提供するとともに、子ども・若者未来局が主催

する市内在住・在学の大学生に対する食材支援や、子育て家庭を対象とした食材 

支援事業にも提供しました。 

 提供数量 総重量 

フードバンク 8,172 点 約 2,328kg 

学生支援 1,148 点 約 229 ㎏ 

子育て支援 200 点 44 ㎏ 
   

 

具体的事業 「集団資源回収」のＰＲの強化及び実施団体の支援【再掲】 

事業の概要 
地域における各種団体の自主的な資源回収を促進し、ごみの減量化と資源の有

効利用を推進するため、実施団体に奨励金を交付して支援する。 

R3 取組状況 

子ども会など地域の団体が自主的に行う資源回収活動に対して奨励金を交付し

ました。 

【実施団体】260 団体 

【回収量】3,087ｔ 

【奨励金額】7円／㎏ 

 

具体的事業 

自治会、廃棄物減量等推進員を始めとした関係団体との連携強化 

市民・事業者などによる環境美化活動の情報の発信 

若い世代の美化活動への参加促進 

2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会を契機としたイベント時の啓

発活動の推進 

事業の概要 

・きれいなまちづくりの日キャンペーンやまち美化・路上喫煙防止合同キャンペ

ーン実施により、地域における清掃活動等の活性化を図る。 

・相模原市美化運動推進協議会が実施している小中学生を対象とした美化ポスタ

ー・美化標語コンクールへの支援、保育園等におけるキャンペーンの実施に向

けての調整を行う。 

・東京オリンピック自転車ロードレースや東京オリンピック・パラリンピック競

技大会関連事業においてポイ捨て禁止の周知や啓発物品の配布を行う。 

R3 取組状況 

きれいなまちづくりの日キャンペーン、まち美化・路上喫煙防止合同キャンペ

ーン、東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会関連事業は新型コロナウ

イルス感染症の影響により中止しました。また、相模原市美化運動推進協議会が

実施している美化ポスター・美化標語コンクールを支援しました。 

【美化ポスター応募作品数】813 点（最優秀賞 3点 優秀賞 15 点） 

【美化標語応募作品数】636 点（最優秀賞 3点 優秀賞 6点） 
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○水とみどり・生物多様性の保全・活用 

具体的事業 相模原の環境をよくする会への支援 

事業の概要 
市内の約 100 事業所が参加する環境保全団体「相模原の環境をよくする会」を

支援するとともに、当会主催で自然観察会や夏休み環境教室を実施する。 

R3 取組状況 

○市民向け事業 

夏休み環境教室や野鳥観察会などを実施していますが、令和 3（2021）年度は新

型コロナウイルス感染症の影響により中止しました。 

○会員向け事業 

・河川生物相調査（10月）：人数と調査地点を絞り、市内 4河川 4地点を事務局

のみで実施しました。（うち 3地点は増水のため調査できませんでした。） 

・フォト投稿キャンペーン（11 月～2月）：市内の自然や、会員企業の環境への

取組の様子を撮影した写真を投稿するもので、10名より 21作品の応募がありま

した。 

・環境セミナー（2月）：相模原市の脱炭素への取組をテーマに、オンライン併用

型で開催しました。会場での参加者は 8名、オンラインでの参加者は 26名でし

た。 

 

具体的事業 さがみはら生物多様性ネットワークの支援 

事業の概要 
市民、団体、事業者など多様な主体により構成する「さがみはら生物多様性ネ

ットワーク」を支援する。 

R3 取組状況 
さがみはら生物多様性ネットワークの会報紙を 2回発行しました。また、生物

多様性に関する動画を作成しました。 

 

具体的事業 （公財）相模原市まち・みどり公社への支援 

事業の概要 

都市緑化の推進や緑化意識の向上のための事業に取り組むとともに、市民・事

業者・行政など多様な主体と連携を図り、更なる緑化意識の普及・啓発やボラン

ティアの育成、支援等を行っている（公財）相模原市まち・みどり公社に対し、

本市からの財政支援を実施する。 

R3 取組状況 
緑化の普及啓発、都市緑化推進、みどりの情報発信、みどりのまちづくり担い

手育成・支援、森づくりの推進及び保全に関する事業を支援しました。 

 

具体的事業 中道志川トラスト協会への支援 

事業の概要 

・道志川を未来の世代に末永く継承するため、自然との共生の象徴として、あゆ

と清流の復活を目指す様々な活動を行い、道志川の水質保全及び河川美化を図

ることを目的とした事業に対して支援を行う。 

・稚鮎の放流、河川美化活動、自然体験事業及び啓発活動等を実施する。 
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R3 取組状況 

清流の象徴「鮎」が生き生きと回遊する川の復活を目指し河川環境向上に取り

組みました（稚鮎・成魚混合放流約 17,000 匹相当、河川美化活動）。 

なお、令和 3（2021）年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により、体験事

業の実施及び各イベントでの啓発活動は中止しました。 

 

○その他 

具体的事業 市民活動のサポート 

事業の概要 

・市民活動を支援するため、平成 14(2002)年 10 月から市民活動サポートセンター

事業を実施する。 

・市民が安心してボランティア活動等を行えるよう、「市民活動サポート補償制

度」により支援する。 

R3 取組状況 

市民活動サポートセンターを運営し、団体運営に役立つ講座の実施など、市民

活動団体への支援を行いました。また、市民が安心してボランティア活動等を行

えるよう、「市民活動サポート補償制度」により支援しました。 

【講座実施回数】19 回 

【参加人数】100 名 

 

具体的事業 市民ファンドゆめの芽 

事業の概要 

平成 20(2008)年度から、市内で社会貢献活動を行う市民活動団体の活動を財政

的に支援し、市民活動のより一層の活性化を図ることを目的とした「市民ファン

ドゆめの芽」を運営する。 

R3 取組状況 

環境保全活動を行う団体を含む市民活動団体に対し、令和 3（2021）年度実施事

業への助成を行いました。 

【交付団体】18 団体（うち環境保全活動を行う団体 5団体） 

【交付額】1,974,500 円（うち環境保全活動を行う団体 605,000 円） 

※交付団体数、交付額は、交付決定時のもの。 

 

具体的事業 街美化アダプト制度 

事業の概要 

公園、緑地、道路、河川敷などの美化活動を市民が自発的に行い、市が活動を

支援する制度。市民と市が役割を分担し、両者の合意に基づき、継続して花植え

や清掃などの美化活動を進める。 

R3 取組状況 
公園、緑地、道路、河川敷などの美化活動を市民が自発的に行い、市が活動を

支援しました。 
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具体的事業 地域活性化事業交付金 

事業の概要 
幅広い層の市民の参加と協働による地域の活性化を目指し、市民の自主的な課

題解決に取り組む事業に対して地域活化事業交付金を交付する。 

R3 取組状況 
市民の自主的な課題解決に取り組む事業に対して地域活性化事業交付金を交付

しました。環境保全に資する事業への交付は 5件でした。 

 

イ 人材育成及び教材開発・提供事業の登録及び情報提供 

○地球温暖化対策 

具体的事業 「COOL CHOICE」の推進【再掲】 

事業の概要 
温暖化対策に資するあらゆる「賢い選択」「COOL CHOICE」に賛同するととも

に、国民運動の普及促進のため、市内一円で啓発事業を実施する。 

R3 取組状況 

 令和 3（2021）年度は下記について実施しました。 

○イベントによる普及啓発 

・オンラインによる「さがみはら地球温暖化防止フォーラム」の開催 

（広げよう!72 万人の COOL CHOICE‼） 

・「＃COOL CHOICE さがみはら わたしの COOL CHOICE フォト投稿キャンペーン」

の実施 

〇広報紙等を活用した啓発 

・こどもタウンニュース特別号「さがみはらクールチョイス NEWS」の発行 

・地域コミュニティを対象とした啓発キャラバンの実施 

・地域情報紙を活用した啓発情報の発信 

〇相模原市 COOL CHOICE 特設ページ「相模原からアクションを起こそう!」による

情報発信 

○啓発動画の放映（SNS、市役所本庁舎で既存動画を放映） 

○塵芥車へのマグネット広告掲出 

○通年で使用する啓発ツール（パネル・ポスター）の制作・活用、横断幕の掲出 

 

具体的事業 市内小・中学校への太陽光発電設備の設置 

事業の概要 
次世代を担う子どもたちの環境教育に活用するとともに、市民への啓発効果を

高めるため、市内の小・中学校へ太陽光発電設備を設置する。 

R3 取組状況 
令和 3（2021）年度末現在で延べ 23 校（小学校 19 校、中学校 4校、全体の約

22％）に設置しています。※令和 3（2021）年度の新規設置はありません。 
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具体的事業 
さがみはら地球温暖化対策協議会のイメージキャラクターを活用した 

普及啓発 

事業の概要 

さがみはら地球温暖化対策協議会のイメージキャラクター 

である、「さがぼーくん」を活用して市内のイベントに参加し、 

キャラクターや展示物を通して、地球温暖化防止を啓発する。 

R3 取組状況 
9 月～3月までの間、塵芥車へのマグネット広告掲出（マイバッグ推進）を行い

ました。 

 

具体的事業 環境情報センターにおける温暖化防止に係る環境学習や環境活動の実施 

事業の概要 
環境情報センターの環境学習事業において省エネ、節電といったテーマで講座

や工作教室などを催し、普及啓発を行う。 

R3 取組状況 

環境情報センターにて環境学習講座や展示を実施しました。 

【実施回数】19 回 

【参加人数】259 人 

 

具体的事業 下水道に関するまちかど講座 

事業の概要 

・下水道について市民、団体を対象に「まちかど講座」を実施する。 

・平成 27（2015）年度からは、講座に「みんながわかる浸水被害対策」を追加

し、近年多発する局地的集中豪雨等による浸水被害の増加に伴い、市ではどの

ような施策を行っているのか、地域や家庭ではどのような対策ができるのかと

いったことについて、講座を実施する。 

R3 取組状況 

「下水道を知ろう／みんながわかる浸水被害対策」をテーマに講座を実施しま

した。 

【実施回数】1回 

【参加人数】10 人 

 

○資源循環の推進 

具体的事業 

ごみ分別アプリ、市ホームページ、動画等の電子媒体を活用した情報発信

の推進【再掲】 

不用品の情報交換ができる民間の電子掲示板等との連携の検討【再掲】 

事業の概要 

・SNS 等を用いた情報発信を継続する。 

・民間事業者等との連携について、他都市事例を調査し、本市における実施の可

能性を検討する。 
  

さがぼーくん 
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R3 取組状況 

ごみ分別アプリ、市ホームページでの情報提供を行うとともに、SNS（Twitter）

で、その日に関連するごみの分別の方法等を「毎日シゲンジャー」として発信しま

した。 

また、LINE 公式アカウントの「自動応答メッセージ機能」を活用し、ごみの分

別方法の案内や情報発信を行いました。 

 

具体的事業 
ごみ排出ルールの周知・啓発【再掲】 

ごみ・資源集積場所のルールの徹底【再掲】 

事業の概要 

・新型コロナウイルスに感染の恐れのある家庭系ごみの排出方法を含め、さまざ

まな媒体やイベント等の機会を通じて、ごみの排出ルールの周知・啓発を検討

する。 

・民間イベントへの出店等、幅広い機会を捉えた啓発活動を検討する。 

・ごみ・資源集積場所における早朝啓発について、感染症対策を検討し、実施す

る。 

R3 取組状況 

家庭から排出されるごみ・資源の分別方法や排出方法、収集曜日を詳しく説明

した冊子「ごみと資源の日程・出し方」及び「ごみと資源の日程・出し方外国語

版」（英語、中国語、韓国語、スペイン語、タガログ語、クメール語（※）、タ

イ語（※）、ベトナム語（※））を市内転入者や希望者への配布、市ホームペー

ジへの掲載を行いました。（※市ホームページへの掲載のみ） 

また、分別サイトや分別アプリ、Twitter や LINE アカウントを活用した SNS で

の情報発信により、ごみの排出ルールについて広く周知・啓発に努めました。 

なお、各種イベントへの出展等については、新型コロナウイルス感染症の影響

により中止しました。 

 

具体的事業 

継続的な環境教育の推進【再掲】 

学校や企業への出前講座の拡大【再掲】 

若い世代を対象としたワークショップ等の実施【再掲】 

事業の概要 

・小学校等における出前講座を継続して実施する。 

・自治会、公民館等における相談会を実施する。 

・企業等における出前講座について検討する。 

・ワークショップの開催に向けて検討する。 

R3 取組状況 

小学校等における出前講座の実施により、ごみの減量化・資源化についての意識

啓発を図りました。 

 参加者 回数 

小学校等出前講座 5,213 人 65 校 

保育園・幼稚園出前講座 2,372 人 23 園 

その他出前講座 10 人 1 回 

 

https://www.city.sagamihara.kanagawa.jp/kurashi/1026489/recycle/1026493/katei/1008347.html
https://www.city.sagamihara.kanagawa.jp/kurashi/1026489/recycle/1026493/katei/1008347.html
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○水とみどり・生物多様性の保全・活用 

具体的事業 自然環境観察員制度【再掲】 

事業の概要 

身近な自然環境の調査により、自然環境に対する関心の向上や環境保全意識の

高揚を図るとともに、自然を監視・保全していくための基礎資料を継続的に集積

するための市民ボランティアによる制度。 

R3 取組状況 

市民ボランティアによる身近な自然環境の調査、記録を実施しました。 

【令和 3（2021）年度末の在籍人数】96 人 

【全体テーマ調査】「タンポポの分布調査」 

【専門調査】「植物」「野鳥」「湧水環境」 

※河川生物相調査は新型コロナウイルス感染症の影響により中止しました。 

【環境学習セミナーの実施】（実地、オンライン） 

 

具体的事業 生物多様性シンポジウムの開催 

事業の概要 
さがみはら生物多様性ネットワークとの共催により生物多様性に関する情報交

流の機会を創出するため生物多様性シンポジウムを開催する。 

R3 取組状況 

令和 3（2021）年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により中止しました。 

※代替事業として、生物多様性動画「外来種ってワルモノなの！？～相模原の生物

多様性と外来種問題～」を作成し、3月から YouTube にて配信を行っています。 

 

具体的事業 生物多様性ポータルサイトの運営【再掲】 

事業の概要 
平成 27(2015)年度に相模原市ホームページ内に開設した生物多様性ポータルサ

イトを更新し、生物多様性に関する情報提供を行う。 

R3 取組状況 
生物多様性ポータルサイトでイベント案内や活動紹介、生物多様性クイズ等を

更新し、生物多様性に関する情報発信を行いました。 

 

 

 

分別戦隊シゲンジャー銀河 ©相模原市 レモンちゃん ©相模原市 

https://www.city.sagamihara.kanagawa.jp/kurashi/1026489/kankyo/1026504/seibutsu/index.html
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具体的事業 「木育」の推進 

事業の概要 市内の森林や木材を利用した「木育」を推進する。 

R3 取組状況 

市内小学校の学習机の天板を、さがみはら津久井産材製のものと交換しました。 

【実施校】8校 

【交換枚数】892 枚 

※森林インストラクター講話は新型コロナウイルス感染症の影響により中止しま

した。 

 

具体的事業 森づくりボランティア養成事業  

事業の概要 

ボランティア活動への理解を深め、森づくりを継続的に担う人材を養成するため

「森づくりボランティア講座」（（公財）相模原市まち・みどり公社の自主事業）

を実施する。 

R3 取組状況 

森づくりボランティア講座として下記の講座を実施しました。 

○「県民参加の森林づくり講座」(除伐) 

【実施回数】2回 

【参加人数】13 人 

※刈払機取扱作業者安全衛生教育講習については、新型コロナウイルス感染症の

影響により中止しました。 

 

具体的事業 森林に関わる組織のネットワーク化と情報発信の推進【再掲】 

事業の概要 

市ホームページの「さがみはら森林情報館」の管理・更新を通じて市民に情報

提供を行うとともに、協働事業で作成した「森林ボランティア入門ガイド」で

は、森林に関わる組織の交流のための場を設けるなど、情報発信と情報共有化に

取り組む。 

R3 取組状況 
「さがみはら森林情報館」や、さがみはら津久井産材利用拡大協議会のホーム

ページの管理・更新を通じて、市民に情報提供を行いました。 

 

具体的事業 森林の豊かな自然を活用した学習活動等の実施 

事業の概要 
市内と市外の小学校（各 1校）が交流を行いながら山林の役割や林業について

学ぶ「学校交流事業」の支援を行う。 

R3 取組状況 令和 3（2021）年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により中止しました。 

 

具体的事業 里山保全活動の担い手の育成【再掲】 

事業の概要 
農林地の保全や里山体験学習を行う里地里山活動団体に対して、財政支援を実

施する。 

https://www.city.sagamihara.kanagawa.jp/kurashi/1026489/kankyo/1026504/shinrin/index.html
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R3 取組状況 

協定農地等の保全、里山体験学習に対する支援を実施しました。 

里地里山活動団体 実施回数 参加人数 

小松・城北 10 回 600 人 

篠原の里 38 回 328 人 
 

 

○環境リスクの管理（大気環境、土壌汚染の防止等） 

具体的事業 エコドライブの普及啓発【再掲】 

事業の概要 
市内のイベントにおいて、エコドライブシミュレータによるエコドライブ体験

及び啓発物品の配布等によるエコドライブ普及啓発活動を実施する。 

R3 取組状況 
 市内のイベント及び市施設等において、エコドライブ啓発動画の放映等による普

及啓発を実施しました。 

 

具体的事業 環境監視体制の充実と市民への情報提供の促進 

事業の概要 
さがみはら環境まつりにおいて、水質事故及び光化学スモッグに係る展示ブー

スを出展し、市の取組の紹介及び啓発活動を実施する。 

R3 取組状況 令和 3（2021）年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により中止しました。 

 

具体的事業 化学物質セミナーの開催【再掲】 

事業の概要 
事業者による化学物質の排出削減対策と環境リスクの低減を推進するために、

化学物質セミナーを開催する。 

R3 取組状況 令和 3（2021）年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により中止しました。 

 

○その他 

具体的事業 小中学校等における環境教育の取組推進 

事業の概要 
環境に対して豊かな感受性、実践的な行動力をもつ児童・生徒の育成をめざ

し、各学校において、環境教育の充実を図る。 

R3 取組状況 
学校生活及び各教科等の教育活動において、環境教育との関連を意識した授業

や活動を行いました。 

 

具体的事業 エコネットの輪におけるプログラムの提供 

事業の概要 
市民活動団体、事業者、大学、行政等から環境学習プログラムや環境情報の提

供を受け、学校や地域で行なわれる環境学習及び環境活動をサポートする。 

R3 取組状況 
市民活動団体、事業者、大学、行政から提供のあった環境学習講座をプログラ

ム集「エコネットの輪」として発行するとともに仲介を実施しています。 
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【登録団体】99 団体（110 プログラム） 

【実施回数】15 回 

【参加人数】370 人 
  

 

具体的事業 小学生用の環境啓発冊子の作成 

事業の概要 

市内全小学校等の 4年生を対象に、環境保全啓発のパンフレットとして、SDGs

の視点を取り入れ、学校教材としても活用しやすい「～エコチャレンジ さがみ

はら～みんなといっしょに ECO 探検！」を作成し、配布する。 

R3 取組状況 

令和元（2019）年度に作成した冊子をベースに、時点修正等を反映し増刷し、

市内全小学校等の新 4年生を対象に 3月に配布しました。 

【配布先】74校 

【作成部数】6,400 部 

 

 

 

 

 

 

 

具体的事業 こどもエコクラブ 

事業の概要 

「こどもエコクラブ」は、幼児（3歳）から高校生までの子どもたちが取り組む

エコな活動を応援するクラブであり、家庭や学校、地域でグループを作って、自

然観察やリサイクル活動などメンバーの関心のあることについて取り組む。（事

務局は環境情報センター） 

R3 取組状況 

 令和 3（2021）年度は下記のとおりとなりました。 

【在籍クラブ数】47 

【会員数】162 人 

○交流会の実施 

・第１回交流会(12 月)：20 グループ（大人 15 人、子供 18人）参加 

※第 2回交流会は 3月に開催予定でしたが、新型コロナウイルス感染症の影響に

より中止しました。 

 

具体的事業 市民大学による環境学習の機会の提供 

事業の概要 

社会の諸課題や身近な生活課題などに関する市民の学習ニーズに応えるため、 

座間市及び高等教育機関と連携して市民大学を開講することにより、学習機会を提

供する（相模原市・座間市内に在住／在勤／在学の 15才以上の方なら誰でも受講 

～エコちゃれんじ さがみはら～ 

みんなといっしょにＥＣＯ探検！ 
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できる）。 

R3 取組状況 

令和 3（2021）年度は、「地球規模の危機について考える：コロナ禍・温暖化を

経て」講座を開催しました。 

【実施回数】1回 

【参加人数】38 人 

 

具体的事業 持続可能な地域づくりのための学習等 

事業の概要 
現代的・社会的な課題に対して、自主的・主体的に取り組み持続可能な地域づ

くりの担い手となる人材の育成に向け、学習機会を提供する。 

R3 取組状況 

令和 3（2021）年度は公民館２館で事業を実施しました。 

【実施回数】4回 

【総参加人数】64人 

○実施した主な取り組み 

・家庭ゴミ減らしてみませんか～コンポストリサイクル～  

・エコロジー講座「学ぼう！作ろう！エコラップ」 

 

具体的事業 公民館の地域での環境教育・学習の推進 

事業の概要 
公民館では地域課題解決のため、学習や文化・スポーツなどの活動のほか、地

域づくりの拠点として、環境教育・学習を含めた様々な事業を実施する。 

R3 取組状況 

令和 3（2021）年度は公民館 10 館で事業を実施しました。 

【実施回数】19 回 

【総参加人数】446 人 

○実施した主な取り組み 

・鈴虫の配布 

・布ぞうり作り教室 

・江戸時代の SDGs に学ぶ～お付き合いの知恵とエコ生活～ 

・クリスマス実験 

・環境講座「プラスチックごみ問題」 

・環境教室「ソーラーランタンを作ろう」 

・食品ロス削減について考える 

・自然観察にチャレンジ 

・フードロスを無くそう！～食品を無駄なく正しく使うには～（高齢者学級の 1

コマ） 

・花壇等の草取り、養生及び花植え作業 

・おもしろサイエンス実験室 
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具体的事業 生涯学習まちかど講座の開催 

事業の概要 
市民等で構成された団体等からの求めに応じ、当該団体等が主催する学習会等

に市職員が出向き、市政の説明や専門知識を伝える講義・講習等を行う。 

R3 取組状況 

令和 3（2021）年度は「分別の達人養成講座」を実施しました。 

【実施回数】3回 

【参加人数】50 人 

 

具体的事業 博物館において実施する環境関連事業 

事業の概要 博物館において、環境教育・学習を含めた様々な事業を実施する。 

R3 取組状況 

夏季には緊急事態宣言の発出に伴う休館時期があったため、いくつかの企画展

の開催期間が短縮となりましたが、ミニ展示や動画配信などにも積極的に取り組

み、生物・地質・天文分野の事業を実施しました。 

【実施回数】20 回 

【参加人数】73,711 人 

※実施回数には、企画展・ミニ展示等は、開催日数にかかわらず、それぞれを１

回としてカウントして加えています。 

※参加人数には、企画展観覧者のほか、期間中の入館者を参加人数とするミニ展

示及び動画配信の視聴回数も含みます。 

※実施回数及び参加人数には、ウ『体験の機会の場の認定・提供』（P96）に掲載

の「生きものミニサロン」も含みます。 

 

具体的事業 市の事業活動における環境負荷の低減及び環境配慮行動の推進 

事業の概要 

事務事業の実施にあたり、環境負荷の低減を図ることを目的に「相模原市環境

方針」を定めるとともに、職員が環境配慮のために取り組む事項について、「相

模原市職員環境配慮行動指針」を定め、各課・機関の自主的な取組を推進する。 

R3 取組状況 
各課で「環境配慮推進員」を選任し、所属毎に毎月のコピー機の使用枚数や公

用車・自転車の利用回数等の報告を実施しました。 

 

ウ 体験の機会の場の認定・提供 

○地球温暖化対策 

具体的事業 メガソーラーパーク施設見学 

事業の概要 
市民や事業者向けの見学会を実施し、再生可能エネルギーの普及啓発や環境教

育を行う。 

R3 取組状況 

令和 3（2021）年度は新型コロナウイルス感染症の影響により休止していた見学

会を再開しました。（団体限定） 

【見学会開催日数】2日 
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 【参加人数】95 名 

 

○資源循環の推進 

具体的事業 

継続的な環境教育の推進 【再掲】 

学校や企業への出前講座の拡大 【再掲】 

若い世代を対象としたワークショップ等の実施 【再掲】 

事業の概要 

・小学校等における出前講座を継続して実施する。 

・自治会、公民館等における相談会を実施する。 

・企業等における出前講座について検討する。 

・ワークショップの開催に向けて検討する。 

R3 取組状況 

小学校等における出前講座の実施により、ごみの減量化・資源化についての意

識啓発を図りました。 

 参加者 回数 

小学校等出前講座 5,213 人 65 校 

保育園・幼稚園出前講座 2,372 人 23 園 

その他出前講座 10 人 1 回 
 

 

○水とみどり・生物多様性の保全・活用 

具体的事業 河川美化活動の推進 

事業の概要 
豊かな水生生物を育む水辺環境の保全のため、相模川クリーン作戦など市民主

体による河川美化活動を実施する。 

R3 取組状況 

○中道志川トラスト協会河川美化活動（中道志川トラスト協会事業として実施） 

【実施回数】2回 

【参加人数】14 人（役員のみ） 

【収集ゴミ】6月：約 20kg、10 月：約 60kg 

※「相模川クリーン作戦」及び「境川クリーンアップ作戦」は、新型コロナウイ

ルス感染症の影響により中止しました。 

 

 

中道志川トラスト協会河川美化活動の様子 
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具体的事業 丹沢大山クリーンキャンペーンの実施  

事業の概要 
丹沢大山クリーンピア 21事業の一環として、緑区鳥屋の林道で清掃活動、鳥居

原ふれあいの館でごみ持ち帰りの啓発活動を実施する。 

R3 取組状況 令和 3（2021）年度は新型コロナウイルス感染症の影響により中止しました。 

 

具体的事業 児童・生徒の環境教育の推進 

事業の概要 
児童、生徒に対して、森林・林業について学ぶ環境教育や職業体験教室等を実

施する。 

R3 取組状況 

令和元年東日本台風により、（仮称）相模原市市民の森予定地の石老山が被災

し事業が行えないため、10 月に 1回、3月に 2回開催されたアリオ橋本「森フェ

ス」に参加し、さがみはら津久井産材の間伐材を使ったワークショップや間伐材

ブロック展示などを行いました。 

【実施回数】3回 

【総参加者数】300 人 

 

具体的事業 市民主体による環境教育の推進 

事業の概要 
（仮称）相模原市市民の森の活動を通じて、市民や活動団体等が主体的に行う

森林を活用した体験活動や交流活動を促進する。 

R3 取組状況 

令和元年東日本台風により、（仮称）相模原市市民の森予定地の石老山が被災

し事業が行えないため、10 月に 1回、3月に 2回開催されたアリオ橋本「森フェ

ス」に参加し、さがみはら津久井産材の間伐材を使ったワークショップや間伐材

ブロック展示などを行いました。 

【実施回数】3回 

【参加者数】10 月：100 名、3月：計 200 人 

 

具体的事業 広域トレイルネットワークの形成と散策路・遊歩道の整備 

事業の概要 

広域トレイルネットワークを形成するために、広域連携として多摩・三浦丘陵

に位置する 13市町で組織する「多摩・三浦丘陵の緑と水景に関する広域連携会

議」に参画し、事業を実施する。 

R3 取組状況 ウォーキングラリーについては開催を見送ることとなりました。 

 

具体的事業 相模川ふれあい科学館 アクアリウムさがみはらの管理運営 

事業の概要 
平成 26（2014）年にリニューアルオープンした相模川ふれあい科学館 アクアリ

ウムさがみはらの管理運営を通し、より相模川に親しめる場を提供する。 
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R3 取組状況 

新型コロナウイルス感染症の影響により、8～9月に休館しましたが、再開後は

人数制限の上、市民に鑑賞の場を提供しました。 

【来場者数】176,404 人 

 

具体的事業 相模川フィールドミュージアム構想の推進 

事業の概要 

相模川流域の自然、住民などを含めた川沿いをまるごと野外博物館にし、流域

市民の相模川への関心を高め、地域を活性化させるとともに、生涯学習の場、地

域交流の場として発展させる構想。 

R3 取組状況 

田植え、稲刈り体験を開催しました。また、相模川におけるフィールドワーク

を開催しました。 

【実施回数】13 回 

【参加人数】539 人 

 

具体的事業 上下流域自治体間交流事業 

事業の概要 

・神奈川県の水源であるやまなみ五湖の水を水道水として利用している市町の住

民を対象とした体験交流事業。 

・本市は水源地域市として、中道志川にてあゆ友釣り、川の自然観察、竹細工及

び鮎の塩焼き等郷土料理試食などの体験教室を実施する。 

・中道志川トラスト協会主管事業。 

R3 取組状況 令和 3（2021）年度は新型コロナウイルス感染症の影響により中止しました。 

 

具体的事業 夏休み環境教室の実施支援 

事業の概要 

川の自然観察、川魚摑取り、竹細工体験及び郷土料理試食等の生活文化体験プ

ログラムによる上流部水源地域の体験学習事業（上流域団体「中道志川トラスト

協会」及び下流域団体「相模原の環境をよくする会」の連携事業）。 

R3 取組状況 令和 3（2021）年度は新型コロナウイルス感染症の影響により中止しました。 

 

具体的事業 中道志川あゆまつり実行委員会への支援 

事業の概要 

・より良い河川環境づくりへの参加と交流・体験の場としてのイベントを通じ、

多くの人々に道志川とふれあう機会を提供するとともに、地域の魅力の向上と

活性化を図ることを目的とした事業に対し支援を行う。 

・川の自然観察等体験教室、鮎の塩焼き等郷土料理試食、各種環境美化啓発等を

実施する。 

R3 取組状況 令和 3（2021）年度は新型コロナウイルス感染症の影響により中止しました。 
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具体的事業 
相模川自然の村野外体験教室及びふじの自然体験教室における体験学習

の推進 

事業の概要 
市内小・中学校等や青少年団体の自然体験や農業体験を通して、環境教育及び

環境学習を推進し、豊かな人間性や社会性などを育成する。 

R3 取組状況 

令和 3（2021）年度は新型コロナウイルス感染症の影響により、市内小・中学校

等については利用計画の変更を柔軟に対応し、青少年団体については受入れを 3

月 25日まで休止しました。 

【参加人数】 

・相模川自然の村野外体験教室：32,957 人 

・ふじの自然体験教室：8,330 人 

 

具体的事業 若あゆ食農体験デー 

事業の概要 
市内の小・中学生とその保護者を対象に、田植えや稲刈りなどの体験を通し

て、農業の知恵や工夫、食物やいのちの大切さを学ぶ機会とする。 

R3 取組状況 令和 3（2021）年度は新型コロナウイルス感染症の影響により中止しました。 

 

具体的事業 生きものミニサロン【再掲】 

事業の概要 

毎月 1回、定例で約 30分間の野外におけるミニ観察会や、室内でのレクチャー

を行う。身近な自然を素材にした工作など、体験型の自然観察会を中心に実施す

る。 

R3 取組状況 

8 月～9月は緊急事態宣言の発出に伴う休館中であったため中止しましたが、そ

れ以外の月は感染防止対策を徹底し、博物館敷地内の野外で実施しました。 

【実施回数】11 回 

【参加人数】214 名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生きものミニサロン開催の様子 
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○その他 

具体的事業 環境教育等に係る体験の機会の場の認定制度 

事業の概要 

自然体験活動その他の体験活動を通じて環境の保全についての理解と関心を深

めるため、土地又は建物の所有者等が、土地又は建物を自然活動等の体験の場と

して提供し、一定の基準を満たす場合、「体験の機会の場」として市長の認定を

受けることができる制度。 

R3 取組状況  制度について、市ホームページでの周知を行いました。 

 

具体的事業 みんなの消費生活展 

事業の概要 

消費者団体や企業・学校などが展示等を行い、消費者に「消費生活に必要な情

報」を提供し、消費者が確かな知識や判断力を身に付け、情報を正しく理解し、

適切な行動ができる「自立した消費者」となるためのきっかけの場とする。 

R3 取組状況 

出展団体が、フードドライブや地産地消、間伐木材を活用した事例など、SDGs

をはじめとした消費生活に関する情報を発信するイベントですが、令和 3（2021）

年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により中止しました。 

 

具体的事業 相模原市オリジナル SDGs カードゲームの実施 

事業の概要 
市内の小中学校等において、循環型社会やパートナーシップの重要性を学ぶこ

とのできるカードゲームを活用し、授業を実施しているもの。 

R3 取組状況 

小中学校等において、職員が出向いてカードゲームを使った授業を実施したほ

か、教員に使い方を指導したうえでカードゲームの貸出を行い、40箇所で活用さ

れました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

具体的事業 若あゆスターフェスティバル 

事業の概要 
市内の小・中学生とその保護者を対象に、天体望遠鏡での星空観察などの体験

を通して、星や宇宙、自然現象への興味関心を高める機会とする。 

R3 取組状況 令和 3（2021）年度は新型コロナウイルス感染症の影響により中止しました。 

相模原市オリジナル SDGs カードゲーム 
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エ 各主体間の協働取組の在り方の検討（パートナーシップの活性化） 

○地球温暖化対策 

具体的事業 九都県市の地球温暖化対策特別部会における普及啓発事業 

事業の概要 

九都県市首脳会議（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、横浜市、川崎市、千

葉市、さいたま市、相模原市の首長で構成）と連携して、地球温暖化対策に係る

普及啓発活動を実施する。 

R3 取組状況 

令和 3（2021）年度は下記の事業を実施し、九都県市の住民や事業者に対し地球

温暖化対策に向けた取組を推進しました。 

○「エコなライフスタイルの実践・行動キャンペーン」（通年） 

○九都県市省エネ家電買替キャンペーン（10 月～12 月）【再掲】 

○みんなで一緒に自然の電気キャンペーン（10月～1月）【再掲】 

○ホームページを活用した情報提供（通年） 

 

具体的事業 相模原市地球温暖化対策推進会議 による施策の評価・検証 

事業の概要 

学識経験者、市民、事業者、関係団体の代表者で構成される相模原市地球温暖

化対策推進会議において、地球温暖化対策に関する重要な事項について、市長の

諮問に応じて調査審議し、その結果を答申し、又は意見を建議する。 

R3 取組状況 

令和 3（2021）年度は、主に以下の議題について推進会議を 5回実施しました。 

・さがみはら脱炭素ロードマップの策定について 

・「相模原市再エネ導入目標」策定に向けた調整結果について 

・地球温暖化対策計画実施状況報告書について 

※新型コロナウイルス感染症の影響により、会場とオンラインの併用開催としま

した。 

 

○資源循環の推進 

具体的事業 

マイバッグ、マイ箸、マイボトル等の利用促進【再掲】 

マイバッグ・マイボトル利用時の割引やポイント付与等、事業者への働き

かけの強化【再掲】 

レジ袋削減や簡易包装導入など、事業者への働きかけの強化【再掲】 

事業の概要 

・マイバッグ、マイ箸、マイボトルの利用促進について、「ごみと資源の日程・

出し方」への掲載や、駅頭キャンペーン等啓発を検討する。 

・市が実施するイベントと合わせた新たなマイバッグ、マイ箸、マイボトルの利

用促進方法を検討する。 

・レジ袋のさらなる削減を目的とした取組（呼びかけ等）を行っている店舗を対

象とした「相模原市レジ袋削減協力店」の登録数を増やすとともに、レジ袋削

減を目的とした、市と相模原市レジ袋削減協力店との協働事業の実施に向けた 
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 取組を進める。 

R3 取組状況 

プラスチックごみが環境に与える影響やマイボトル・マイバッグの利用につい

て、市ホームページに掲載し、周知を行いました。 

マイ箸、マイボトルの利用促進について、「ごみと資源の日程・出し方」に掲

載しました。 

 

具体的事業 市内の循環に向けたフードドライブの推進【再掲】 

事業の概要 
フードドライブの常設窓口増設の検討、各イベントの開催及び出展時における

フードドライブの実施を継続し、回収した食品を市内フードバンクに提供する。 

R3 取組状況 

次のとおりフードドライブを実施しました。 

【受付場所】市役所本庁舎（資源循環推進課事務室）、橋本台リサイクルスクエ

ア、麻溝台リサイクルスクエア、津久井クリーンセンター（令和 3（2021）年１

月より実施） 

【受入件数】1,830 件 

【受入重量】約 2,606 ㎏ 

回収した食品はフードバンクへ提供するとともに、子ども・若者未来局が主催

する市内在住・在学の大学生に対する食材支援や、子育て家庭を対象とした食材

支援事業にも提供しました。 

 提供数量 総重量 

フードバンク 8,172 点 約 2,328kg 

学生支援 1,148 点 約 229 ㎏ 

子育て支援 200 点 44 ㎏ 
 

 

具体的事業 「集団資源回収」のＰＲの強化及び実施団体の支援【再掲】 

事業の概要 
地域における各種団体の自主的な資源回収を促進し、ごみの減量化と資源の有

効利用を推進するため、実施団体に奨励金を交付して支援する。 

R3 取組状況 

子ども会など地域の団体が自主的に行う資源回収活動に対して奨励金を交付し

ました。  

【実施団体】260 団体 

【回収量】3,087ｔ 

【奨励金額】7円／㎏ 
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具体的事業 

自治会、廃棄物減量等推進員を始めとした関係団体との連携強化 【再掲】 

市民・事業者などによる環境美化活動の情報の発信 【再掲】 

若い世代の美化活動への参加促進 【再掲】 

2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会を契機としたイベント時の啓

発活動の推進 【再掲】 

事業の概要 

・きれいなまちづくりの日キャンペーンやまち美化・路上喫煙防止合同キャンペ

ーン実施により、地域における清掃活動等の活性化を図る。 

・相模原市美化運動推進協議会が実施している小中学生を対象とした美化ポスタ

ー・美化標語コンクールへの支援、保育園等におけるキャンペーンの実施に向

けての調整を行う。 

・東京オリンピック自転車ロードレースや東京オリンピック・パラリンピック競

技大会関連事業においてポイ捨て禁止の周知や啓発物品の配布を行う。 

R3 取組状況 

きれいなまちづくりの日キャンペーン、まち美化・路上喫煙防止合同キャンペ

ーン、東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会関連事業は新型コロナウ

イルス感染症の影響により中止しました。また、相模原市美化運動推進協議会が

実施している美化ポスター・美化標語コンクールを支援しました。 

【美化ポスター応募作品数】813 点（最優秀賞 3点 優秀賞 15 点） 

【美化標語応募作品数】636 点（最優秀賞 3点 優秀賞 6点） 

 

○水とみどり・生物多様性の保全・活用 

具体的事業 生垣、屋上・壁面・駐車場緑化の奨励金交付事業【再掲】 

事業の概要 
生垣設置、屋上・壁面・駐車場緑化に取り組む市民などに対し、（公財）相模

原市まち・みどり公社と連携して、奨励金を交付する。 

R3 取組状況 

民間施設等への緑化の助成を（公財）相模原市まち・みどり公社で実施しまし

た。 

【生垣設置】2件 16.3m 

【屋上緑化】1件 136.0 ㎡  

【駐車場緑化】2件 34.0 ㎡ 

 

具体的事業 ホタル団体情報交換会 

事業の概要 
ホタル舞う水辺環境の保全等の活動を行う団体が活動状況や保全方法等に関す

る情報共有を図ることを目的とした情報交換会 

R3 取組状況 令和 3（2021）年度は新型コロナウイルス感染症の影響により中止しました。 
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○環境リスクの管理（大気環境、土壌汚染の防止等） 

具体的事業 他の自治体との連携・交流【再掲】 

事業の概要 
九都県市と連携し、各種課題に対する協議や情報交換、啓発キャンペーンの実

施、関係省庁への要望活動を実施する。 

R3 取組状況 

○大気保全専門部会 

光化学オキシダント及び PM2.5 の低減に向けた原因物質の排出削減等の啓発活

動及び自動車排出ガス対策を 5月から 11 月にかけて実施しました。 

〇エコドライブ WG会議 

啓発動画の作成及び各都県市における動画の放映による啓発活動を実施しまし

た。 

〇規制・流入車・装置 WG会議 

高速道路等での横断幕設置等による啓発活動を 11月に実施しました。 

〇低公害車 WG会議 

各都県市内における指定低公害車の普及台数の調査を実施するとともに、指定

低公害車の排出ガス調査の結果の取りまとめを 3月に行いました。 

〇Ox・PM2.5WG 会議 

夏季 VOC 対策について事業者等に対してリーフレットの配布による啓発等を実

施するとともに、VOC 排出削減対策について国に対して要望を 5月に行いまし

た。 

〇水質改善専門部会 

東京湾の水質改善のための東京湾環境一斉調査を 8月に実施しました。 

富栄養化及び底質の改善のためのデータの収集及び対策について検証した他、

水環境の保全に係る普及啓発を実施しました。 

 

具体的事業 関東地方水質汚濁対策連絡協議会 

事業の概要 

利根川、荒川、多摩川、鶴見川、相模川、那珂川、久慈川、富士川水系等の公

共用水域に係わる水質の実態把握、汚濁の過程の究明、防止・軽減対策の樹立を

行うとともに、水質全般について関係機関の連絡調整を図る。 

R3 取組状況 

令和 2（2020）年度の水質事故状況及び水質事故発生時の状況共有体制について

の情報共有を実施しました。また、利根川荒川水系での水質事故を想定した訓練

を 11月に実施しました。 

 

具体的事業 
関東地方大気環境対策推進連絡会 

微小粒子状物質・光化学オキシダント調査会議 

事業の概要 
関東甲信静地域の 1都 9県 7市にて PM2.5 成分分析の結果を持ち寄り、広域的

な調査や解析を実施する。 

R3 取組状況 解析結果を調査会議ホームページにて公表しました。 
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具体的事業 災害時アスベスト対策支援のための関東ブロック協議会 

事業の概要 
災害時のアスベスト対策に関する情報の共有、相互支援に当たっての行動計画

の検討・策定、同計画に基づく連携・協力体制の構築等を図る。 

R3 取組状況 
災害時アスベスト対策行動計画の作成及び災害時支援可能メニュー等の意見交

換等を 7月と 2月に実施しました。 

 

具体的事業 かながわエコドライブ推進協議会 

事業の概要 
エコドライブ活動の支援等を具体的に展開し、その取組に関する実施計画及び

取組実績等を情報共有する。 

R3 取組状況 
令和 2（2020）年度の取組実績及び令和 3（2021）年度の実施計画等の意見交換

等を 8月に実施しました。 

 

具体的事業 自動車排出 NOx・PM 総量削減計画策定協議会調査部会 

事業の概要 
神奈川県自動車排出窒素酸化物及び粒子状物質総量削減計画に基づき、目標と

すべき削減量等の調査を実施する。 

R3 取組状況 
令和 3（2021）年度の NOx・PM 排出量推計結果等の意見交換等を 10 月に実施し

ました。 

 

○その他 

具体的事業 さがみはら環境まつりの開催 

事業の概要 

・地域で活動する市民、事業者、大学及び行政の協働により開催。 

・大学生等による環境学習体験コーナー、企業・団体等による環境ブース出展、

ステージ企画等、様々な情報を発信する。 

R3 取組状況 

令和 3（2021）年度は新型コロナウイルス感染症の影響により中止しましたが、

「No CO2 November 地球のみんなで地球にいいこと考えよう」と題し、環境ま

つり実行委員会有志や参加団体の協力を得て、環境情報センター事業として環境

学習講座を行いました。 

 

具体的事業 環境教育事業 

事業の概要  包括連携協定を締結している大学等と連携し、環境教育を実施する。 

R3 取組状況 

令和 2（2020）年度に市主催事業として実施した環境学習事業「さがみはらエ

コ・プロちゃれんじ」(環境をテーマにしたプログラミングコンテスト)を引き継

ぎ、青山学院大学主催事業として実施しました。 
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具体的事業 環境審議会等による環境施策等の評価・検証 

事業の概要 

・環境審議会は学識経験者、市内公共的団体、関係行政機関、公募委員で構成され 

環境の保全に関する基本的事項について、市長の諮問に応じて調査審議する。 

・環境基本計画の年次報告書である本書「さがみはらの環境」について報告・審

議する。 

R3 取組状況 
令和 3（2021）年度は、環境基本計画に基づく取組状況の報告を行いました。 

※新型コロナウイルス感染症の影響により、審議会をオンライン開催としました。 

 

具体的事業 協働事業提案制度 

事業の概要 

市民活力が活かせる地域社会の実現に向け、市民と行政がお互いの提案をもと

に、協働して地域課題や社会的課題の解決を図る「協働事業提案制度」を平成

20(2008)年度から運営。 

R3 取組状況 
提案された案件の事業化や効果的な運用に向け、事務局として 6回（件）支援

しました。 

 

具体的事業 他の自治体との連携・交流 

事業の概要 
九都県市や政令指定都市と連携し、各種課題に対する協議や情報交換、啓発キ

ャンペーンの実施、関係省庁への要望活動を実施する。 

R3 取組状況 各種課題に対する情報交換を実施した他、ホームページの更新を実施しました。 

 

（２）今後の方向性 

多様な媒体の活用等により、コロナ禍におけるより効果的な環境学習を推進します。 

また、環境保全団体への活動支援を継続的に行うほか、行政、市民、事業者、環境保全

団体、教育機関など多様な主体との更なる連携等により、環境学習の機会の創出や学習プ

ログラムを充実し、環境を守る担い手の育成を図ります。 
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施策２ 複雑・多様化する環境問題への体制整備 【環境教育等行動計画】 

複雑・多様化する環境問題に対する情報の収集・発信機能などの整備を行い、市民が環境につ

いて有効な情報に触れられるよう取り組んでいます。 

 

（１）令和 3年度の取組状況 

ア 拠点機能整備及び情報の積極的公表 

具体的事業 
環境情報センターの機能の充実 

情報発信基地としての環境情報センターの機能の強化 

事業の概要 

・施設を活用した新たな事業やサービスの実施、施設のより効果的な管理を提

案、実施することにより、施設の活性化や住民サービスを向上させることをね

らいとして、平成 21(2009)年 4月より、指定管理者制度を導入したもの。 

・指定管理者により、環境に関する講座や機関紙の充実、ホームページの改善な

どの取組を推進し、あらゆる主体が環境施策への参加・参画・協働できる環境

を整えるため、環境情報センターを情報収集・発信基地として強化するもの。 

R3 取組状況 

≪環境情報センター事業実績≫ 

〇開所日数 

 301日(うち48日は新型コロナウイルス感染症の影響により貸室休止) 

〇来場者数  

15,660人（うち有料施設使用人数 7,365人） 

〇自然環境観察員制度事業 

  自然環境観察員制度とは、身近な自然環境の調査により、自然環境に対する関

心の向上や環境保全意識の高揚を図るとともに、自然を監視・保全していくため

の基礎資料を継続的に集積するための市民ボランティアによる制度で、環境情報

センターが事務局を担う。 

【在籍人数】   96人(R4.3末) 

      うち    植物部会 39人  河川生物相部会 21人 

            野鳥部会 38人  湧水部会 15人 

【全体テーマ調査】自然環境観察員全員が取り組む調査 

テーマ  『タンポポの分布調査』 

  実施期間 4月10日～5月10日 

  参加人数 77人 

【専門調査】希望者で行う調査 

実施回数  18回 

参加人数 181人 

【その他事業】 

  4月 第1回 環境学習セミナー(参加人数45人) 

6月 令和2年度活動報告会(参加人数23人) 

9月 第2回 環境学習セミナー(参加人数 8人) 
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  10月 第3回 環境学習セミナー(参加人数12人) 

  11月 第4回 環境学習セミナー(参加人数18人) 

  2月 第5回 環境学習セミナー(参加人数 7人) 

 

〇こどもエコクラブ事業 

 公益財団法人日本環境協会が全国事務局を務める幼児から高校生であれば誰で

も参加できる環境活動クラブで、環境情報センターは相模原市の事務局を担う。 

また、令和 3(2021)年度は、こどもエコクラブの事業への指導・助言を目的とし

て学識経験者・関係省庁・企業・団体等の委員からなる「こどもエコクラブアドバ

イザリー・ボード」のメンバーに、環境情報センターが選出されている。 

【市内在籍クラブ数(R4.3末)】 46クラブ(会員数 157人) 

【事 業】 

12月 第1回交流会(20組(大人15人、子供18人)参加) 

     ※新型コロナウイルス感染症の影響により第2回交流会は中止 

 

〇事業協力者登録制度「エコネットの輪」事業 

 市民活動団体、事業者、大学、行政が有する環境学習プログラムや環境情報等

を収集し、プログラム集の作成及びプログラム利用希望者とプログラム提供者と

の仲介する事業 

【登録団体数】 80団体(R4.3末) 

【プログラム数】90 本(R4.3末) 

 

〇情報発信 

  ホームページの運営、メールマガジン、SNS、FM ラジオ等による情報発信のほ

か、自然環境や環境教育に関する相談へのアドバイス等を実施 

【ホームページ】 

アクセス件数 37,204件(令和3(2021)年度末累計) 

【メールマガジン】 

配信件数 12件 

【ラジオ広報】  

「エフエムさがみ」でのスポット CM ほか 

【SNS 広報】 

 配信件数 96件 

【機関紙「環境情報センターNEWS」】 

 発行部数 42,000部 

【Youtube 動画配信】 

 再生回数 4万回超 登録者数 650人 
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【アドバイス】 

43件 

 

〇環境学習事業 

  地球温暖化対策、資源循環、生物多様性など様々な環境分野の環境学習講座を

市民向けに実施 

 【成 人 向 け】 21講座(参加者数 346人) 

 【小中学生向け】  5講座(参加者数 163人)※一部オンライン講座 

 【親 子 向 け】 20講座(参加者数 729人)※一部オンライン講座 

 

（２）今後の方向性 

環境情報センターの機関紙である「環境情報センターNEWS」の発行回数を増やすとともに、

配布対象を市内小学校 4 年生以上から 3 年生以上へ拡充するほか、ホームページの充実、

SNS の活用などにより、積極的な情報発信を行います。 

また、行政、事業者、環境保全団体等との更なる連携により環境学習事業の充実を図るほ

か、市内で開催される各種イベントに出向き、より幅広い層への環境意識の啓発を行います。 

 

 

施策３ まちづくりにおける環境配慮の促進 

持続可能な社会の構築へ向け、まちづくりにおける環境配慮の取組を一般化（あるいは主流

化）し、環境負荷を低減するため、環境影響評価制度を運用しています。 

 

（１）令和 3年度の取組状況 

ア 環境影響評価制度の充実 

具体的事業 環境アセスメント制度の施行・運用 

事業の概要 

産業及び経済の発展、生活環境の維持及び向上並びに自然環境の保全の調和を

図るため、大規模事業の実施による環境影響を事業者自らが事前に把握し、その

結果を公表して市民、事業者及び行政がそれぞれ意見を出し合い、より環境に配

慮した事業計画とするための制度。 

R3 取組状況 

 令和 3（2021）年 6月に提出され、同年 8月に環境影響評価審査会に諮問した

「（仮称）相模大野 4丁目計画」環境影響評価準備書について、令和 3（2021）年

12 月に答申を受けました。また、令和 4（2022）年 2月には、環境影響評価書を

受理しました。 

 

（２）今後の方向性 

環境アセスメント制度について、パンフレットやホームページなどを活用して周知を進めます。 

また、相模原市環境影響評価条例を適切かつ効果的に運用するため、これまでの施行状況や

国の環境アセスメント制度の動向を踏まえた点検・見直しを適時適切に行います。 



 

 

あ 
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１ 本市の環境対策の組織体制 
 

１ 環境対策の組織体制 

  令和3年度まで、本市の環境対策の組織体制は、環境経済局の中に環境共生部及び資源循環部

を設置していました。環境共生部は5つの課、資源循環部は10の課及び所属で構成され、環境共

生部では、地域特性や事務の効率性を考慮し、津久井地域の事務を担う津久井地域環境課を設置

していました。 

  令和4年度より、本市の重要施策の更なる推進や新たな行政課題、市民ニーズ等への対応、簡

素で効率的な行政運営の推進のため、特定施策・課題を担当する担当部長を新たに設置するとと

もに、部の統廃合を行いました。その結果、環境共生部は廃止され、新たに脱炭素社会・資源循

環推進担当部長が設置されました。また、2050年の CO2排出量実質ゼロの達成に向け、脱炭素の

まちづくりを推進するため、環境政策課を改組し「ゼロカーボン推進課」を新たに設置しました。 

 

環境経済局の体制（令和3（2021）年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

相 模 原 市 環 境 審 議 会 市     長 

環 境 経 済 局 

環 境 政 策 課 

公 園 課 

水みどり環境課 

環 境 保 全 課 

環 境 共 生 部 

 

資 源 循 環 部 

廃 棄 物 政 策 課 

資源循環推進課 

廃 棄 物 指 導 課 

清 掃 施 設 課 

南 清 掃 工 場 南粗大ごみ事務所 

北 清 掃 工 場 北粗大ごみ事務所 

麻溝台環境事業所 

橋本台環境事業所 

相模台収集事務所 

津久井クリーンセンター 

経 済 部 
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環境経済局の体制（令和4（2022）年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市     長 

環 境 経 済 局 

 

公 園 課 

水みどり環境課 

環 境 保 全 課 

脱炭素社会・資源循環推進担当部長 

 

廃 棄 物 政 策 課 

資源循環推進課 

廃 棄 物 指 導 課 

清 掃 施 設 課 

南 清 掃 工 場 南粗大ごみ事務所 

北 清 掃 工 場 北粗大ごみ事務所 

麻溝台環境事業所 

橋本台環境事業所 

相模台収集事務所 

津久井クリーンセンター 

企業誘致担当部長 

相 模 原 市 環 境 審 議 会 

森 林 政 策 課 

産 業 支 援 課 

農 政 課 

企業誘致推進課 

産業・雇用対策課 

課  

 

 

 

地域経済政策課 

※担当部長が所管する課等 
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２ 相模原市環境審議会の活動 

環境基本法第44条の規定に基づき、本市の環境政策に関する重要事項を審議する機関として 

平成6（1994）年8月に設置されました。 

 

＜ 委員構成 ＞ 

 令和4（2022）年3月31日 時点  

選出区分 委 員 名 所 属 ・ 役 職 備考 

学識経験者 

（8） 

 一色 正男 神奈川工科大学 創造工学部 教授   

 遠藤 治 麻布大学 生命・環境科学部 教授 副会長 

大河内 由美子 
麻布大学 生命・環境科学部 准教授 

（相模原市廃棄物減量等推進審議会委員） 
 

 川久保 俊 法政大学 デザイン工学部 教授  

 田中 充 
法政大学 社会学部 教授 

（相模原市地球温暖化対策推進会議会長） 
会長 

 南部 和香 青山学院大学 社会情報学部 准教授  

山田 とし子 相模女子大学 栄養科学部 教授  

 吉永 龍起 
北里大学 海洋生命科学部 准教授 

（相模原市水とみどりの審議会委員） 
 

市内の 

公共的団体等の 

代表者 

（8）  

 北村 陽子 （特非）さがみはら環境活動ネットワーク会議 理事  

 木村 郁子 さがみはら消費者の会 委員  

 熊谷 弘 相模原市自治会連合会 理事  

小松 秀一 相模原の環境をよくする会 会長  

佐藤 治男 さがみはら津久井森林組合 代表理事組合長  

 根本 敏子 相模原商工会議所 副会頭  

 古屋 伸夫 (特非)かながわ環境カウンセラー協議会 相模原支部長  

 守屋 孝子 相模原市立小中学校校長会 委員  

関係行政機関の職員 

（1） 
 増田 大美 （環境省）関東地方環境事務所 環境対策課長  

公  募 

（3） 

 佐々木 亮一 中央区在住  

 嶌田 秀一 南区在住  

 出口 忠夫 南区在住  

 

＜令和3（2021）年度開催実績（主な議題）＞ 

（第１回）令和3年5月14日 ： 第3次相模原市環境基本計画の進行管理に伴う年次報告書の作成に 

ついて 

              （仮称）脱炭素ロードマップについて 

（第２回）令和4年3月4日 ： 令和2年度さがみはらの環境について 
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＜ 委員構成 ＞ 

 令和4（2022）年11月1日 時点  

選出区分 委 員 名 所 属 ・ 役 職 備考 

学識経験者 

（8） 

 一色 正男 神奈川工科大学 研究推進機構 特命教授  

大河内 由美子 
麻布大学 生命・環境科学部 教授 

（相模原市廃棄物減量等推進審議会委員） 
 

 川久保 俊 法政大学 デザイン工学部 教授  

 髙田 久美子 麻布大学 生命・環境科学部 特任助教  

 田中 充 

法政大学 名誉教授 

法政大学地域研究センター客員教授 

（相模原市地球温暖化対策推進会議会長） 

会長 

 南部 和香 青山学院大学 社会情報学部 准教授  

山田 とし子 相模女子大学 栄養科学部 教授 副会長 

 吉永 龍起 
北里大学 海洋生命科学部 教授 

（相模原市水とみどりの審議会委員） 
 

市内の 

公共的団体等の 

代表者 

（8）  

 斎藤 奈美 （特非）and Advance 副代表理事  

 木村 郁子 さがみはら消費者の会 委員  

 熊谷 弘 相模原市自治会連合会 理事  

小松 秀一 相模原の環境をよくする会 会長  

佐藤 治男 さがみはら津久井森林組合 代表理事組合長  

 選任中 相模原商工会議所  

 古屋 伸夫 (特非)かながわ環境カウンセラー協議会 相模原支部長  

 望月 はる美 相模原市立小中学校校長会 委員  

関係行政機関の職員 

（1） 
 増田 大美 （環境省）関東地方環境事務所 環境対策課長  

公  募 

（3） 

 牛尾 良一 中央区在住  

 小嶋 雅司 中央区在住  

 宍戸 和夫 中央区在住  

 

＜令和4（2022）年度開催実績（主な議題）＞ 

（第１回）令和4年12月7日 ： 会長及び副会長の選出について 

令和4年度さがみはらの環境（相模原市環境基本計画年次報告書）

（令和3年度報告）（案）について 

               

 



113 

 

２ 市民アンケート調査結果について 
 

１ アンケート実施方法・集計結果 

（１）対 象 者：18歳以上の市民から無作為抽出 

（２）対象人数：12,000人（緑区：2,801人、中央区4,530人、南区4,669人） 

        ※ 全市人口に対する各区の人口比で抽出 

（３）実施方法：WEBアンケート形式 

        ※ WEBでの回答が困難な方は、紙のアンケート用紙により回答を依頼した。 

（４）実施期間：令和4年3月1日(火)から3月22日(火)まで（22日間） 

（５）アンケート回答数：回答数2,283件（回収率：19.0%） 

 

 

２ 市民アンケート内容（指標関係抜粋） 

  ～気候変動に伴う影響に備えている市民の割合～【基本目標１】 

 

  問 あなたは、平均気温の上昇や集中豪雨の発生など、気候変動が与える身の回りへの影響に

備えるため、どのような取り組みを行っていますか。（いくつでも） 

 

  （１） 暑さや大雨に関する情報を積極的に収集する  

（２） 熱中症や蚊媒介感染症（デング熱等）の対策を知り、予防する  

（３） ハザードマップなどで危険個所や避難場所、避難経路を確認する  

（４） 地域の防災訓練に参加する  

（５） 市街地における暑さを和らげるため、身の回りの緑化を推進する  

（６） 渇水に備えて、普段から節水を心がける  

（７） その他 

（８） 取り組みを行っていない 
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  ～生物多様性の認知度～【基本目標３】 

 

問 あなたは「生物多様性」という言葉を知っていますか。 

 

（１） 言葉を聞いたことがあり、意味も知っている 

（２） 言葉を聞いたことがあるが、意味は知らない 

（３） 言葉を聞いたことがない 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

～環境意識の醸成度～【基本目標５】 

 

問 あなたは、環境問題について、取り組んでいることはありますか。（いくつでも） 

 

（１） 節電など省エネにつながる行動をしている 

（２） マイバッグの利用など、ごみの減量につながる行動をしている 

（３） この1 年間に自然環境を守る活動に参加した 

（４） 環境に配慮した商品を選んで購入している 

（５） この1 年間に環境に関する講座やイベントに参加した 

（６） その他 

（７） 取り組みを行っていない 
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３ 相模原市環境審議会審議経過 

 

 

 ・令和 4年 12 月 7 日（第１回） 

 

 

  ※本書『令和 4 年度版 さがみはらの環境』に対する相模原市環境審議会の  

審議状況のみ抜粋 
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令和４年度第１回環境審議会での審議経過 

及び本書「さがみはらの環境」への反映 
 

 第１回環境審議会における 

委員意見等 

「さがみはらの環境」における対応 

対応内容 ページ 

1 各基本目標の「1基本目標の達成の目安と

なる指標」について、現在笑顔のマークと

残念なマークの 2 つのみであるが、この 2

つに当てはまらないような、ほぼ現状維持

というような結果もあるかと思う。ただ、

マークをいくつも作ると分かりにくくなる

ため、まずは、この 2 段階の区分でスター

トするのがよいかと考える。さらにそれを 3

段階にするなどは、今後検討していく余地

がある。 

マークの考え方や見方については、「さが

みはらの環境」の目次の次、あるいは裏表

紙に明記しておくことが必要ではないか。 

「第 3章 計画の進捗状況」の下部に、

マークの考え方や見方に関する表記を追

加しました。 

10 

2 記載の中で、同一の事業は「再掲」とし

ているが、記載のないものも見受けられる。

全体を通して、どのように整理しているの

か。基本目標が異なる場合でも、同じ内容

であれば、再掲と記載した方が良いのでは

ないか。読む側からすると、記載されてい

る方が、親切ではないかと感じた。 

基本目標が異なる場合でも、同一の事業

については【再掲】と表記しました。 

 

3 基本目標 1 施策 2 の今後の方向性につい

て、2段落目に「エネルギー・マネジメント・

システム」と記載されているが「環境マネ

ジメントシステム」という表現の方がよい

のではないか。 

ご指摘のとおり「環境マネジメントシス

テム」という表記に修正しました。 

18 

4 基本目標 1 施策 5 の今後の方向性の 3 行

目について「災害時にも必要となるエネル

ギーを迅速に共有できる仕組みづくりを進

めていきます」と記載されているが、現在

の環境基本計画では事業としては入ってお

らず、施策 5 の中にも入っていない。今後

の方向性にその文言が突然出てくると、唐

突感があるため、中間改定で、何か見直し

をして事業を始めるということであれば、

そのことについて一言あった方が繋がりが

良いのではと思った。 

次のとおり文言を修正しました。 

「気候変動による自然災害や健康被害

から市民等の生命と安全を守るため、適応

策についての啓発活動を積極的に行いま

す。 

また、脱炭素社会に寄与する観点を踏ま

え、気候変動の影響による被害が最小化さ

れ、自然災害に対して早期に復旧すること

が可能となる持続可能な社会の構築に向

けて取り組みます。 

30 
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5 基本目標 1 施策 1 の「市民共同発電所の

設置促進」という項目の取組状況に、新規

の設置実績はないと書かれている。簡単に

できるものではないとは思うが、支援をし

なかったからできなかったのか。あるいは

どのような支援をした結果、結局できなか

ったのか。理由まで記載した方が良い。 

次のとおり文言を修正しました。「市民

団体との協働により平成 22（2010）年に

大野台こどもセンターに設置した太陽光

発電設備を利用した環境教育については、

令和 3（2021）年は新型コロナウイルス感

染症の影響により実施を見送りました。ま

た、市民共同発電所の新規の設置実績がな

かったことから、再生可能エネルギーの重

要性について、市民の関心をより高められ

るような啓発方法について検討していき

ます。」 

14 

6 基本目標 2の施策 1・施策 2、両方の今後

の方向性に関わるかと思うが、プラスチッ

ク資源循環法が令和 4 年から始まっている

ため、それに向けた情報整理や、検討を始

めるという文言はどこかにいれるべきでは

ないか。施策 2 の適正処理の方が良いので

はないかと思うが、ごみの排出削減にもか

かってくるため、どちらに入れるかは、検

討してもらいたい。 

施策 2 の今後の方向性の文末に、次のと

おり文言を追加しました。「令和 4（2022）

年4月1日にプラスチック資源循環法が施

行されたことを受けて、相模原市廃棄物減

量等推進審議会や関係事業者等から意見

を踏まえながら、プラスチック資源の循環

に係る必要経費やリサイクルルート、市民

への周知・啓発など、市としての対応策に

ついて検討していきます。」 

48 

7 施策 2 の今後の方向性では「緑地面積の

維持に取り組みます」と記載されているが、

維持では足りないのではないか。もっと増

やしていくといった方向性にしなければい

けないのではないか。 

「緑地面積」については、減っていく部

分が非常に多い中、増やせる部分を増やし

ていくという趣旨で、維持することを目標

として設定しています。こうしたことから

「緑地面積の維持に取り組みます」と表記

しています。 

64 

8 基本目標 4の「1基本目標の達成の目安と

なる指標」のうち「公共用水域及び地下水

の環境基準を達成した地点の割合（％）」の

令和 3 年度実績が 75％となっている箇所に

ついて。残念なマークとなっているが、次

のページの現状には、その理由として「pH

や大腸菌数などが環境基準を達しなかった

から」と記載されている。その原因が分か

っているのであれば、理由が書いてあると、

人的なものの影響ではないというのが分か

るため、良いのではないかと感じた。 

人的影響だけではない旨を追記するた

め、次のとおり文言を修正しました。「公

共用水域については、気象条件等の影響も

あり生活環境項目の一部（ｐＨ、大腸菌群

数など）が環境基準を達成しなかったこと

が要因です。」 

70 
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9 基本目標 5 施策 1 の「市民ファンドゆめ

の芽」の取組状況について、環境保全活動

を行う団体を含む市民活動団体に対し、令

和 3 年度実施事業への助成を行ったと書い

てあるが、環境保全活動を行う団体のみに

ついて記載した方が、さがみはらの環境に

はふさわしいかと思うが、いかがか。又は、

全体のうち、環境団体の交付はいくつだっ

たかという記載にしても良いかと考える。 

ご指摘のとおり、環境団体の交付数の内

訳が分かるように、記載内容を修正しまし

た。 

83 

※本審議会での委員意見のうち、検討を要するものについては、次年度以降の「さがみはらの

環境」作成及び「第 3次相模原市環境基本計画」中間改定に係る審議会等で引き続き審議の

上、対応していきます。 
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４ 環境行政年表 

年月 相模原市 国・神奈川県 

昭和42年  8月 
昭和43年 12月 

 
昭和46年  3月 

 
      6月 
      9月 

 
昭和47年  5月 
     10月 

    
昭和48年  4月 
昭和51年 12月 
昭和53年  9月 

 
昭和54年10月 

 
昭和56年  7月 
昭和59年  4月 

 
昭和62年 11月 
昭和63年  3月 

 
      5月 

 
平成  4年10月 

 
11月 
12月 

 
 
 

平成  5 年 3月 
4月 

 
11月 

平成  6年  8月 
 

10月 
     12月 
平成  7年  3月 

6月 
 
 

12月 
 

平成 8 年  3月 
 

4月      
     11月 
平成 9 年  3月 

12月 
      

 
 

 
◆ 相模原市公害対策審議会を設置 

 
 
 
 
 

○「相模原市環境保全に関する条例」施行 
○「相模原市緑化条例」施行 

 
 
 
 

 
 

 
○「緑地保全基金」設置 
○「みどりのまちづくり基金」設置 
◆ 相模川ふれあい科学館オープン 
○「みどりのまちづくりさがみはらプラン」（緑化推
進計画）策定 

 
 
 

 
○「相模原市環境宣言」制定 
 
 
 
 
○「さがみはら環境プラン」策定 
 
 
 
◆ 相模原市公害対策審議会を廃止し、相模原市環境
審議会を設置 
○「相模原市一般廃棄物処理基本計画」策定 
 
○「さがみはら環境プラン行動計画 行政編」策定 
 
 
 
 
 
○「さがみはら環境プラン行動計画 市民・事業者編」
策定 

 
○「相模原市環境基本条例」施行 
○「さがみはら・みどりの基本計画」策定 

○「公害対策基本法」公布、施行 
○「大気汚染防止法」「騒音規制法」施
行 

○「神奈川県良好な環境の確保に関す
る基本条例」公布・施行 

○「水質汚濁防止法」施行 
○「神奈川県公害防止条例」施行 
○「廃棄物処理法」施行 
○「悪臭防止法」施行 
 
 
○「自然環境保全法」施行 
○「振動規制法」施行 
○ 新しい「神奈川県公害防止条例」施 
 行 
○「エネルギーの使用の合理化に関す
る法律」施行 

○「神奈川県環境影響評価条例」施行 
 
 
 
 
 
○「特定物質の規制等によるオゾン層
の保護に関する法律」施行 

○「資源の有効な利用の促進に関する
法律」施行 

 
○「自動車から排出される窒素酸化物
の特定地域における総量の規制に関
する特別措置法」（自動車NOx法）施
行 

 
○「絶滅のおそれのある野生動植物の
種の保存に関する法律」施行 

○「環境基本法」公布・施行 
 
 
 
○ 国の「環境基本計画」策定 
 
○「国の事業者・消費者としての環境
保全に向けた取組の率先実効のため
の行動計画」策定 

○「容器包装に係る分別収集及び再商
品化の推進に関する法律」施行 

 
 
○「神奈川県環境基本条例」施行 
 
○「神奈川県環境基本計画」策定 
◆ 京都で気候変動枠組み条例第3回締
結国会議（COP3）開催 

○「環境影響評価法」一部施行 
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年月 相模原市 国・神奈川県 

平成10年  4月 
       

 
平成11年  4月 

 
平成12年  3月 

 
 

  4月 
      6月 
     11月 
     12月 
平成13年 1月 

 
3月 
4月 
5月 

 
7月 

 
 

平成14年  3月 
      5月 

       
6月 
7月 

 
 
平成15年  1月 

2月 
 
 
 

3月 
10月 

 
 
 

平成16年  3月 
      4月 
平成17年  1月 

 
2月       

     10月 
 
 

平成18年  3月 
4月 

平成19年  3月 
11月 

 
 

平成20年  3月 
4月 

 
6月 

平成21年 10月 

○「相模原市ごみの散乱防止によるまちの美化の推
進に関する条例」施行 

○「相模原市盛土等の規制に関する条例」施行 
 

 
 

 
 
 

 
○ 国際環境規格ISO14001認証取得 

 
 

 
○「相模原市環境基本計画」策定 
 

 
 
 

 
 
○「相模原市一般廃棄物処理基本計画」策定 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○「木もれびの森保全・活用計画」策定 
 
 
 
 
○「さがみはら・ごみダイエットプラン」策定 
○「相模原市地球温暖化対策実行計画」策定 
 
 
 
 
 
 
◆ 相模原市・津久井町・相模湖町が合併 
◆ 環境情報センターオープン 
◆ 相模原市・城山町・藤野町が合併 
 
 
 
○「相模原市一般廃棄物処理基本計画」改定 
 
 
 
○「相模原市ホタル舞う水辺環境の保全等の促進に
関する条例」施行 

○「神奈川県生活環境の保全等に関す
る条例」施行 

 
○「地球温暖化対策の推進に関する法
律」施行 

○「特定化学物質の環境への排出量の
把握等及び管理の改善の促進に関す
る法律」施行 

○「神奈川県環境基本計画」見直し 
○「循環型社会形成推進基本法」施行 
 
○ 国の「第2次環境基本計画」策定 
○「ダイオキシン類対策特別措置法」
施行 

 
○「特定家庭用機器再商品化法」施行 
○「食品循環資源の再生利用等の促進

に関する法律」施行 
○「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正
な処理の推進に関する特別措置法」
施行 

 
○「建設工事に係る資材の再資源化等
に関する法律」施行 

○「京都議定書」締結 
○「特定製品に係るフロン類の回収及
び破壊の実施の確保等に関する法
律」施行 

○「自然再生推進法」施行 
○「土壌汚染対策法」施行 
○「循環型社会形成推進基本法の規定
に基づく循環型社会形成推進基本計
画」策定 

 
○「環境の保全のための意欲の増進及
び環境教育の推進に関する法律」施
行 

○「新アジェンダ21かながわ」採択 
 
 
○「使用済自動車の再資源化等に関す
る法律」施行 

○「京都議定書」発効 
○「神奈川県環境基本計画」見直し 
○「特定外来生物による生態系等に係
る被害の防止に関する法律」施行 

 
○ 国の「第3次環境基本計画」策定 
 
○「国等における温室効果ガス等の削
減に配慮した契約の推進に関する法
律」施行 

 
○「神奈川県里地里山の保全、再生及
び活用の促進に関する条例」施行 

○「生物多様性基本法」施行 
○「神奈川県地球温暖化対策推進条例」
施行 
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年月 相模原市 国・神奈川県 

平成22年 1月 
 

3月 
 
 
 

4月 
 
 

12月 
平成23年 3月 

4月 
 
 
 

8月 
 
 

10月 
 
 
 
 

平成24年 1月 
 
 
 
 

3月 
 

4月 
平成25年 1月 

 
3月 

 
 

4月 
 

8月 
平成26年 3月 

4月 
6月 

 
7月 

 
12月 

 
平成27年 3月 

 
 
 

4月 
 

平成28年 2月 
5月 

 
10月 

 

○「相模原市ペット霊園の設置等に伴う生活環境の
保全に関する条例」施行 

○ 新しい「相模原市環境基本計画」策定 
○「相模原市水とみどりの基本計画」策定 
○「相模原市地球温暖化対策推進基金条例」施行 
○「相模原市地球温暖化対策推進基金」設置 
◆ 政令指定都市に移行 
○ 国際環境規格ISO14001認証を返上し、独自の環境
マネジメントシステム（EMS）の運用開始 
◆ 相模原市水とみどりの基本計画推進協議会を設置 
○「さがみはら森林ビジョン」策定 
○「相模原市里地里山の保全等の促進に関する条例」
施行 

○「相模原市土砂等の埋立て等の規制に関する条例」
施行 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○「相模原市地球温暖化対策実行計画（区域施策編、
事務事業編）」策定 

 
○「相模原市公共施設における木材の利用促進に関
する基本方針」策定 

◆「さがみはら地球温暖化対策協議会」設立 
○「さがみはら森林ビジョン実施計画」策定 
○「相模原市一般廃棄物処理基本計画」改定 
○「相模原市地球温暖化対策推進条例」施行 
 
◆「相模原市地球温暖化対策推進会議」発足 
◆ メガソーラー稼動（一般廃棄物最終処分場跡地） 
◆ 相模川ふれあい科学館がリニューアルオープン 
 
 
○「相模原市環境影響評価条例」公布、一部施行 
◆ 相模原市環境影響評価審査会を設置 
○「相模原市水素エネルギー普及促進ビジョン」策
定 

○「相模原市環境基本計画(2010-2019)」中間改訂 
○「相模原市水とみどりの基本計画改訂版＝生物多
様性さがみはら戦略＝」策定 

○「木もれびの森保全・活用計画」改訂 
◆ 相模原市水とみどりの基本計画推進協議会を廃止
し、相模原市水とみどりの審議会を設置 

◆ さがみはら生物多様性ネットワーク設立 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○「東日本大震災により生じた災害廃
棄物の処理に関する特別措置法」公
布・施行 

○改正「環境教育等による環境保全の
取組の促進に関する法律」施行 

○「地域における多様な主体の連携に
よる生物の多様性の保全のための活
動の促進等に関する法律」施行 

○「平成二十三年三月十一日に発生し
た東北地方太平洋沖地震に伴う原子
力発電所の事故により放出された放
射性物質による環境の汚染への対処
に関する特別措置法」完全施行 

 
 
○ 国の「第四次環境基本計画」策定 
 
 
 
 
 
○「使用済小型電子機器等の再資源化
の促進に関する法律」施行 
 
 
 
○ 国の「水素・燃料電池戦略ロード 
マップ」策定 

 
 
 
 
○ 神奈川県の「水素社会実現ロード 
マップ」策定 
 
 
 
 
 

○ 国の「地球温暖化対策計画」閣議決  
 定 
○ 神奈川県の「地球温暖化対策計画」
改定 
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年月 相模原市 国・神奈川県 

平成29年 3月 
 
 
 

平成30年 3月 
 

4月 
12月 

平成31年 3月 
 

令和元年 10月 
 

令和2年 2月 
 

3月 
 
 
 
 
 

4月 
 
 
 
 
 

7月 
9月 
10月 

 
 

令和3年  4月 
 
 
 
 

8月 
 

○「（仮称）相模原市市民の森基本計画」策定 

○「相模原市気候変動の影響への適応策」を策定 

（相模原市地球温暖化対策実行計画（区域施策
編）の一部として） 

 

 

 

 

○「第 3 次相模原市一般廃棄物処理基本計画」策 

 定 

○「相模原市生物多様性に配慮した自然との共生 

に関する条例」公布 

 

 

○「第 3 次相模原市環境基本計画」策定 

○「第 2 次相模原市地球温暖化対策計画」策定 

○「第 3 次相模原市地球温暖化対策計画（事務事 

業編）」策定 

○「第 2 次相模原市水とみどりの基本計画・生物 

多様性戦略」策定 

○「さがみはら森林ビジョン後期実施計画」策定 

○「相模原市里地里山の保全等の促進に関する条
例」「相模原市ホタル舞う水辺環境の保全等の
促進に関する条例」及び「相模原市緑化条例」
の廃止（「相模原市生物多様性に配慮した自然
との共生に関する条例」への統合） 

◆「SDGs 未来都市」への選定 

〇「さがみはら気候非常事態宣言」表明 

 

 

 

 

 

 

 

 

○「さがみはら脱炭素ロードマップ」策定 

 

 

 

 

 

○ 神奈川県の「かながわスマートエネ
ルギー計画」改訂 

○ 国の「第五次環境基本計画」策定 
○「気候変動適応法」施行 

 

 

○「食品ロスの削減の推進に関する
法律」施行 

○ 神奈川県の「かながわ気候非常事態
宣言」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆レジ袋の有料化開始 

 

○2050 年のカーボンニュートラル、
脱炭素社会を目指すことを首相表
明 

○地球温暖化対策推進本部の会合
で、2030 年の温室効果ガス排出量
を 2013 年比で 46％削減を目指す
と首相表明 
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